
社会保障審議会介護給付費分科会（第63回）議事次第  

日時：平成20年12月26日（金）  

午後2暗から午後5時まで  

於：厚生労働省低層棟2階 講堂  

議 題  

1．平成21年度介護報酬改定に係る諮問について  

2．その他   



平成21年度介護報酬改定について  

～骨子～  

1．改定率について  

○ 介護従事者の離職率が高く、人材確保が困難であるといった状況  

○ 本年の通常国会で「介護従事者等の人材確保のための介護従事者の処遇改善に関す   

る法律」が成立  

○ 平成20年10月30日に、政府・与党において「介護従事者の処遇改善のための   

緊急特別対策」として、平成21年度介護報酬改定率を3．0％とすることが決定   

【介護報酬改定率  3．0％】  

（うち、在宅分1．7％、施設分1．3％）  

2．基本的な視点   

○ 介護従事者の人材確保・処遇改善   

○ 医療との連携や認知症ケアの充実  

・医療と介護の機能分化・連携の推進  

・認知症高齢者等の増加を踏まえた認知症ケアの推進   

○ 効率的なサービスの提供や新たなサービスの検証  

・サービスの質を確保した上での効率的かつ適正なサービスの提供  

・平成18年度に新たに導入されたサービスの検証及び評価の見直し  

しの内容（主な事項）  

1．介護従事者処遇改善lこ係る各サービス共通の見直し （概要P2～6）   

○ サービスの特性に応じた業務負担に着目した評価   

○ 介護従事者の専門性等のキャリアに着目した評価   

○ 地域区分の見直し   

○ 中山間地域等における小規模事業所の評価   

○ 中山問地域等に居住する者にサービス提供した事業所への評価  

2．居宅介護支援∵介護予防支援 （概要P6～9）   

○ 多数担当ケースに係る逓減制の見直し（超過部分にのみ逓減制を適用）   

○ 事業所の独立性・中立性を高める観点からの特定事業所加算の見直し  
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○ 入院時や退院・退所時に、病院等と利用者に関する情報共有等を行う際の評価  

○ 認知症高齢者等や独居高齢者への支援等に対する評価  

○ 小規模多機能型居宅介護事業所との連携に対する評価  

○ 初回の支援に対する評価  

○ 介護予防支援に対する業務実態を踏まえた評価  

3．訪問系サービス  

（1）訪問介護 （概要P9～11、32）   

○ サービスの効果的な推進を図る等の観点からの短時間の訪問に対する評価   

○ 訪問介護員等及びサービス提供責任者の段階的なキャリアアップを推進する観点か  

らの特定事業所加算の見直し   

○ サービス提供責任者の労力が特にかかる初回及び緊急時に着目した評価   

0 3級ヘルパーについて、原則として平成21年3月末で評価を廃止（現に業務に従  

事している者については、一定の条件の下に一年間限定の経過措置）   

○ 訪問介護事業所の効率的な運営や非常勤従事者のキャリアアップを図る観点から、  

サービス提供責任者の常勤要件を一部緩和  

（2）訪問看護 （概要Pll～12）   

○ 特別管理加算の対象者の拡大及び特別管理加算の対象者に対する長時間の訪問看護  

の評価   

○ 複数名訪問の評価   

○ ターミナルケア加算の算定要件の緩和及び評価の見直し  

（3）訪問リハビリテーション （概要P12）   

○ サービス提供時間に応じた評価への見直し   

○ 適所リハビリテーションを終了した者について、介護老人保健施設の医師の指示に  

よる訪問リハビリテーションの評価   

○ 短期集中リハビリテーション実施加算の評価の見直し  

（4）居宅療養管理指導 （概要P12～14、32）   

○ 看護職員による相談等の評価   

○ 薬剤師による居宅療養管理指導の評価の見直し   

○ 居住系施設入居者に対する居宅療養管理指導の評価の適正化  

4．適所系サービス   



（1）適所介護 （概要P14～15、32）   

○ 規模に応じた報酬設定の在り方の見直し   

○ 機能訓練の体制やサービスの提供方法に着目した評価   

○ 療養適所介護について、利用定員及び専用の部屋の面積に関する規定の見直し  

（2）適所リハビリテーション （概要P15～16、32～33）   

○ 短時間・個別のリハビリテーションの評価   

○ 理学療法士等を手厚く配置している事業所の評価  

（〕規模に応じた報酬設定の在り方の見直し  

（⊃ 短期集中リハビリテーションの充実   

○リハビリテーションマネジメント加算の評価方法の見直し（月1回の評価）   

○ 理学療法士等の配置に関する規定の見直し  

5．短期入所系サービス  

（1）短期入所生活介護 （概要P17）   

○ 夜間における手厚い職員配置に許する評価  

（〕常勤の看護師の配置や手厚い看護職員の配置に対する評価  

（2）短期入所療養介護 （概要P17～18、33）   

○ 日帰りの短期入所療養介護（特定短期入所療養介護）の評価方法の見直し（サービ  

ス提供時間に応じた評価）   

○ 個別リハビリテーションの評価   

○ 緊急時のニーズヘの対応の拡充   

○ 診療所の一般病床のうち、面積や人員配置等の要件を満たすものについて短期入所  

療養介護の実施を可能とする指定基準の見直し  

6．特定施設入居者生活介護 （概要P18～20）   

○ 介護従事者の処遇改善を図る観点からの基本サービス費の評価（介護予防特定施設  

入居者生活介護については、在宅サービスとの均衡を考慮した評価の見直し）   

○ 特定施設の看護職員と協力医療機関等との連携に着目した評価  

7．福祉用具貸与∵販売（介護予防福祉用具貸与一販売も同様） （概要P20）   

○ 価格競争の悟性化に資するための取組（製品毎等の貸与価格の分布状況等の把握・  

分析・公表等、介護給付費通知の活用）   

○ 福祉用具に係る保険給付の在り方については、引き続き議論・検討を行い、早急に  

必要な対応を実施  
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8．地域密着型サービス  

（1）小規模多機能型居宅介護 （概要P20～21、33）   

○ 事業開始後一定期間における経営安定化を図るための評価   

○ 認知症高齢者等への対応や常勤の看護職員の配置に対する評価   

○ サービスの提供が過少である事業所に対する評価の適正化   

○ 宿泊サービスの利用者がいない場合の夜間の人員配置基準の見直し   

○ 居間及び食堂の面積基準の見直し  

（2）夜間対応型訪問介護 （概要P21～22、33）   

○ 日中におけるオペレーションサービスの評価   

○ 定期巡回サービスの評価の見直し   

○ オペレーターの資格要件の見直し（准看護師及び介護支援専門員の追加）   

○ 管理者の兼務規定の見直し  

9．介護保険施設  

（1）介護老人福祉施設（地域密着型介護老人福祉施設を含む。）（概要P22～23）   

○ 介護が困難な者に対して質の高いケアを実施する施設に対する評価   

○ 夜間における手厚い職員配置に対する評価   

○ 常勤の看護師の配置や手厚い看護職員の配置等に対する評価   

○ 外泊時費用の見直し  

（2－1）介護老人保健施設（介護療養型老人保健施設を含む。）（概要P23～25，33）   

○ 夜間における手厚い職員配置等に対する評価   

○ ターミナルケアに係る評価   

○ 在宅復帰支援機能に係る評価の見直し   

○ 入所後間もない期間に集中的に行うリハビリテーションの評価   

○ 外泊時費用の見直し   

○ 人員配置基準上、言語聴覚士を理学療法士、作業療法士と同等に位置付け   

○ 支援相談員の配置基準の見直し  

（2－2）介護療養型老人保健施設 （概要P25～26）   

○ 入所者に対する医療サービスに要するコスト、要介護度の分布等の実態を踏まえた  

評価の見直し   

○ 施設要件の見直し   



○ 夜間配置基準の特例  

（3）介護療養型医療施設 （概要P26～27）   

○ リハビリテーションの評価の見直し   

○ 集団コミュニケーション療法の評価  

〔〕夜間における手厚い職員配置に対する言河西   

○ 外泊時費用、他科受診時費用の見直し  

10．認知症関係サービス （概要P27～30）  

（1）認知症対応型共同生活介護（グノレープホーム）   

○ 退居者が自宅や地域での生活を継続できるように相談援助する場合の評価   

○ 利用者の重度化や看取りに対応した評価  

（2）認知症短期集中リハビリテーション（介護老人保健施設、介護療養型医療施設、通所   

リハビリテーション）  

（〕対象者の拡大（中等度・重度の者も対象）  

（〕実施施設・事業所の拡大（介護療養型医療施設及び適所リハビリテーションを追加）  

（3）認知症の行動・心理症状への対応（短期入所系サービス、グノレープホーム）   

○ 認知症の行動・心理症状が出現したことにより在宅生活が困難になった者を緊急的  

にショートステイで受け入れた場合についての言対面  

（4）若年性認知症対策（施設系サービス、短期入所系サービス、適所系サービス、グルー   

プホーム）  

（⊃ 若中性認知症患者を受け入れ、本人やその家族の希望を踏まえた介護サービスを提  

供することについての評価  

（5）専門的な認知症ケアの普及に向けた取組（施設系サービス、グノレープホーム）   

○ 認知症介護について一定の経験を有し、国や自治体が実施又は指定する認知症ケア  

に関する専門研修を修了した者が介護サービスを提供することについての評価  

（6）認知症の確定診断の促進（介護老人保健施設）   

○ 認知症の疑いのある介護老人保健施設入所者を認知症疾患医療センター等に対して  

紹介することについての評価  

11．栄養管理休制・栄養マネジメント加算等の見直し （概要P30）  
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○ 栄養管理体制加算の見直し（基本サービス費に包括化）  

○ 栄養マネジメントの適切な実施を担保する観点から栄養マネジメント加算の見直し  

12価（栄養マネジメント）サービスの見直し（概要P30～31）   

○ サービス提供に係る労力等を適切に評価する等の観点からの評価の見直し（口腔機  

能向上加算、栄養改善（栄養マネジメント）加算及びアクティビティ実施加算）   

○ アクティビティ実施加算の算定要件の見直し   

○ 医療と重複しない範囲での、歯科医療と口腔機能向上加算との給付範囲の見直し   

○ 施設入所者に対する計画的な口腔ケアの推進  

13．事業所評価加算の見直し （概要P31）   

○ 要支援状態の維持をより高く評価する方向での算定要件の見直し  
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平成21年度介護報酬改定の概要  

Ⅰ 基本的な考え方   

1．改定率について  

近年の介護サービスを巡っては、介護従事者の離職率が高く、人材確保が困難であると   

いった状況にあり、本年の通常国会で「介護従事者等の人材確保のための介護従事者の処  

遇改善に関する法律」が成立したところである。  

こうした状況を踏まえ、平成20年10月30日に、政府・与党において「介護従事者   

の処遇改善のための緊急特別対策」として、平成21年度介護報酬改定率を3．0％とす   

ることが決定された。  

（参考）   

介護報酬改定率  3．0％  

（うち、在宅分1．7％、施設分1．3％）  

2．基本的な視点  

平成21年度の介護報酬改定については、次の基本的な視点に立って改定を行う。  

（1）介護従事者の人材確保・処遇改善  

介護従事者の離職率が高く、人材確保が困難である現状を改善し、質の高いサービス   

を安定的に提供するためには、介護従事者の処遇改善を進めるとともに、経営の効率化   

への努力を前提としつつ経営の安定化を図ることが必要である。  

このため、   

① 各サービスの機能や特性に応じ、夜勤業務など負担の大きな業務に対して的確に人  

員を確保する場合に対する評価   

② 介護従事者の能力に応じた給与を確保するための対応として、介護従事者の専門性  

等のキャリアに着目した評価   

③ 介護従事者の賃金の地域差への対応として、介護報酬制度における地域差の勘案方  

法（地域区分毎の単価設定）等の見直し   

を行う。  

（2）医療との連携や認知症ケアの充実  

① 医療と介護の機能分化・連携の推進  

介護が必要となっても住み慣れた地域で自立した生活を続けることができるよう、  

1   



医療から介護保険でのリハビリテーションに移行するにあたり、介護保険によるリハ  

ビリテーションの実施機関数やリハビリテーションの内容の現状等を踏まえ、医療と  

介護の継ぎ目のないサービスを効果的に利用できるようにする観点からの見直しを  

行う。  

また、利用者の状態に応じた訪問看護の充実を図る観点からの評価の見直しや、居  

宅介護支援における入院時や退院・退所時の評価を行う。  

介護療養型老人保健施設については、療養病床からの転換が円滑に進められるよう  

実態に応じた適切な評価を行うという観点から評価の見直しを行う。  

② 認知症高齢者等の増加を踏まえた認知症ケアの推進  

「認知症の医療と生活の質を高める緊急プロジェクト」報告を踏まえ、認知症高齢   

者等やその家族が住み慣れた地域での生活を継続できるようにするとともに、認知症   

ケアの質の向上を図るため、認知症行動・心理症状への緊急対応や若年性認知症の受   

け入れへの評価、認知症高齢者等へのリハビリテーションの対象拡大、専門的なケア   

提供体制に対する評価等を行う。  

また、居宅介護支援や訪問介護において、認知症高齢者等へのサービスの評価を行   

う。  

（3）効率的なサービスの提供や新たなサービスの検証  

① サービスの質を確保した上での効率的かつ適正なサービスの提供  

介護サービス事業の運営の効率化を図るため、サービスの質の確保を図りつつ、人  

員配置基準等の見直しを行う。例えば、訪問介護事業所のサービス提供責任者の常勤  

要件、夜間対応型訪問介護事業所のオペレーター資格要件、小規模多機能型居宅介護  

の夜勤体制要件、介護老人保健施設の支援相談員の常勤要件等必要な見直しを行う。  

また、介護保険制度の持続性の確保及び適切な利用者負担の観点から、居住系施設  

に入所している要介護者への居宅療養管理指導や介護保険施設における外泊時費用  

を適正化するなど、効率的かつ適正なサービス提供に向けた見直しを行う。  

② 平成18年度に新たに導入されたサービスの検証及び評価の見直し  

平成18年度に新たに導入された各種サービス（新予防給付・地域密着型サービス   

等）について、より多くの利用者に適切に利用されるよう、サービスに対する評価の   

算定状況、普及・定着の度合いや事業者の経営状況等を把握した上で、より適切な評   

価の在り方についての検討を行い、必要な見直しを行う。  

Ⅱ 各サービスの報酬■基準見直しの内容   

1．介護従事者処遇改善に係る各サービス共通の見直し   



（1）サービスの特性に応じた業務負担に着目した評価  

例えば、施設における夜勤業務負担への評価、重度・認知症対応への評価や訪問介護   
におけるサービス提供責任者の緊急的な業務負担につき評価を行うなど、各サービスの   

機能や特性に応じ、夜勤業務など負担の大きな業務に対して的確に人員を確保する場合   
の評価を行う。（詳細は各サービスにおける改定項目として記載）   

（2）介護従事者の専門性等のキャリアに着目した評価  

介護従事者の専門性等に係る適切な評価及びキャリアアップを推進する観点から、介   
護福祉士の資格保有者が一定割合雇用されている事業所が提供するサービスについて   

評価を行うとともに、職員の早期離職を防止して定着を促進する観点から、一定以上の   
勤続年数を有する者が一定割合雇用されている事業所が提供するサービスについて評   

価を行う。  

加えて、24時間のサービス提供が必要な施設サービスについては、安定的な介護サー   

ビスの提供を確保する観点から、常勤職員が一一定割合雇用されている事業所について評   
価を行う。  

－ビス   要件   単位   

○研修等を実施しており、かつ、次  
藍  のいずれかに該当すること。  24単位／回   

①介護福祉士が30％以上配置さ  

れていること。  

（∋介護福祉士及び介護職員基礎  
訪問介護  

12単位／回  

研修修了者の合計が50％以上配  

置されていること。   

○研修等を実施しており、かつ、3  

年以上の勤続年数のある者が30％  6単位／回   

以上配置されていること。  

リテーション   
03年以上の勤続年数のある者が  

配置されていること。   
6単位／回   

（D：12単位／回  

②：6単位／回  

次のいずれかに該当すること。  ※介護予防通所介護・介護予  

（D 介護福祉士が40％以上配置され  防通所リハビリ  
リテーション  ていること。   要支援1は   

型通所介護   ② 3年以上の勤続年数のある暑が   ①：48単位／人・月  

30％以上配置されていること。   （∋：24単位／人・月  

要支援2は  

（む：96単位／人・月  

（診：48単位／人・月   

nji   

3年以上の勤続年数のある者が30％   

以上配置されていること。   
6単位／回  

訪問入浴介護  

夜間対応型言  

訪問リハビ  

通所介護  

通所リハビ  

認知症対応型  

国  
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○研修等を実施しており、かつ、次  
のいずれかに該当すること。  

①介護福祉士が40％以上配置さ  

小規模多機能型居宅介護  
れていること。   ①：500単位／人・月  

②常勤職員が60％以上配置され  

ていること。  

（参3年以上の勤続年数のある者  

が30％以上配置されていること。   

認知症対応型共同生活介護  次のいずれかに該当すること。   

地域密着型介護老人福祉施設  （D 介護福祉士が50％以上配置され   

介護老人福祉施設   ていること。   

介護老人保健施設   
①：12単位／人・日  

（∋・（参：6単位／人・日             （診 常勤職員が75％以上配置されて   

介護療養型医療施設   いること。   

短期入所生活介護   （卦 3年以上の勤続年数のある暑が   

短期入所療養介護   30％以上配置されていること。  

※1訪問介護及び居宅介護支援については、特定事業所加算の見直しを行う。  
※2 表中①・②・③の単位設定がされているものについては、いずれか一つのみを算定すること  

ができる。  

※3 介護福祉士に係る要件は「介護職員の総数に占める介護福祉士の割合」、常勤職員に係る要  
件は「看護・介護職員の総数に占める常勤職員の割合」、勤続年数に係る要件は「利用者にサ  

ービスを直接提供する職員の総数に占める3年以上勤続職員の割合」である。   

（3）地域区分の見直し  

介護従事者の給与は地域差が大きく、大都市部の事業所ほど給与費が高く経営を圧迫   

する傾向にあることを踏まえ、地域差を勘案する人件費にかかる職員の範囲を「直接処   

遇職員」から「人員配置基準において具体的に配置を規定されている職種の職員」に拡   

大し、人件費の評価を見直す。  

また、経営実態調査の結果を踏まえて、サービス毎の人件費割合について見直すとと   

もに、各地域区分の報酬単価の上乗せ割合についても見直す。  

＜地域区分ごとの報酬単価＞   

特別区  12％   

特甲地  10％   

甲地  6％   

乙地  3％   

その他  0％   

＜人件費割合＞  

％
％
％
％
％
 
 

1
5
1
0
6
5
0
 
 

⇒  

訪問介護／訪問入浴介護／夜間  

70％     対応型訪問介護／居宅介護支援   

訪問看護／訪問リハビリテーシ  

ヨン／通所リハビリテーション  

55％        ／認知症対応型通所介護／小規  

模多機能型居宅介護  

訪問介護／訪問入浴介護／通所  

介護／特定施設入居者生活介護  

／夜間対応型訪問介護／認知症  

対応型通所介護／小規模多機能  
型居宅介護／認知症対応型共同  

生活介護／地域密着型特定施設  

入居者生活介護／居宅介護支援  
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通所介護／短期入所生活介護／  

短期入所療養介護／特定施設入  

居者生活介護／認知症対応型共  

同生活介護／介護老人福祉施設  

／介護老人保健施設／介護療養  
型医療施設／地域密着型特定施  

設入居者生活介護／地域密着型  

介護老人福祉施設入所者生活介  

護  

訪問者護／訪問リハビリテーシ  

ョン／通所リハビリテーション  

／短期入所生活介護／短期入所  

療養介護／介護老人福祉施設／  

介護老人保健施設／介護療養型  
医療施設／地域密着型介護老人  

福祉施設入所者生活介護  

※ 介護予防サ・－ビスのある居宅サービス及び地域密着型サービスについては、いずれも介護予防サ   

ービスを含む（，   

＜介護報酬1単位当たりの単価の見直しの全体像と見直し後の単価＞   

＜現行＞  

特別区   特甲地   甲地   乙地   その他   

u合   12％   10％   6％   3％   0％   

60％   10．72円   10．60円   10．36円   10．18円   10円   

40％   10．48円   10．40円   10．24円   10．12円   10円   

＜見直し後＞  

特別区   特甲地   甲地   乙地   その他   

上乗せ割合  15％   10％   6％   5％  0％   

11．05円   10．70円   10．42円   10．35円   10円  

人件費 割合  70％             55％   10．83円   10．55円   10．33円   10．28円   10円  

45％   柏68円   10．45円   10．27円   10．23円   10円   

（4）中山間地域等における小規模事業所の評価  

いわゆる中山問地域等にある小規模事業所については、規模の拡大や経営の効率化を   
図ることが困難であり、人件費等の割合が高くならざるを得ず、経営が厳しい状況にあ   

ることを踏まえ、いわゆる中山間地域等のうち、現行の特別地域加算対象地域以外の半   
島振興法指定地域等について、当該地域に所在する小規模の事業所が行う訪問介護等の   

一一定のサービスについて評価を行う。  

中山間地域等の小規模事業所がサービスを提供する場合 ⇒ 所定単位数の10％を加算  

5   



※算定要件  

・対象となるサービスは、訪問介護（予防含む）、訪問入浴介護（予防含む）、訪問看護（予   

防含む）、居宅介護支援及び福祉用具貸与（予防含む）  

「中山間地域等」とは、特別地域加算対象地域以外の地域で、半島振興法、特定農山村   

法、過疎地域自立促進特別措置法、豪雪地帯対策特別措置法、辺地に係る公共的施設の総   

合整備のための財政上の特別措置等に関する法律に指定されている地域をいう。  

「小規模事業所」とは、訪問介護は訪問回数が200回以下／月（予防訪問介護は実利用   

者が5人以下／月）、訪問入浴介護は訪問回数が20回以下／月（予防訪問入浴介護は訪問   

回数が5回以下／月）、訪問看護は訪問回数が川0回以下／月（予防訪問看護は訪問回数   

が5回以下／月）、居宅介護支援は実利用者が20人以下／月、福祉用具貸与は実利用者が   

15人以下／月（予防福祉用具貸与は実利用者数が5人以下／月）の事業所をいう。  

（5）中山間地域等に居住する者にサービス提供した事業所への評価  

事業所が通常の事業実施地域を越えて中山間地域等に居住する者にサービスを提供   

した場合には、移動費用が相当程度必要となることを踏まえ、評価を行う。  

中山間地域等にサービスを提供する場合  ⇒  所定単位数の5％を加算   

※算定要件  

・対象となるサービスは、移動費用を要する訪問介護（予防含む）、訪問入浴介護（予防   

含む）、訪問看護（予防含む）、訪問リハビリテーション（予防含む）、通所介護（予防含   

む）、通所リハビリテーション（予防含む）、居宅介護支援及び福祉用具貸与（予防含む）  

「中山間地域等」とは、半島振興法、特定農山村法、山村振興法、離島振興法、沖縄振   

興特別措置法、奄美群島振興開発特別措置法、小笠原諸島振興開発特別措置法、過疎地域  

自立促進特別措置法、豪雪地帯対策特別措置法、辺地に係る公共的施設の総合整備のため   

の財政上の特別措置等に関する法律に指定されている地域をいう。  

・各事業者が、運営規程に定めている通常の事業実施地域を越えてサービスを提供する場  

合に認める。  

2．居宅介護支援t介護予防支援   

ケアマネジャー1人当たりの標準担当件数を維持しつつ、件数が40件以上となる場合   
に全ての件数に適用される現在の逓減制について、経営改善を図る観点から、超過部分に   
のみ適用される仕組みに見直す。   

居宅介護支援費（l）   

＜取扱件数が40件未満の場合＞   

要介護1・2  1，000単位／月  ⇒  現行どおり   

要介護3・4・5 1，300単位／月  

居宅介護支援費（ll）   



＜取扱件数が40件以上60件未満の場合＞  ＜取扱件数が40件以上60件未満の場合＞   

要介護1・2  600単位／月  ⇒ 要介護1・2  500単位／月   

要介護3・4・5  780単位／月  要介護3・4・5  650単位／月  

（→全ケースに適用）  （→40件以上60件未満の部分のみ適用）  
※40件未満の部分は居宅介護支援費（i）を適用  

居宅介護支援費（‖）   

＜取扱件数が60件以上の場合＞  ＜取扱件数が60件以上の場合＞   

要介護1・2  400単位／月  ⇒  要介護1・2  300単位／月   

要介護3・4・5  520単位／月  要介護3・4・5  390単位／月  

（－十全ケースに適用）  （→40件以上の部分のみ適用）  

※40件未満の部分は居宅介護支援費＝）を適用  

（D 特定事業所加算  

事業所の独立性・中立性を高める観点から、実態に即し段階的に評価する仕組みに見   

直す。  

特定事業所加算（l） 500単位／月   

特定事業所加算（lり 308単位／月  

特定事業所加算 500単位／月  ⇒  

※算定要件  

【特定事業所加算（l）】   

① 主任介護支援専門員を配置していること。  

（∋ 常勤かつ専従の介護支援専門員を3名以上配置していること。   

③ 利用者に関する情報又はサービス提供に当たっての留意事項に係る伝達等を目的と  

した会議を定期的に開催すること。   

④ 算定日が属する月の利用者の総数のうち、要介護3～要介護5である者の割合が5  

割以上であること。   

⑤ 24時間連絡体制を確保し、かつ、必要に応じて利用者等の相談に対応する体制を確  

保していること。  

（彰 介護支援専門員に対し、計画的に研修を実施していること。  

（∋ 地域包括支援センターから支援が困難な事例を紹介された場合においても、居宅介   

護支援を提供していること。   

⑧ 地域包括支援センター等が実施する事例検討会等に参加してし1ること。   

⑨ 運営基準減算又は特定事業所集中減算の適用を受けていないこと。   
⑲ 介護支援専門員1人当たりの利用者の平均件数が40件以上でないこと。  

【特定事業所加算 川）】   

特定事業所加算（I）の③、⑤、（卦及び⑲を満たすこと、主任介護支援専門員等を配   

置していること並びに常勤かつ専従の介護支援専門員を2名以上配置していること。   

注 特定事業所加算（l）、川）の算定はいずれか一方に限る。  

② 病院等と利用者に関する情報共有等を行うことに着目した評価  
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医療と介護の連携の強化・推進を図る観点から、入院時や退院・退所時に、病院等と  

利用者に関する情報共有等を行う際の評価を導入する。  

⇒ 150単位／月（利用者1人につき1回を限度）  医療連携加算（新規）  

※算定要件   

病院又は診療所に入院する利用者につき、当該病院又は診療所の職員に対して、利用者  

に関する必要な情報を提供した場合  

退院・退所加算（l） 400単位／月  

退院・退所加算（新規）  ⇒  

退院・退所加算川） 600単位／月   

㌻※算定要件  

【退院・退所加算（l）】  

入院期間又は入所期間が30日以下の場合であって、退院又は退所に当たって、病院等   

の職員と面談を行い、利用者に関する必要な情報の提供を求めることその他の連携を行   

った場合  

【退院・退所加算 川）】  

入院期間又は入所期間が30日を超える場合であって、退院又は退所に当たって、病院   

等の職員と面談を行い、利用者に関する必要な情報の提供を求めることその他の連携を   

行った場合   

注 初回加算を算定する場合は、算定できない。  

③ 認知症高齢者等や独居高齢者への支援等に対する評価  

ケアマネジメントを行うに際し、特に労力を要する認知症日常生活自立度がⅢ以上の   

認知症高齢者等、独居高齢者に対する支援等について評価を行う。  

150単位／月   

150単位／月  

認知症加算（新規）  ⇒   

独居高齢者加算（新規）  ⇒  

④ 小規模多機能型居宅介護事業所との連携に対する評価（介護予防支援も同様）  

居宅介護支援を受けていた利用者が居宅サービスから小規模多機能型居宅介護の利   

用へと移行する際に、居宅介護支援事業者が有する利用者の必要な情報を小規模多機能   

型居宅介護事業所に提供した場合等について評価を行う。  

小規模多機能型居宅介護事業所連携加算（新規）  ⇒  300単位  

⑤ 初回の支援に対する評価（介護予防支援も同様）  

適切かつ質の高いケアマネジメントを実施するため、特に手間を要する初回（新規に  巨
．
岳
．
－
巨
．
ヒ
⊆
．
－
 
－
」
u
．
 
 
 



居宅サービス計画を策定した場合及び要介護状態区分の2段階以上の変更認定を受け  

た場合）について評価を行う。  

300単位／月  初回加算  250単位／月  ⇒   

⑥ 介護予防支援に対する評価  

介護予防支援については、介護予防支援事業所の業務の実態を踏まえた評価を行う。  

介護予防支援費  400単位／月  ⇒  412単位／月  

3．訪問系サービス   

（1）訪問介護  

訪問介護については、訪問介護員等の処遇改善の必要性を踏まえつつ、サービスの効  

果的な推進を図る観点から、短時間の訪問に対する評価を行う。  

身体介護（30分未満）  231単位／回   ⇒  254単位／回   

生活援助（30分以上1時間未満） 208単位／回   ⇒  229単位／回  

① 特定事業所加箕  

訪問介護員等及びサービス提供責任者について、 介護職員基礎研修の受講、介護福祉   

士の資格取得など段階的なキャリアアップを推進する観点から、特定事業所加算につい   

て、要件の見直しを行う。  

特定事業所加算（Ⅰ） 所定単位数の20％を加算  

特定事業所加算（Ⅱ） 所定単位数の10％を加算  ⇒  算定要件の見直し  

特定事業所加算（Ⅲ） 所定単位数の10％を加算  
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※算定要件  

【特定事業所加算（l）】   

体制要件、人材要件（①及び②）、重度要介護者等対応要件のいずれにも適合  

【特定事業所加算（lt）】   

体制要件、人材要件（①又は②）のいずれにも適合  

【特定事業所加算（＝）】   

体制要件、重度要介護者等対応要件のいずれにも適合   

＜体制要件＞   

① すべての訪問介護員等に対して個別の研修計画を作成し、研修を実施又は実施を予  

定していること。   

② 利用者に関する情報、サービス提供に当たっての留意事項の伝達又は訪問介護員等  

の技術指導を目的とした会議を定期的に開催すること。   

③ サービス提供責任者が、訪問介護員等に利用者に関する情報やサービス提供に当た  

っての留意事項を文書等の確実な方法により伝達してから開始し、終了後、適宜報告  

を受けていること。   

④ すべての訪問介護員等に対し、健康診断等を定期的に実施していること。   

⑤ 緊急時等における対応方法が利用者に明示されていること。  

＜人材要件＞   

① 訪問介護員等の総数のうち介護福祉士が30％以上、又は介護福祉士・介護職員基礎  

研修課程修了者・1級訪問介護員の合計が50％以上であること。   

② すべてのサービス提供責任者が3年以上の実務経験を有する介護福祉士又は5年以   

上の実務経験を有する介護職員基礎研修課程修了者・1級訪問介護員であること。た   

だし、居宅サービス基準上、1人を超えるサービス提供責任者を配置しなければなら  

ない事業所については、2人以上のサービス提供責任者が常勤であること。  

＜重度要介護者等対応要件＞   

前年度又は前3月の利用者のうち、要介護4～5・認知症日常生活自立度川以上の利用  

者の総数が20％以上であること。  
一－－－一一－－－－－一－－－－－一一－－－一一－－一一－一一－－－－－－－－－一一一一－－－ －－－－－－－－－－－－－－－－－ －－－－－－－－一岬－－－－－一一－－－ －－－－一一一一一－－一一－－－－－－－－－－ －－一一一‾   

注 特定事業所加算（l）～州）は、いずれか一つのみを算定することができる。  

② サービス提供責任者の労力に着目した評価  

サービス提供責任者について、特に労力のかかる初回時及び緊急時の対応を評価する。  

200単位／月  初回加算（新規）  ⇒   

※算定要件（介護予防訪問介護も同様）   

新規に訪問介護計画を作成した利用者に対して、初回に実施した訪問介護と同月内に、  

サービス提供責任者が、自ら訪問介護を行う場合又は他の訪問介護員等が訪問介護を行う  

際に同行訪問した場合  

100単位／回  緊急時訪問介護加算（新規）  ⇒   

※算定要件   

利用者やその家族等からの要請を受けて、サービス提供責任者がケアマネジャーと連携  

を図り、ケアマネジャーが必要と認めたときに、サービス提供責任者又はその他の訪問介  

護員等が居宅サービス計画にない訪問介護（身体介護）を行った場合  
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③ 3級ヘルパーの取扱い（介護予防訪問介護も同様）  

3級ヘルパーについては、原則として平成21年3月末で報酬上の評価を廃止するが、   
現に業務に従事している者について、最終的な周知及び円滑な移行を図る観点から、事   

業者が該当する従事者に対して、2級課程等上位の資格を取得するよう通知することを   

条件に、一年間に限定した経過措置を設ける。  

（2）訪問看護   

（D 特別管理加算  

利用者の状態に応じた訪問看護の充実を図る観点から、特別管理加算については、そ   

の対象となる状態に重度の裾瘡を追加する。さらに、特別管理加算の対象者について、   

1時間30分以上の訪問看護を実施した場合について評価を行う。  

300単位／回  長時間訪問看護加算（新規）  ＝＞   

※算定要件   

特別管埋加算の対象者に対して、1回の時間が1時間30分を超える訪問看護を行った場  

合、訪問看護の所定サービス費（1時間以上1時間30分未満）に上記単位数を加算する。  

② 複数名訪問の評価  

同時に2人の職員が1人の利用者に対し訪問看護を行った場合について評価を行う。  

30分未満  254単位／回   

30分以上  402単位／回  

複数名訪問加算（新規）   ⇒  

※算定要件   

同時に複数の看護師等により訪問看護を行うことについて、利用者やその家族等の同意  
を得ている場合であって、次のいずれかに該当する場合   

① 利用者の身体的理由によリ1人の看護師等による訪問看護が困難と認められる場合   

② 暴力行為、著しい迷惑行為、器物破損行為等が認められる場合   

③ その他利用者の状況から判断して、①又は②に準ずると認められる場合  

③ ターミナルケア加算  

ターミナルケアの充実を図り、医療保険との整合性を図る観点から、ターミナルケア   

加算の算定要件の緩和及び評価の見直しを行う。  
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ターミナルケア加算 1，200単位／死亡月   ⇒  Z，000単位／死亡月   

：※算定要件（変更点）   

① 死亡日前14日以内に2回以上ターミナルケアを実施していること。   

② 主治医との連携の下に、訪問看護におけるターミナルケアに係る計画及び支援体制  

について利用者及びその家族等に対して説明を行い、同意を得てターミナルケアを実  

施していること。  

（3）訪問リハビリテーション  

基本報酬については、医療保険等との整合性を図る観点から、1日単位ではなく、サ   

ービス提供時間に応じた評価に見直す。  

訪問リハビリテーション費 500単位／日  ⇒  305単位／回  

注 20分間リハビリテーションを行った場合に1回として算定  

（D 介護老人保健施設からの訪問リハビリテーション  

適所リハビリテーションの利用者が適所できなくなった際にも円滑な訪問リハビリ   

テーションの提供を可能とする観点から、介護老人保健施設で適所リハビリテーション   

を受けている利用者については、通所リハビリテーション終了後一月に限り、当該施設   

の配置医師がリハビリテーション計画を作成し、訪問リハビリテーションを提供するこ   

とを可能とする。  

② 短期集中リハビリテーション実施加算  

早期かつ集中的なリハビリテーションを推進する観点から、短期集中リハビリテーシ   

ョン実施加算の評価を見直す。  

短期集中リハビリテーション実施加算  

退院・退所日又は認定日から起算して  退院・退所日又は認定日から起算して  

1月以内の場合  330単位／日 ⇒1月以内の場合  340単位／日   

（週2回以上・1回20分以上）  （週2回以上・1回40分以上）  

（4）居宅療養管理指導   

（D 看護職員による相談等の評価  

居宅療養している要介護者（要支援者）やその家族の療養上の不安や悩みを解決し、   

円滑な療養生活を送ることを可能にするため、生活上の支援を目的とした看護職員によ   

る相談等を評価する。  
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⇒  看護師が行う場合  400単位／回  
※ 准看護師が行う場合は所定単位数に  

90／100を乗じた単位数で算定  

居宅療養管理指導責  

※算定要件  

・通院が困難な在宅の利用者のうち、医師が看護職員による居宅療養管理指導が必要   

であると判断し、利用者の同意が得られた者に対して、居宅療養管理指導事業所の看   

護職員が訪問し、療養上の相談及び支援を行い、その内容について、医師や居宅介護   

支援事業者に情報提供を行った場合に算定する。  

・要介護新規認定、要介護更新認定又は要介護認定の変更に伴い作成された居宅サー  

ビス計画に基づき、指定居宅サービスの提供が開始されてからの2月の間に1回を限  

度として算定する。  
訪問診療や訪問着護等を受けている者については算定できない。  

② 薬剤師による居宅療養管理指導   

薬剤師による居宅療養管理指導について、他職種との連携を推進し、医療保険との整   
合性を図る観点からその評価を見直す。  

居宅療養管理指導費（在宅利用者の場合）  

薬局の薬剤師が行う場合   

（月2回目以降） 300単位／回  

⇒  薬局の薬剤師が行う場合  

（月2回目以降）   500単位／回  

※算定要件   

医師又は歯科医師の指示に基づき策定した薬学的管理指導計画に基づき、利用者を訪問  

し、薬学的な管理指導を行い、関係職種への必要な報告及び情報提供を行った場合に、1  

月に4回を限度として算定する。ただし、末期の悪性腫瘍の者又は中心静脈栄養を受けて  

いる者に対して行う場合には、1週に2回、かつ、1月に8回を限度として算定する。   

注1 月1回目については、現行どおり（500単位／回）   

注2 病院又は診療所の薬剤師が行う場合は、月2回を限度とする。  

③ 居住系施設入居者に対する居宅療養管理指導   

居住系施設に入居している要介護者（要支援者）に対する居宅療養管理指導（薬剤師、   
管理栄養士、歯科衛生士等によるものに限る。）について、移動等に係る労力が在宅利   
用者への訪問に比して少ないことを踏まえ、その評価を適正化する。  

居宅療養管理指導費（居住系施設に入居している利用者の場合）  

病院又は診療所の薬剤師が行う場合  

385単位／回（月2回まで）   

⇒薬局の薬剤師が行う場合  

350単位／回（月4回まで）   

病院又は診療所の薬剤師が行う場合   

月1回目又は2回目 550単位／回   

月3回目以降  300単位／回  
薬局の薬剤師が行う場合  

500単位／回  
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月2回目以降  300単位／回  

管理栄養士が行う場合 530単位／回  

歯科衛生士等が行う場合350単位／回  

管理栄養士が行う場合  450単位／回  

歯科衛生士等が行う場合 300単位／回  

4．通所系サービス   

（1）適所介護  

規模別の事業所に対する評価のあり方について、 収支差率の状況等を踏まえ、スケー   

ルメリットを考慮しつつ、全体として事業所の規模の拡大による経営の効率化に向けた   

努力を損なうことがないようにするとの観点から、規模の設定及び評価を見直す。  

【平均利用延人員が751人～900人／月の事業所（新規）】   

（例）所要時間6時間以上8時間未満の場合  

要介護1   677単位／日  

要介護2  789単位／日  

要介護3  901単位／日  

要介護4 1，013単位／日  

要介護5 1，125単位／日  

要介護1  665単位／日  

要介護2  776単位／日  

要介護3  886単位／日  

要介護4  996単位／日  

要介護5 1，106単位／日  

＝〉  

【平均利用延人員が900人／月超の事業所】   

（例）所要時間6時間以上8時間未満の場合  

通常規模型の所定単位数の90／100に相当する単位数  

要介護1   609単位／日  

要介護2  710単位／日  

要介護3  811単位／日  

要介護4  912単位／日  

要介護5 1，013単位／日  

要介護1  648単位／日  

要介護2  755単位／日  

要介護3  862単位／日  

要介護4  969単位／日  

要介護5 1，077単位／日  

＝〉  

① 機能訓練の体制やサービスの提供方法に着目した評価  

個別ニーズに対応する機能訓練の体制及びサービス提供方法に着目した評価を行う。  

個別機能訓練加算川）（新規）  42単位／日  ＝〉   

※算定要件   

次のいずれにも該当する場合   

① 専ら機能訓練指導員の職務に従事する常勤の理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、   

看護職員、柔道整復師又はあん摩マッサージ指圧師を1名以上配置していること。   

② 機能訓練指導員、看護職員、介護職員、生活相談員その他の職種の者が共同して、  
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利用者ごとに個別機能訓練計画を作成し、当該計画に基づき、計画的に機能訓練を行‡   

っていること。  

③ 個別機能訓練計画作成にあたっては、利用者の自立の支援と日常生活の充実に資す≒   

ることを目的として複数の機能訓練の項目が設定され、その実施にあたっては、グ項   

－プに分けて活動を行っていること。  

注 現行の個別機能訓練加算（27単位）は「個別機能訓練加算l」に名称を変更。算定   

はいずれか一方に限る。  

（2）通所リハビリテーション  

リハビリテーションの利用者が、医療保険から介護保険に移行しても、ニーズに沿っ   

たサービスを継ぎ目なく一貫して受けることができるよう、短時間・個別のリハビリテ   

ーションについての評価を行うとともに、リハビリテ ーションの実施者について医療保   

険との整合性を図る。また、理学療法士等を手厚く配置している事業所を評価する。さ   

らに、医療保険において、脳血管等疾患リハビリテーション又は運動器疾患リハビリテ   

ー叫ションを算定している病院・診療所については、介護保険の適所リハゼリテーション   

を行えるよう「みなし指定」を行う。  

要介護1 270単位／回  

300単位／回  

330単位／回  

360単位／回  

390単位／回  

要介護2  

通所リハピー」テーション（1時間以上2時間未満）（新規）⇒ 要介護3  

要介護4  

要介護5  

※1 個別リハビリテーションを20分以上実施した場合に限り算定  

※2 研修を修了した看護師、准看護師、あん摩マッサージ指圧師又は柔道整復師がサービスを提  

供した場合には、所定単位数に50／10Dを乗じた単位数で算定  

理学療法士等体制強化加算（新規）  ⇒  30単位／日  

※算定要件   

常勤かつ専従の理学療法士等を2名以上配置していること（1時間以上2時間未満の通所  

リハビリテーションについてのみ加算）。   

一定規模以上の事業所に対する評価のあり方については、事業規模別の収支差率の状  

況等を踏まえ、スケールメリットを考慮しつつ、全体として事業所の規模の拡大による  

経営の効率化に向けた努力を損なうことがないようにするとの観点から、規模の設定及  

び評価を見直す。  

【平均利用廷人員が751人～900人／月の事業所（新規）】   

（例）所要時間6時間以上8時間未満の場合  

要介護1  688単位／日  676単位／日   要介護1  
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要介護2  842単位／日  

要介護3  995単位／日  

要介護4   1，149単位／日  

要介護5   1，303単位／日  

要介護2  

＝〉  要介護3  

要介護4  

要介護5  

827単位／日   

939単位／日  

1，129単位／日  

1，281単位／日   

【平均利用延人員が900人／月超の事業所】   

（例）所要時間6時間以上8時間未満の場合  

通常規模型の所定単位数の90／100に相当する単位数  

要介護1  619単位／日  

要介護2  758単位／日  

要介護3  896単位／日  

要介護4   1，034単位／日  

要介護5   1，173単位／日  

要介護1  

要介護2  

⇒  要介護3  

要介護4  

要介護5  

658単位／日   

805単位／日   

914単位／日  

1，099単位／日  

1，247単位／日  

（む 短期集中リハビリテーション実施加算   

’早期かつ集中的なリハビリテーションをさらに充実する観点から評価を見直すとと   

もに、3か月以内に限定にする。併せて、3か月以降の個別リハビリテーションについ   
て、新たな評価を行う。  

短期集中リハビリテーション実施加算  

退院・退所後又は認定日から起算して  退院・退所後又は認定日から起算して  

1月以内  180単位／日  1月以内  280単位／日   

退院・退所後又は認定日から起算して⇒退院・退所後又は認定日から起算して  

1月超3月以内   130単位／日   1月超3月以内 140単位／日   

退院・退所後又は認定日から起算して   

3月超  80単位／日  

注 退院・退所後又は認定日から起算して3月超に個別リハビリテーションを行った場合  

には、個別リハビリテーション加算として80単位／日を算定（月13回を限度）  

② リハビリテーションマネジメント加算  

リハビリテーションマネジメント加算について、リハビリテーションの定期的な評価   

として位置づけるとともに、事務処理の簡素化の観点から、月に1回評価を行うことと   

し、報酬額を再設定する。  

リハビリテーションマネジメント加算 20単位／日 ⇒  

注 月に8回以上通所リハビリテーションを行っている場合に算定  

230単位／月   
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5．短期入所系サ岬ビス   

（1）短期入所生活介護  

① 夜間における手厚い職員配置に対する評価  

基準を上回る夜勤職員の配置を評価する。その際、併設事業所においては、本体施設  

と一体の人員配置を評価する。  

夜勤職員配置加算（新規）  ⇒  13単位／日  

（ユニット型事業所には5単位／日を上乗せ）  

※算定要件   

夜勤を行う介護職員・看護職員の数が、最低基準を1人以上上回っている場合  

② 常勤の看護師の配置や手厚い看護職員の配置に対する評価  

利用者の重度化等に伴う医療ニーズに対応する観点から、常勤の看護師の配置や基準   
を上回る看護職員の配置を評価する。それに伴い、現在の夜間看護体制加算は廃止する。  

看護体制加算（l）   4単位／日   

看護体制加算（ll）   8単位／日  

看護体制加算（新規）   ⇒  

※算定要件  

看護体制加算（l）  

看護体制加算川）  

常勤の看護師を1名以上配置していること。  

：①看護職員を常勤換算方法で入所者数が25又はその端数を増すごと  

に1名以上配置していること、②当該事業所の看護職員により、又は  

病院・診療所・訪問看護ステーションの看護職員との連携により、24  

時間の連絡体制を確保していること。  

（2）短期入所療養介護  

日帰りの短期入所療養介護（特定短期入所療養介護）について、かかる労力を適切に   

評価する観点から、現在の1日単位の評価から、サービス提供時間に応じた評価に見直   

す。  

特定介護老人保健施設短期入所療養介護費  

3時間以上4時間未満  650単位／日  

⇒  4時間以上6時間未満  900単位／日  

6時間以上8時間未満1，250単位／日  

760単位／日  

注 特定病院療養病床短期入所療養介護費、特定診療所短期入所療養介護費及び特定認知  
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症疾患型短期入所療養介護費についても同様  

① 個別リハビリテーションの評価   

短期入所中の集中的なリハビリテーションについては、その効果が高いことを踏まえ、   

介護老人保健施設における短期入所療養介護について個別のリハビリテーションの提   

供を評価する。  

個別リハビリテーション実施加算（新規）  ⇒  240単位／日  

章※算定要件   

理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士が、1日20分以上の個別リハビリテーションを  

‡行った場合  

② 緊急短期入所ネットワーク加算  

緊急時のニーズへの対応をより拡充する観点から、緊急短期入所ネットワーク加算の   

算定要件を見直す。   

緊急短期入所ネットワーク加算   

＜算定要件＞   

連携している施設の利用定員等   

の合計が100以上  

＜算定要件＞  

⇒  連携している施設の利用定員等  

の合計が30以上  

6．特定施設入居者生活介護  

特定施設入居者生活介護については、手厚い人員配置に要する経費について、制度的に  

利用者負担に求めることができる仕組みとなっているとの費用負担の特性等を踏まえ、介  

護従事者の処遇改善を図る観点から、施設サービス等との均衡に配慮しつつ、基本サービ   
ス費の評価を行う。基本サービス費の評価に当たっては、介護予防特定施設入居者生活介  

護については、在宅サービスとの均衡を考慮し、評価の見直しを行う。  

特定施設入居者生活介護費  

要支援1  

要支援2  

要介護1  

要介護2  

要介護3  

要介護4  

要介護5  

214単位／日  

494単位／日  

549単位／日  

616単位／日  

683単位／日  

750単位／日  

818単位／日  

要支援1  

要支援2  

要介護1  

⇒  要介護2  

要介護3  

要介護4  

要介護5  

203単位／日  

469単位／日  

571単位／日  

641単位／日  

711単位／日  

780単位／日  

851単位／日   
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外部サービス利用型特定施設入居者生活介護基本サービス贅  

要支援  63単位／日  要支援  60単位／日  
⇒  

要介護  84単位／日  要介護  87単位／日  

① 外部サービス利用型の訪問介護の評価  

外部サービス利用型特定施設の出来高部分における訪問介護の単価については、居宅   

サービスの訪問介護の単価を踏まえていることから、居宅サービスの訪問介護にならい、   

短時間の訪問を評価する。  

（15分未満）  90単位／回  ⇒  99単位／回   

⇒ 198単位／回   

⇒  50単位／回  

身体介護  

（15分以上30分未満）180単位／回  

（15分未満）  45単位／回  

生活援助  

（15分以上1時間未満）  

90単位に所要時間15分から計算して所要時間が15分増すごとに45単位  

⇒ 99単位に所要時間15分から計算して所要時間が15分増  

すごとに50単位  

② 特定施設の看護職員と協力医療機関等との連携に着目した評価（介護予防特定施設・   

地域密着型特定施設も同様）  

特定施設における介護と医療との連携を強化するため、利用者の健康状態に関して継   

続的に記録するとともに、協力医療機関又は主治医に対して、定期的に情報提供を行う   

ものについて評価する。  

医療機関連携加算（新規）  80単位／月  ⇒   

※算定要件   

看護職員が利用者ごとに健康の状況を継続的に記録するとともに、当該利用者の同意を  

得て、協力医療機関又は当該利用者の主治医に対して、看護職員が当該利用者の健康の状  

況について月に1回以上情報を提供した場合   

注 看護職員の配置基準がない外部サービス利用型は対象外。  

③ 養護老人ホ－ムにおける特に支援を必要とする利用者への基本サービスの提供に対   
する評価  

養護老人ホームである外部サービス利用型特定施設において、知的障害や精神障害等  
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により特に支援を必要とする利用者に対して基本サービスを提供した場合を評価する。  

20単位／日  障害者等支援加算（新規）  ＝〉   

※算定要件   

養護老人ホームである外部サービス利用型特定施設において、精神上の障害等により特  

に支援を必要とする者に対して基本サービスを行った場合  

7．福祉用具貸与・販売（介護予防福祉用具貸与・販売も同様）  

福祉用具貸与の価格については、同一製品で非常に高額になるケース等（「いわゆる外   

れ値」）が一部存在していること等を踏まえ、競争を通じた価格の適正化を推進するため、   

製品毎等の貸与価格の分布状況等の把握・分析・公表や、介護給付費通知における同一製   

品の貸与価格幅等の通知を可能とするなど、価格競争の活性化を図る。  

また、福祉用具サービスの向上、貸与種目と販売種目の整理等保険給付の在り方につい   

ては、状態像に応じたサービス提供の状況、メンテナンスに係る実態把握、有効性等につ   

いて早急に調査研究を行い、「福祉用具における保険給付の在り方に関する検討会」にお   

いて、 引き続き議論・検討を行い、早急に必要な対応を行う。  

8．地域密着型サービス   

（1）小規模多機能型居宅介護   

（D 事業開始後一定期間における経営安定化を図るための評価  

利用者数が多い事業所では収支が安定化する傾向にあることを踏まえ、居宅介護支援   

事業者との連携の推進や利用者の増加を図るとともに、宿泊サービス利用者がいない場   

合の夜勤職員の配置基準の見直しにより、経営の効率化のための措置を講じた上で、事  

業開始後の一定期間における経営の安定化を図るための評価を行う。  

500単位／月   

300単位／月  

事業開始時支援加算（l）   

事業開始時支援加算 川）  

事業開始時支援加算（新規） ⇒  

※算定要件  

事業開始時支援加算（l）：事業開始後1年未満であって、登録定員数に対する利用者数の  

割合が80％を下回る事業所であること。（当該割合が80％に達  

するまでの期間について加算）  

事業開始時支援加算（ll）：事業開始後1年以上2年未満であって、登録定員数に対する利  

用者数の割合が80％を下回る事業所であること。（当該割合が  

80％に達するまでの期間について加算）  

② 認知症高齢者等への対応や常勤の看護職員の配置に対する評価  
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利用者ニーズに対応するため、認知症高齢者等への対応や常勤の看護職員の配置を評  

価する。  

認知症加算（l）   

認知症加算（ll）  

800単位／月   

500単位／月  

認知症加算（新規）  ⇒  

※算定要件  

認知症加算（l）：日常生活に支障を来すおそれのある症状・行動が認められることから、  

介護を必要とする認知症の利用者（認知症日常生活自立度＝以上）  

認知症加算（tl）：要介護2に該当し、日常生活に支障を来すような症状・行動や意思疎通  

の困難さが見られ、周囲の者による注意を必要とする認知症の利用者（認  

知症日常生活自立度Il）  

看護職員配置加算（l） 900単位／月   

看護職員配置加算（ll） 700単位／月  

看護職員配置加算（新規）   ⇒  

※算定要件  

看護職員配置加算（l）：常勤かつ専従の看護師を1名以上配置している場合  

看護職員配置加算（ll）：常勤かつ専従の准看護師を1名以上配置している場合  

③ サービスの提供が過少である事業所に対する評価の適正化  

「通い」を中心に「泊まり」や「訪問」のサービスを柔軟に組み合わせて対応するこ   

とを評価する月単位の定額制の報酬について、サービス提供の適正化の観点から、サー   

ビスの提供が過少である事業所に対する評価を適正化する。  

過少サービスに対する減算（新規）  ⇒  所定単位数に70／100を乗じた単位数で算定   

≡※算定要件   

事業所の利用者1人当たりの平均サービス提供回数が一週間に4回未満の事業所につい宣  

≡て適用する。  

（2）夜間対応型訪問介護   

① 日中におけるオペレーションサービスの評価等  

利用者の確保等を通じた事業所の経営の安定化を図る観点から、日中におけるオペレ   

ーションサービスも評価するなど、利用者の24時間の安心確保に資する仕組みを構築   

するとともに、看護師、介護福祉士等とされているオペレーターの資格要件に、准看護   

師及び介護支援専門員を追加する。  

610単位／月   24時間通報対応加算（新規）  ＝〉  
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② 定期巡回サービス責   

短時間の訪問介護の基本サービス費の引き上げに準じて、定期巡回サービス費の引き   
上げを行う。  

定期巡回サービス費  347単位／回  ⇒  381単位／回  

9．介護保険施設   

（1）介護老人福祉施設（地域密着型介護老人福祉施設を含む。）   

① 要介護度の高い高齢者に対して質の高いケアを実施する施設に対する評価  

要介護度の高い高齢者を中心とした生活重視型施設としての位置付けを踏まえ、介護   

が困難な者に対する質の高いケアを実施する観点から、認知症高齢者等が一定割合以上   

入所しており、入所者数に対し介護福祉士を一定割合以上配置している施設を評価する  

とともに、基準を上回る夜勤職員の配置を評価する。  

22単位／日  日常生活継続支援加算（新規）  ⇒   

※算定要件   

次のいずれにも該当する場合   

① 入所者のうち、要介護4～5の割合が65％以上又は認知症日常生活自立度川以上の；  

割合が60％以上であること。   

② 介護福祉士を入所者の数が6又はその端数を増すごとに1以上配置していること。  ＿＿＿＿＿＿＿－■＿＿－＿【＿＿＿一－■＿＿＿－■＿＿＿】－■－＿＿】■一■■－－■一－－－－－－－－一－－－一一－一一－－－－－－一一－－－－－－－－一－－－－－－－－－－－－－－一一一一一－－－－－－－－－－－一一－－－－ 

注 本加算と介護従事者の専門性等のキャリアに着目した評価は同時には行わないこと  

とする。  

定員31～50人の施設  22単位／日  

夜勤職員配置加算（新規） ⇒ 定員30人又は51人以上の施設 13単位／目  
地域密着型介護老人福祉施設  41単位／日  

（ユニット型施設には5単位／日を上乗せ）   

；※算定要件   

夜勤を行う介護職員・看護職員の数が、最低基準を1人以上上回っていること。  

② 常勤の看護師の配置や手厚い看護職員の配置等に対する評価   

入所者の重度化等に伴う医療ニーズに対応する観点から、常勤の看護師の配置や基準   
を上回る看護職員の配置を評価するとともに、常勤の医師の配置に係る評価を見直す。   
看取り介護加算については、重度化対応加算の要件のうち看取りに関する要件を統合す   
るとともに、施設内における看取りの労力を適切に評価するため、看取りに向けた体制   
の評価と看取りの際のケアの評価を別個に行うこととする。これらに伴い、重度化対応   
加算は廃止する。  
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看護体制加算（l）   

定員31～50人の施設   

定員30人又は51人以上の施設   
地域密着型介護老人福祉施設   

看護体制加算 川）   

定員31～50人の施設   

定員30人又は51人以上の施設   
地域密着型介護老人福祉施設  

6単位／日  

4単位／日  

12単位／日  

看護体制加算（新規） ⇒  

13単位／日  

8単位／日  

23単位／日  

※算定要件  

看護体制加算（l）  

看護体制加算（ll）  

常勤の看護師を1名以上配置していること。  

①看護職員を常勤換算方法で入所者数が25又はその端数を増すごと  

に1名以上配置していること、②最低基準を1人以上上回って看護職  

員を配置していること、③当該施設の看護職員により、又は病院・診  

療所・訪問看護ステーションの看護職員との連携により、24時間の連  

絡体制を確保していること。  

80単位／日（死亡日以前4～30日）  

⇒看取り介護加算 680単位／日（死亡日の前日・前々日）  

1，280単位／日（死亡日）  

看取り介護加算（l）160単位   

看取り介護加算（ll）80単位  

注1 死亡日以前30日を上限。退所日の翌日から死亡日までの間は算定しない。  

注2 重度化対応加算は廃止する。それに併せて、看取り介護加算の算定要件の見直しを  

行う。  

常勤の医師の配置  20単位／日  ⇒  25単位／日  

③ 外泊時費用の見直し  

外泊時費用については、介護老人保健施設等と同様に、評価の適正化を行う。  

外泊時費用の見直し  320単位／日  ⇒  246単位／日  

注 算定日数に係る要件（1月に6日を限度）については、変更しない。  

（2－1）介護老人保健施設（介護療養型老人保健施設を含む。）   

① 夜間における手厚い職員配置等に対する評価  

介護老人保健施設における夜勤の職員配置については、現在の配置実態を踏まえ、夜   

間の介護サーゼスの質の向上及び職員の負担軽減の観点から、基準を上回る配置を行っ   

ている施設を評価するとともに、介護老人保健施設における実態を勘案し、看取りの際  
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のケアについて評価を行う。  

24単位／日  夜勤職員配置加算（新規）  ⇒   

※算定要件  

【41床以上の場合】   

①入所者の数が20又はその端数を増すごとに1以上の数の夜勤を行う介護職員・看護   

職員を配置していること、②2名を超えて配置していること。  

【41床未満の場合】   

①入所者の数が20又はその端数を増すごとに1以上の数の夜勤を行う介護職員・看護   

職員を配置していること、②1名を超えて配置していること。  

＜介護老人保健施設（介護療養型老人保健施設を除く。）＞  

死亡日以前15～30日  200単位／日  

ターミナルケア加算（新規）   ⇒  

死亡日以前14日まで  315単位／日   
■■ ■ ■ ▼ 一】－－ － ▼■ 一 － ■ ■ ■ ■ － － － － － － － － 一 一 － － －－ － － － － － － － 一 一一 － － － － － － － －－一一 － － － 一 － －－ 一 － 一 一 － － －－ 一 一 一 － － － － － － － －－ －－ － － － － － －－ 一 一 － －－－ －－－－－ － － － － － － － － － － － －  

※算定要件   

入所者が次のいずれにも該当する場合   

① 医師が医学的知見に基づき回復の見込みがないと診断した看であること。   

② 入所者又はその家族等の同意を得て、入所者のターミナルケアに係る計画が作成さ  

れていること。   

③ 医師、看護師、介護職員等が共同して、入所者の状態又は家族の求め等に応じ随時   
説明を行い、同意を得てターミナルケアが行われていること。  

■ －－ － －－ － － － －－ － － － － － － － － 一 － － － － － － － － － － － 一一－ － － － － －－ － － － － － － － 一 － －－－－ － － － － － － － － 一 一－ －－ －－一 － － － － 一一 － － － － － 一 一 一－ － 一 一 － － － － －一 一 一 － － －－ － － － － － －－－ 一 一 －【■ ‾   

注 退所日の翌日から死亡日までの間は算定しない。  

＜介護療養型老人保健施設＞  

死亡日以前15～30日 200単位／日   

夕ーミナルケア加算  240単位／日 ⇒  
死亡日以前14日まで 315単位／日  

注 当該施設又は当該入所者の居宅において死亡した場合に限る。  

② 在宅復帰支援機能加算   

在宅復帰支援機能加算については、介護老人保健施設における在宅への退所者の割合   
に応じた段階的な評価に見直す。  

在宅復帰支援機能加算（t）15単位／日  

在宅復帰支援機能加算10単位／日 ⇒   ※在宅復帰率が50％以上   

※在宅復帰率が50％以上  在宅復帰支援機能加算川）5単位／日  
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※在宅復帰率が30％以上  

③ 短期集中リハビリテーション実施加算  

入所後間もない期間に集中的に行うリハビリテーションを推進する観点から、短期集   
中リハビリテーション実施加算の評価を見直す。  

短期集中リハビリテーション実施加算 60単位／日  ⇒ 240単位／日   

注リハビリテーションマネジメント加算については、本体報酬に包括化する。  

④ 試行的退所サービス費   

試行的退所サービス費の算定実績等を踏まえ、退所時指導加算の一部（退所が見込ま   

れる入所者を試行的に退所させる場合）として算定することとする。  

⑤ 外泊時費用の見直し   

利用者が外泊期間中において居室が当該利用者のために確保されているような場合   

は、引き続き居住費を徴収をすることができることや必要となるコストの実態を踏まえ、   
その評価を適正化する。  

外泊時費用の見直し 444単位／日  ⇒  362単位／日   

注 算定日数に係る要件（1月に6日を限度）については、変更しない。  

（2－2）介護療養型老人保健施設  

療養病床からの転換の受け皿として、入所者に対する適切な医療サービスの提供が可   

能となるよう、医薬品費・医療材料費や医師によるサービス提供といった入所者に対す   
る医療サービスに要するコスト、要介護度の分布といった実態を踏まえ、評価を見直す。  

介護保健施設サービス責 川）  

＜従来型個室＞  

要介護1   735単位／日  

要介護2  818単位／日  

⇒  要介護3  933単位／日  

要介護4 1，009単位／日  

要介護5 1，085単位／日  

＜多床室＞  

＜従来型個室＞   

要介護1   

要介護2   

要介護3   

要介護4   

要介護5  

＜多床圭＞  

703単位／日  

786単位／日  

860単位／日  

914単位／日  

967単位／日  
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要介護1   782単位／日  

要介護2  865単位／日  

要介護3  939単位／日  

要介護4  993単位／日  

要介護5 1，046単位／日  

要介護1   814単位／日  

要介護2  897単位／日  

要介護3 1，012単位／日  

要介護4 1，088単位／日  

要介護5 1，164単位／日  

⇒  

注 介護保健施設サービス費（l旧及びユニット型についても、報酬上の評価を見直す。  

① 施設要件等の見直し  

「医療機関」から入所した者の割合と「家庭」から入所した者の割合の差が35％以   

上を標準とする施設要件については、周辺における医療機関の有無や定員数に応じた特   

例を設ける。  

さらに、療養病床を有する医療機関（有床診療所・2病棟以下の病院）が、そのうち   

一つの病棟の一部を介護療養型老人保健施設へ転換するに伴い、夜間の看護・介護職員   

の配置職員数を増加させる必要が生じる場合について、夜間配置基準の特例を設ける。  

（3）介護療養型医療施設   

（D リハビリテーションの評価（特定診療費）  

介護療養型医療施設におけるリハビリテ ーションについては、医療保険との役割分担   

の明確化や整合性を図る観点から評価を見直すとともに、ADLの自立等を目的とした   

理学療法等を行った場合の評価を廃止する。併せて、リハビリテーションマネジメント   

及び短期集中リハビリテーションについて、介護老人保健施設と同様の見直しを行う。  

理学療法  

理学療法  

理学療法  

作業療法  

）
 
）
 
）
 
 

（
 
（
 
（
 
 

180単位／回  

100単位／回  

50単位／回  

180単位／回  

180単位／回  

用5単位／日  

理学療法（l）  123単位／回  

理学療法 川）  73単位／回  

作業療法  123単位／回  

言語聴覚療法  203単位／回  

摂食機能療法  208単位／日   

言語聴覚療法  

摂食機能療法  

注 リハビリテーションマネジメントについては、理学療法（l）等に包括化する。   

短期集中リハビリテーション  60単位／日  ⇒  240単位／日  

注1 入院日から起算して3月以内に限る。  

注2 理学療法（l）・（lt）、作業療法、言語聴覚療法又は摂食機能療法を算定する場合に  

は、短期集中リハビリテーションを算定できない。  

（参 集団コミュニケーション療法の評価  

言語聴覚士が集団に対して実施するコミュニケーション療法について、新たに評価を   

行う。  
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集団コミュニケーション療法（新規）   ⇒   50単位／回（1日に3回を限度）  

「－－一一－＝－＝－－【一一一－－－－－－－「－＝－－－→＝＝－－－＝－－－－一一＝－－－一一＝－－一一－－－－－一＝＝－一一一＝－－－－一一＝－－－一－＝－▼▲▲‖‾‾▼l  

；※算定要件   

次のいずれにも該当する場合   

① 専任の常勤医師を配置していること。   

② 常勤かつ専従の言語聴覚士を配置していること。   
③ 専用かつ8平方メートル以上の集団コミュニケーション療法室を確保しているこ；  

と。（言語聴覚療法を行う個別療法室との共用は可能）   
④ 必要な器械及び器具が具備されていることタ …＿▼‖…‖【】▲＿＿…＿‖＿＿＿＿一‖…‖＿…▼一＿  

③ 夜間における手厚い職員配置に対する評価   

介護療養型医療施設における夜勤の職員配置については、現在夜間勤務等看護加算で   
評価しているところであるが、要介護度の高い者が入所していること等を踏まえ、基準   

を上回る職員配置を行っている施設について評価を行う。  

14単位／日  夜間勤務等看護（llt）（新規）  ＝ラ   

※算定要件   

次のいずれにも該当する場合  

① 利用者等の数が15又はその端数を増すごとに1以上の数の夜勤を行う看護職員・介   

護職員を配置しており、かつ、2以上であること。   

② 夜勤を行う看護職員の数が1以上であること。   

③ 夜勤を行う看護職員・介護職員の一人当たり月平均夜勤時間数が72時間以下である  

こと。  

④ 外泊時費用等の見直し   

外泊時費用については、介護老人保健施設と同様、その評価を適正化するとともに、   
入院中の患者が、他医療機関を受診した場合についても同様にその評価を適正化する。  

外泊時費用   444単位／日   ⇒   362単位／日   

注 算定日数に係る要件（1月に6日を限度）については、変更しない。  

他科受診時費用 444単位／日   ⇒   362単位／日   

注 算定日数に係る要件（1月に4日を限度）については、変更しない。  

10．認知症関係サービス  

（1）認知症対応型共同生活介護（グループホーム）  
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地域の認知症介護の拠点として、グループホームを退居する利用者が自宅や地域での  

生活を継続できるように相談援助する場合を評価するとともに、利用者の重度化や看取  

りにも対応できるようにする観点からの評価を行う。また、夜勤職員の手厚い配置に対  

する評価を行う。  

退居時相談援助加算（新規）   ⇒   400単位／回（1回を限度）   

看取り介護加算（新規）  ⇒  80単位／日（死亡日以前30日を上限）   

夜間ケア加算（新規）  ⇒  25単位／日  

（2）認知症短期集中リハビリテーション（介護老人保健施設、介護療養型医療施設、適所   
リハビリテーション）  

軽度者に加えて中等度・重度の者についても効果があるとの調査結果を踏まえて、対   
象を中等度・重度の者に拡大するとともに、介護老人保健施設のほか、介護療養型医療   
施設及び適所リハビリテーションにおける実施について評価を行う。  

認知症短期集中リハビリテーション実施加算  

介護老人保健施設 60単位／日 ⇒ 介護老人保健施設  240単位／日   

介護療養型医療施設（新規）  ⇒ 介護療養型医療施設  240単位／日   

通所リハビリテーション（新規） ⇒ 通所リハビリテーション 240単位／日  

注 介護老人保健施設及び介護療養型医療施設については週3日まで、通所リハビリテ  

ーションについては週2回まで算定可能  

（3）認知症の行動・心理症状への対応（短期入所系サービス、グループホーム）  

認知症高齢者等の在宅生活を支援する観点から、家族関係やケアが原因で認知症の行   
動・心理症状が出現したことにより在宅での生活が困難になった者の短期入所系サービ   

ス及びグループホームのショートステイによる緊急受入れについて評価を行う。  

認知症行動・心理症状緊急対応加算  ⇒ 200単位／日（入所日から7日を上限）  
l一 －－ － － －－ － － － － －一 一一 － － － 一一 － －－－ 一 － 一 一 一 一 一一 － 一 一－ － － － － －－ 一 一 一 － －－ 一 － － － － － 一 一 － － － －－ － － － － － － － － － 一 一 － － － － － －－ 一一 一一 － －－一 － － － － － － 一 一－－ － ■ － － ■‾ ‾ ‾ ‾ ‾】‾ ▼ ‾ ‾ ‾ ‾  

；※算定要件   

認知症日常生活自立度が川以上であって、認知症行動・心理症状が認められ、在宅生活  

iが困難であると医師が判断した看であること。  

（4）若年性認知症対策（施設系サービス、短期入所系サービス、通所系サービス、グルー   

プホーム）  
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若年性認知症患者やその家族に対する支援を促進する観点から、施設系サービス、短  

期入所系サービス、適所系サービス、グループホームにおいて、若年性認知症患者を受  

け入れ、本人やその家族の希望を踏まえた介護サービスを提供することについて評価を  
行う。これに伴い、現行の通所系サービスにおける若年性認知症ケア加算は廃止する。  

宿泊による受入れ120単位／日  

若御宝恐［症利用者ひ廊渚／患者受入力演（新東砂⇒  

通所による受入れ 60単位／日  

注1宿泊による受入れとは、介護老人福祉施設、介護老人保健施設等による受入れをいい、  

通所による受入れとは、通所介護、通所リハビリテーション等による受入れをいう。   

注2 通所介護及び通所リハビリテーションにおける若年性認知症ケア加算は廃止する。   

注3 介護予防通所介護及び介護予防通所リハビリテtションについては、240単位／月。  

（5）専門的な認知症ケアの普及に向けた取組（施設系サービス、グループホーム）  

専門的な認知症ケアを普及する観点から、介護保険施設やグループホームにおいて、   

認知症介護について一定の経験を有し、国や自治体が実施又は指定する認知症ケアに関   

する専門研修を修了した者が介護サービスを提供することについて評価を行う。  

認知症専門ケア加算（Ⅰ） 3単位／日  

認知症専門ケア加算（新規） ⇒  

認知症専門ケア加算（Ⅱ） 4単位／日  

※算定要件   

次の要件を満たす施設・事業所内の認知症日常生活自立度‖以上の者1人1日当たりに  

つき、上記単位のいずれかを加算  

【認知症専門ケア加算l】   

①認知症日常生活自立度＝以上の者が、入所者・入居者の1／2以上   

②認知症介護実践リーダー研修修了者を、認知症日常生活自立度Ill以上の者が20人未   

満の場合は1名以上配置し、20人以上の場合は10又はその端数を増すごとに1名  
以上を配置   

③職員間での認知症ケアに関する留意事項の伝達又は技術的指導会議を定期的に実施  

【認知症専門ケア加算Il】   

①認知症専門ケア加算lの要件を満たし、かつ、認知症介護指導者研修修了者を1名以   
上配置（認知症日常生活自立度‖以上の暑が10人未満の場合は実践リーダー研修修  

了者と指導者研修修了者は同一人で可）   

②介護・看護職員ごとの研修計画を作成し、実施  

（6）認知症の確定診断の促進（介護老人保健施設）  

認知症の確定診断を促進し、より適切なサービスを提供する観点から、認知症の疑い   
のある介護老人保健施設入所者を認知症疾患医療センター等に対して紹介することに   

ついて評価を行う。  
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350単位／回  認知症情報提供加算（新規）  ⇒   

11．栄養管理体制・栄養マネジメント加算等の見直し   

栄養管理体制加算の算定実績を踏まえ、基本サービス費に包括した評価に見直すととも   
に、栄養マネジメント加算については、栄養マネジメントの適切な実施を担保する観点か   

ら評価の見直しを行う。  

栄養マネジメント加算 12単位／日  ⇒  14単位／日  

12．口腔機能向上、栄養改善（栄養マネジメント）サービスの見直し   

（D 口腔機能向上加算等  

口腔機能向上加算、栄養改善（栄養マネジメント）加算及びアクティビティ実施加算   

については、サービス提供にかかる労力等を適切に評価する等の観点から、評価の見直  

しを行うとともに、アクティビティ実施加算について、運動器機能向上加算、栄養改善   

加算、口腔機能向上加算に係る届出を行っている事業所についても算定を認める。  

さらに、医療と介護の連携を図る観点から、歯科医療を受診している場合であっても、  

本加算が評価しているサービス内容と重複しない範囲についての評価を行う。  

【介護予防（認知症対応型）通所介護・介護予防通所リハビリテーション】  

口腔機能向上加算  100単位／月  150単位／月  

栄養改善加算  100単位／月  ⇒ 150単位／月  

53単位／月  アクティビティ実施加算  81単位／月   

【（認知症対応型）通所介護・通所リハビリテーション】  

口腔機能向上加算  100単位／回  

⇒  

栄養マネジメント加算   100単位／回   

150単位／回（月2回限度）   

150単位／回（月2回限度）  

注1 口腔機能向上加算について、歯科医療と重複する行為や算定方法については、通知  

において明確化する。  

注2 アクティビティ実施加算は、介護予防通所介護のみが該当。  
注3 （認知症対応型）通所介護・通所リハビリテーションの「栄養マネジメント加算」  

については、「栄養改善加算」に名称を変更。  

② 口腔機能維持管理加算  

介護保険施設において、介護職員が入所者に対して計画的な口腔ケアを行うことがで   

きるよう、歯科医師又は歯科医師の指示を受けた歯科衛生士が、当該施設の介護職員に  

30   



対して、入所者の口腔ケアに係る技術的助言及び指導等を行う場合に評価を行う。  

30単位／月  口腔機能維持管理加算（新規）  ＝〉   

※算定要件   

① 介護老人福祉施設、介護老人保健施設又は介護療養型医療施設であり、歯科医師又   

は歯科医師の指示を受けた歯科衛生士が当該施設の介護職員に対して、入所者の口腔  

ケアに係る技術的助言及び指導を月1回以上行っていること。   

② 当該施設において、入所者の口腔ケアマネジメントに係る計画が作成されており、   

①に掲げる歯科医師又は歯科衛生士がその計画の作成にあたり助言及び指導を行って  

いること。  

13．事業所評価加算の見直し  

事業所評価加算については、引き続き継続するとともに、事業者の目標達成に向けたイ   

ンセンティブを高め、利用者により適切なサービスを提供する観点から、要支援状態の維   

持をより高く評価する方向で算定要件の見直しを行う。  

算定要件の見直し  事業所評価加算 100単位／月  ⇒   

※算定要件  

（（要支援度の維持者数＋改善者数×2）／評価対象期間内（前年の1月～12月）に運   

動機能向上、栄養改善又は口腔機能向上サービスを3か月以上利用し、その後に更新・   
変更認定を受けた者の数）≧0．7  
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（指定基準に係るその他の主な見直しの内容）  

1．訪問介護  

○ サービス提供責任者の配置に関する規定を以下のように改める。   

① 指定訪問介護事業所ごとに、訪問介護員等であって専ら指定訪問介護の職務に従  

事するもののうち事業の規模に応じて1人以上の者をサービス提供責任者としなけ  

ればならないこと。   

② 常勤職員を基本としつつ、非常勤職員の登用を一定程度可能とすること。   

③ 居宅サービス基準上、1人を超えるサービス提供責任者を配置しなければならな  

い事業所においては、原則として1人分のみの常勤換算を可能とすること。   

④ あわせて、居宅サービス基準上、5人を超えるサービス提供責任者を配置しなけ  

ればならない事業所については、当該事業所におけるサービス提供責任者の3分の  

2以上を常勤者とするものとすること。   

⑤ この場合の非常勤のサービス提供責任者については、当該事業所における勤務時  

間が、当該事業所において定められている常勤の従業者が勤務すべき時間数の2分  

の1に達していること。   

※ 介護予防訪問介護についても同様の改正を行う。  

2．居宅療養管理指導  

○ 看護職員による居宅療養管理指導に関する基準を追加し、訪問看護ステーションか   

らも看護職員による居宅療養管理指導を行うことができることとする。  

3．通所介護  

○ 指定療養通所介護事業所の利用定員を「5人以下」から「8人以下」に改める。   

○ 指定療養適所介護を行うための専用の部屋の面積を「8平方メートルに利用定員を   

乗じた面積以上」から「6．4平方メートルに利用定員を乗じた面積以上」に改める。  

4．通所リハビリテーション  

○ 理学療法士・作業療法士・言語聴覚士・看護師・准看護師・介護職員（以下「PT   

等」という。）の配置に関する規定を以下のように改める。   

① 利用者が10人までは1人とし、10人を超える場合は、常勤換算方法で10‥  

1以上確保されていること。   

② そのうち、専ら指定通所リハビリテーションの提供に当たる理学療法士、作業療  

法士又は言語聴覚士が、常勤換算方法で、利用者が100人又はその端数を増すご  
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とに1人以上確保されること。  

＜二指定適所リハビリテーションが診療所である場合＞  

（む 利用者が10人までは1人とし、10人を超える場合は、常勤換算方法で10：   

1以上確保されていること。  

② そのうち、専ら指定適所リハビリテーションの提供に当たる理学療法士、作業療   

法士若しくは言語聴覚士又は適所リハビリテーション若しくはこれに類するサービ   

スに1年以上従事した経験を有する看護師が、常勤換算方法で、0．1人以上確保   

されること。  

※ 介護予防適所リハビリテーションについても同様の改正を行う。  

5．短期入所療養介護  

○ 診療所の一般病床のうち、面積や人員配置等の要件を満たすものについて短期入所  

療養介護の実施を可能とする指定基準の見直しを行うとともに、基準適合診療所であ  

る指定短期入所療養介護事業所に係る人員基準等に係る条項（指定居宅サービス等の  

事業の人員、設備及び運営に関する基準附則第5条）を削除する。  

6．小規模多機能型居宅介護  

○ 宿泊サービスの利用者がいない場合には、夜間及び深夜の時間帯に係る小規模多機  

能型居宅介護従事者を置かないことができることとする。   

○ 居間及び食堂の面積を「3平方メートルに通いサービスの利用定員を乗じた面積以  

上」から「機能を十分に発揮し得る適当な広さ」に改める。   

※ 介護予防小規模多機能型居宅介護についても同様の改正を行う。  

7．夜間対応型訪問介護  

○ オペレーターの資格要件に、准看護師及び介護支援専門員を追加する。   

○ 日中のオペレーションセンターサービスを実施する場合であって、指定訪問介護事   

業者の指定を併せて受けて、一体的に運営する場合、夜間対応型訪問介護事業所の管   

理者は、指定訪問介護事業所の職務に従事することを可能とする。  

8．介護老人保健施設  

○ 常勤換算方法で、入所者の数を100で除して得た数以上置かなければならないこ  

ととされている「理学療法士又は作業療法士」について、 「理学療法士、作業療法士又  

は言語聴覚士」に改める。   

○ 支援相談員について、 「入所者の数が100又はその端数を増すごとに1以上」から   

「1以上（入所者の数が100を超える場合にあっては、常勤の支援相談員1名に加  

え、常勤換算方法で、100を超える部分を100で除して得た数以上）」に改める。  
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厚生労働省発老第1226001号  

平成20年12月 26 日  

社会保障審議会   

会 長 貝塚 啓明 殿  

厚生労働大臣  

舛添 要一  

諮 問 書  

（平成21年度介護報酬改定について）   

イト≡董イ旦除抹「5正帝q4E抹律笛1ワ3阜1賃41各乍窒5Ⅰ百 ‡芸4 ワ各のフ貰3     ノI H．＞Ll′lヽl】ノヽ・l■－‾■1   ＼               】 lJ一一ヽll  ／lノ  ーL  －・・・一  、ノ   ー′ ／   ／l′  一・  ▲・ ／l、 ／lJ 、一   ／ 、 ヽ   ／l）  ▲  － ／l、  ‾  ‘‾ ／l〉  ‾  

項、第46条第3項、第48条第3項（介護保険法施行法（平成9年法律第1  

24号）第13条第4項において準用する場合を含む。）、第53条第3項、第  

54条の2第3項及び第58条第3項並びに第74条第3項、第78条の4第  

3項、第97条第4項、115条の4第3項及び第115条の13第3項の規  

定に基づき、指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（平成1  

2年厚生省告示第19号）、指定地域密着型サービスに要する費用の額の算定に  

関する基準（平成18年厚生労働省告示第126号）、指定居宅介護支援に要す  

る費用の額の算定に関する基準（平成12年厚生省告示第20号）、指定施設サ  

ービス等に要する費用の額の算定に関する基準（平成12年厚生省告示第21  

号）、指定介護予防サービスに要する費用の額の算定に関する基準（平成18年  

厚生労働省告示第127号）、指定地域密着型介護予防サービスに要する費用の  

額の算定に関する基準（平成18年厚生労働省告示第128号）及び指定介護  

予防支援に要する費用の額の算定に関する基準（平成18年厚生労働省告示第  

129号）並びに指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基  

準（平成11年厚生省令第37号）、指定地域密着型サービスの事業の人員、設  

傭及び運営に関する基準（平成18年厚生労働省令第34号）、介護老人保健施  

設の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準（平成11年厚生省令第40   



号）、指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに指定介護予防  

サービス等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準（平成1  

8年厚生労働省令第35号）及び指定地域密着型介護予防サービスの事業の人  

員、設備及び運営並びに指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のた  

めの効果的な支援の方法に関する基準（平成18年厚生労働省令第36号）を  

別紙のとおり改正することたっいて貴会の意見を求めます。   



匝二重報酬の算定構準画  

［ 
介章サーヒス 

ト   」：平成21年度見直し案箇所  

Ⅰ指定居宅サービス介護給付費単位数の算定構造  

1訪問介護費  

2 訪問入浴介護費  

3 訪問看護費  

4 訪問リハビリテーション費  

5 居宅療養管理指導責  

6 適所介護費  

7 適所リハビリテーション費  

8 短期入所生活介護費  

9 短期入所療養介護費  

イ 介護老人保健施設における短期入所療養介護費  

口 療養病床を有する病院における短期入所療養介護費  
三■仝・，l妄言【ニl－4・、l＿⊥Z撫＝甘口1 言【二．1き岩圭ノヽ」言責仁速巨  

．l、      ′ ヽ 白ク丁方【nll－のりノむりGl男乃ノ＼nlナ冗食ソl■呂芸文   

二 老人性認知症疾患療養病棟を有する病院における短期入所療養介護費  

10 特定施設入居者生活介護費  

11福祉用具貸与費   

Ⅱ 指定居宅介護支援介護給付費単位数の算定構造  

居宅介護支援責   

Ⅲ 指定施設サービス等介護給付費単位数の算定構造  

1介護福祉施設サービス  

2 介護保健施設サービス  

3 介護療養施設サービス   

イ 療養病床を有する病院における介護療養施設サービス   

ロ 療養病床を有する診療所における介護療養施設サービス   

ハ 老人性認知症疾患療養病床を有する病院における介護療養施設サービス   



Ⅰ指定居宅サ～ビス介護給付費単位数の算定構造   

1訪問介護費  

3破訪問介護  
鼻により行われ  
る場合（※）  

護員等による  
2人の訪問介  場合  

身休介護の（1）  

～（3）に引き続き  

生活援助を行っ  
た場合  

夜間若しくは早  
朝の場合又は  
深夜の場合  

基本部分  

（1）30分未滴  
（254単位）  

イ  （2）30分以上1時間未満   
身体介護   （402単イ立）  

（3）1時間以上  
（584単位に30分を増すこ（＝＝  

十83単位）   

（1）30分以上1時間未満  
（229単位）  

［】  

生活援助        （2）1時間以上  

（291単化）   

ハ 通院等乗降介助   
（1回につき100単位）   

1国につき  

＋100単位  
特定事業所加算  

（Ⅰ）   

†20／100   

特定事業所加算  
（n）   

「1n／10D   

特定事業所加首  
（Ⅷ）  

†10／100  

夜間又は早朝の鳩  

†25／100  

深夜の場合   
ト50／100  

X200／100  

＋5／100  十10／100   十15／100  ×70／100  

二 初回加算  
（1月につぎ＋200単位）  

特別地域訪問介護加算、中山問地域等における小規模事業所加算、中山間地域等に居住する者へのサービス提供加算は、支給限度額管理の対象外の算定項巨  
3級訪問介護員が指定訪問介護事業所に雇用されている場合であって、当該者が指定訪問介護を行う場合は、平成22年3月31日までの問∴所定単位数の100分の70に相当する単  ※平成21年3月31日時点で、  

位数を買足する。  

2 訪問入浴介護費  

山間地域等に  
任する者への  
一－ビス提供加  

介護職員3人が 行った場合  基本部分  

＋10ノ100  ＋5／100  」15／100  

ロ サービス援供体制強化加算          （1匝lにつき  

特別地域訪問入浴介護加凰中山閤地域等における小規模事業所加算、中山問地域等に居住する者へのサービス謹供加算は、支給限度観官王苧の対象外の算定項目  

し脚注j   

l．学位数算定記弓の説明  

十00単位  →  所定刺青数 ↓ 00皇位  
00単位  →  所定単位数  00兇位  
×00／100 ） 所定単位数 × 00／100  
100／100 つ  所定劉ii数 十 所定単位数×00／100  

介護1   



3 訪問看護費  

」 

ステンヨンの  
埋草■法±、作  

＃■法士及び  

苦言害聡1士の  
指定訪問看；嚢     鳩舎  

（り 20分未満  
（夜間、深夜、早朝のみ算定可）  

（285単位）  

（2）3C分乗満  
イ指定訪  （425単位）  

間者護ス  
テーション  
の場合                  （3）3C分以上1時間未満  

（830単柏）  

（4）l時間以上1時間30分未満  
（1．198単位）   

〔1）2〔労未満  
（夜間・深夜・早朝のみ算定可）  

（230単位）  

（2）3〔l分乗満  

口 病院又  〔343孝イ立）   

は診療所  
の場合  （3）3〔〉分以上1時間未満  

（550単位）  

〔4）1時間以上1時間30分乗満  
（845単位〕   

ハ サービス提供体制蘭化加算            （1回につき ＋6単位）  

＿＿■．＿▼＿一＿＿」＝特別地域訪問者護加算、中山問地域等における小柳美事某所加算、中山問地域等に居住する者へのサ▼ビス提供加計ターミナルケア加昇腋支給唱産額管理の対象外の算定項自  

※ 医療機器等を使用する書写特別な管理が必要な状態の者への月2回目以降の緊急的訪問については、夜間、早朝、深夜の力口琴を算定できるものとする。  

4 訪問リハビリテーション費  

n サービス提供体制強化加算             （1匡lにつき ＋6単位）  

」 中山間地域等に居住する壱へのサ・・ビス堤供加算は、支給増度顎管理の対象外の算定項目   
一一＿＿＿＿＿  

5 居宅療養管理指導費  

（－）在宅の利用者に対して行う場合   

（1）病院父は診療所の  （550単位）  

薬剤師か行う場合  
〔月2回を限度）        （二）居住系施設ノ、居書割こ対して  

行う増合   
口重斉柏而  （385単位）  

が行う場合  （一）在宅の利用者に対して行う場合   

（2）津吊の凄刺師の甥  （500鎖也）  

（戸4［司を限度）        （二）居住系施設入居者等に対して  
行う場合   

（350単性）   

注  
特別な藁刑の投薬が行われていも  
在宅の利用者又は居住系施設入  
居者等に対して、当該薬剤の使用  
に簡する必要な薬学的℡習指斗を  
行った場合  

十100単位  

＃ ロ（り（二）及び（2）（二）について、がん末期の患者及び中心幹脈栄養憑老については、遇2回かつ月8国葬定亡きる。  
辛居佗系施設入居者等とは、委譲老人ホーム、壇賢者人ホーム、引斗老人ホム、高齢者専用賃貸住宅、小規模多機能型居宅介三雲、離日症対応型共同生活介護を受けている者をいう勺  

介護 2   



6 通所介護費  

個別＊能訓  個別機能謝  練加★（Ⅰ）  繍加算（Ⅱ）  又  は   

注  

1日につき    1日につき   

＋27単位   ＋42単位   

を超える鳩舎   注  基本部分     利用者の敷 が利用定貞   又  は   看護・介護職 貝の員数が 基準に満たな い場合   

要介  l  （ 437 申イ立）  

（ 504単位）  

3時間以上  （ 570単イ立）  

4晴間未満  （ 636単位）  
イ  

要介護5  （ 702単位）  

小  要介   （ 588単位）  
規  
摸  〔 683単位）  

型  （ 778単位）  
通   
所  

（ 872単1立）  

介  要介   （ 967単位）  

謹  要介護1  （ 790単位）  
費   

（3）  （ 922単位）  

6時間以上  （1．055単イ立）  

8時間未満  （1127単位）  

要介   （1．3：；0 畢†立）   

要介   （ 3∈1単億）  

要介昌幸2  （ 4≡7単位）  

3時間以上  （ 4∈ト3割立）  

4時間未満  （ 5∠19学位）  

要介護5  （ 605剰立）  
通  
常  要介   （ 5〔J8割立）  

規   （ 5〔i8単位）  

繰 型  （ 6（）8聾イ立）  

通  （ 7∠伯 棋イ立）  

所  要介   （ B：ノ8単1立）  
介  
護  要介   〔 6フ7 攣1立）  

芦   要介護2  〔 7∈59単位）  

6時間以上  （ 9（‖ 蔓性）  

8時間未満  （1．0■3単位）  

要   （11：さ5鹿川）   

重介護1  （ 375単位）  

重介護2  （ 430単位）  

／＼   

（ 485単位）   

！中山間地域」  
三  

注  獣雲箸き雪 ：ス提供加算；  

未満の適所介護  
の前後に日常生  
）舌上のせ話を行う  

6時間以上8時間    場合  

B時間以上9時間   
未満の場合  
＋50単位   

9時間以上10時   
間未満の場合  
＋100rll位  

8時間以上9時間   
未満の鳩舎  
・5（〕単柏   

9時間以上川路   
問東満の甥今  
⊥＝〕0酬、1  ＋150単位  

1回につき  （月2回庖  限度）  

＋150単位  

1回につき  （月2回應  限度）   

要介護ヰ  （ 540▼翠l立）  
大  
規  

要介護5  （ 595単位）  

摸  要介護1 （ 499単位）  

型 通  要介護2  （ 5■78単位）  

〔2） 4時間以上  く′ 657単位）  

所 介  要介護4  （ 735単位）  

議  
＃  

要介護5  （（‖4単位）  

要介護1  （ 665単位）  

6  要介護2  （ 776単位）  

6時間以上  （ 886単位）  
8時間未満  （ 996単位）  

要介護5  （1．106単位）   

要介護l   （ 365単位）  

要介護2  （ 418単位）  

3時間以上  （ 472単位）  
4時間未満  （ 525単位）  

大  要介護5  （ 579単位）  
規  
模  要介護1  （ 486単位）  

型   要介護2  （ 563単位）  

通   （ 639単位）  
所 介  要介護4   （ 716単位）  

護  要介護5  （ 792風位）  
費  要介護1  （ 648単位）  

Ⅱ   要介護2   （ 755単位）  
6時間以上  （ 862単位）  
8時間未満  （ 969単位）  

要介護5  （1．077単位）   

ホ  （1）3時間以上6時間未満   

療  （し000崖1立）  

裳  
通  
所 介     （2）6時間以上8時間未満   

謹  
費   

（し500単位）   

8時間以上9躊闇   
未満の喝台  
・50軍u   

9時間以上川拍   
笥未詳の鳩ハ  
ー100畢イ立  

8時間以上9時行P   
未′苛の堵台  
†5D貸付   

9時間以上1〔）特   

写未満の場合   
・100単イ立  

l－ 

i一二三二三＿三言  

中山間地域等に居イ主する壱へのサーヒス浣擁加冨は、支給β良贋軍曹理の対象外の算定項目  

介護 3  



7 適所リハピノテショノ費  

（ 845単位）  

（ 955単位〉  

〔 688塵也）  

（ 842澤位）  

（ 995単位）  

（1．14g単位）  

の  以上  要介護3      （ 735単位）  増  （1．303単位）  

畢介慮l  （・265単性）  

1時間  （ カ5ヰ也）  
以上  （ 324単位）  

2時間 乗糞  （ 354慎也）  

蔓介護5  （ 
口  要介護l  く 379単位）  

（ 455慎也）  

大 規 檎  し －531単位）  
の  （ 
事 業  （ 682斗位）  

（ 試）6土色）  

ロ   614隼匂）  

以上  （ g39単位）  

（1，129単位）  

所  

（1）サービス攫供体制強化加事（り       （1回につき12十色喜加■）  

ニ サビスIl供 ♯割譲化加算  

（2）サービス提供体利強化加■（Ⅰ〉       （†垣】lこつき 6■位苔加書）  

中山闇椎接写に居（ける舌へのヤ「′1凄供加平は 支＃瀾匿鄭管王聖のR賢列の習1ニ貞∃  

介三14   



8 短期入所生活介護費  

注   

■王l体精細算    1l・＝ l  山   （Ⅱ）   

＋4単位   ＋8単位  

の勤稀条件基準   入所者の敷の合   の■勤が基準に   
又  

夜勤を行う椎貝    利用者の勤及び   は  合川 tけ■■          を薦たさない場   計数が入所定■   議たない場合     を超える場合   

注  

メ97／100   ×70／100   ×70／100   

リダーをユニッ  
ト毎に配tしてい  

なし、等ユニットケ  

アにおける体制  
が未整備である  常勤のユニソト      場合  

圭介護1  （ 655蔓性）  
（－）単独型短期入所生  

活介護費（Ⅰ）  

（1）単独  

型婚期入  重介護5 ′ （ 937霊位）  
所生活力  婁介ま1  （ 737蔓性）  

諸費  
活介百事責（］）  

く多床室）  

イ婚期入所  
壬介護4 仁 949単性）  

生麺介il費  
羊介護5  （1，019葦位）  

（1日につき 
菓介護1、  く 621単位）  

（）併設型短期入所生  
活介識才＝）  

（2）例言受  

、－】  羊介護5 く．（ 903単位）  
所年譜介  要介護l ∴（ 703単位）  

言‡賛  
活介i蓼費（］）  

（多床書 ≠介護ヰ  （ 915蔓性）  
圭介蹟5 （ 985単位）   
要介護† （ 755単位）  

（）里栓型ユニット型  

短期入所生活介i筆書   

（1）艶独 型ユニット  

lT＝  壬介攫5  （1，027睾拉）  
要介護1  （ 755単性）  

所生詫介 i●★  

（ ロユニソト型  ユニット型準個室〉  

－－・・  

（16につき）  （）併設型ユニット型  

短軸入所生活介…隻費   

短期入所生  
（1巳につき 23里佃を力n算）  

（1）看護体制加算（l）を算定している場合  

木在宅中主  
度者受入加 算  

（1日につき 413塵拉を加算）  

（4）看護体制加算を算定していない場合  
（1日につき425単位を加算）   

ウ加算を算定する場合は、超過定員減算の適用につし、て要件の緩和を行う。  ※ 緊急短期入所ネットワ  

介護 5  



9 短期入所療養介護費  
イ介護老人保健施設における短期入所療養介護♯  

姦Ti■11l仲・．  

「
t
．
 

羊介護1 （ 746単位）  
a介護老人保健施設繋  

所療暮介護費（i）  

設短  
く従来型個室＞  

Ⅰ）  事介護5‘（ 955≠也）   
畢介ヰ1 （ 8略半枚）  

b介讃老人保健施設彙  

所療暮介護井（＝  

＜多床室＞  羊介メ4 － （、1，001薗也）  
菓介托5  （1；05ヰ蔓性）   
羊介七1‘′（ 767幾世）  

a介護老人保健施設～  

所★暮介護費（＝  

施設短   く従来型個室＞  

Ⅲ）  要介杜5、（1．117蔓性）  
職■を   蔓介■1′  （′ 86ち厳拉）  

b介ほ老人保l建施設1  

所★暮介護費（い  

＜多庚雪＞  事介義4＝  く1．1ヰ0蔓性）  
壬介良5ゝ  くl，216単位）   
≠介欄H  （ 767■拉）  

a介護老人保健施設1  
所オ蔓介護費（i）  

施設頬    ＜従来型個室＞  

Ⅲ）  葦介護5  （1．090斗拉）  
オン   羊介護1 （ 866単位）  

b介主筆老人保健施設  

所療養介岩蔓貢（l＝  

＜多床璽＞  要介覆ヰ‘‾一＝－（■1二113単位）  

羊介護5∴（1，】89単位）   
蔓介欄汀∴（ 848単位）  

aユニ・ソト型介i葦毛人  

没短期入所♯憂介ほ   
血 くユニ・ソト型個至〉  
蓼介   蔓介護5 （】．057単位）  

璽介ヰト▲‡＝＝（糾8′単拉）  
bユニット型介吾妻老人  

施設憧期入所療暮¶ （ 

‖）  くユニット型菓個室）  

雲介護5  し1．057里拉）   

aユニツL型介占i老人  

療  
蔓介護 

圭介…■4∴ （】．202単位）  
要介護5  （1，278塑性）  
要介護1、 （L 92a阜也）  

施設短期入所療養介護費   

bユニット型介ii老人保健  凶 （ユニット型牽個室）  

要介護5  （1．278単位）   
要介護1 （ 928単拉）  

aユニソト聖イ＝筆老人保健俺 設短期入所俄憂介喜≠費 （）  

■  

仁」介靂嚢老人保健施  
期入所瘍暮介i蔓書（  

b介讃老人保健施設煙 

所療暮介護井（＝  

＜多床室＞  

a介護老人保健施設短 
所★暮介護費（＝  

所★暮介護費（い  
＜多庚雪＞  

a介護老人保健施設短 

所オ蔓介護費（i）  

健施 介i肇                 （二）介il老人保健      期入所療養介護井（   ＜療養型老健看；隻       配置＞   （三）介墓養老人保健       期入所療養介云l責（   く♯葉型毛健雪盲蔓       二い－ル体制＞  

所療養介岩蔓貢（l＝  
＜多床璽＞  

aユニ・ソト型介i葦毛人 

没短期入所♯憂介諸 

巨人  

bユニット型介吾妻老人 

施設憧期入所療養介 
（‖）  

くユニット型菓個室 

aユニツL型介占i老人 

C      ／  

（2）ユニソト型介指  

老人保健施設ナ重醐入  
所療養介諸斉 （1日につき）  

保健施設短期入所    邑蔓芦（n）   く療養型老健  

＋  

l仲山t轟：即い元日川つL 扇l 】■（閃ノル掛川【」ハり”’     古隻費（m〕  要介護1 （ 928単位）  禽養型老漣青書隻  
インコール体制＞  施設短期入所療養介諸費  

bユニソト型で・言葦毛人眈健  （） （ユニット型牽個室J  

電介護2  （1．005単位）  
要介護3  （1，119単位）  
要介護ヰ  （1，195単位）  

ヽ          l   

要介護5  （1．271単位）  
（－）3時間以上4時間未満  

費                     （二）4時間以上6時間未満  （  （3）特定介護老人保健施設別入所女暮介護  
（三）6時間以上8暗闇未満  

特別療養費と緊急時施設療養費は、支紺屋産額管哩の対象外の算定項目  

※ PT OT STによる人員配苫）成算を適用する場合には、リハビ欄糀弓毛化加算を適用しない  
※ 緊急主白熊入所ネソトつ一ウ加算を算定する場合は、超過定員′成算の商用について要件の緩和を行う  

介護 6  



口療養病床を有する病院における短期入所療養介護賞  

雷介護l  （ 715↓位）  

a病院■轟ホ庚短期■介■2 （堤5■位）  
（）鉄腕痍兼  

病床短期入所  
痍覆介護書  事介iち  （l二255斗仕）  

（＝  ■介農1  （ 846＋位）  

t護く61〉 介aく4い  

入所痍義介護書（lり■介舶  （1、19ヰ斗拉）  

多床空 ■介i4  （11295■位）  
暮介血5′  （1こ386■拉）  
事介■1 （ 655■拉）  

a病院療玉鋼床短期事介■2 （7糾暮色）  

（1）病院療蕃病床  

煽糊入所瘡養介護  書介オ5】 （1÷122斗拉）  
●  （n）  事介か  ′（ 788斗位）  
〔1日につき）  

入所療賽介護費（¶）書介■3′  （1．055■位）  

多床雲 事介轟ヰ  く1、211■也）  
事介護5  （1、253■拉）  
雷介農1． （ 625暮位）  

a痛快療養病床短期事介打2 （736事拉）  

（三）稀院機雷 病一束短期入所  

■介15  （1．085半位〉  

＃介書1 （ 758■性）  

t護く6い 介護（61）  

療養介遠耳 （皿）  入所株券介讃費（i）辛介護8  （1、018■拉）  

多床軍 書介護4， ′（1．175斗位）  
璽介薗5  （1．216■位）   

事介慮け【1 715事故）  

a病院療養病床校遇 要介護2．（′ 優5暮位）  
型別人所ヰ震介護モ介託3． （975■位）  

（）病院療養  病床繕過型周  
糊入所痺♯介  事介■5  （1こ157■拉）  

護輩（l）  畢介霞ト ぐ 846ヰ也）  

ta（61〉  

介護（4い    型短期入所標葉介謹書介耶丁 （い00■位）  

室＞  葉介■巨、（－．197事拉）  
■介書5 こ（1、21】8■性）  

辛介遵1、 （ 715斗位）  

a病院療養病床経過 ■介護2  （自25■位）  
製塩期入所療養介護事介齢 （933■性）  

〔二）病院療養  病床綬過型短  
期入所痺事介  蓼介護5  （l．115■位）  

護賃（：）  平介dl  （ 84る十色）  

■農くヨ1／  

介豊く4ト  

長官＞  畢介護4 （－，155皐也）  
饗介護5 、（1．24G単位）   

異介■1  （ 849■拉）  

所懐慕介護書（  霹介護3  （l，1∈け■也）  

（3）ユニット型病  
璽介護4  （1．298■位）  

薯介纏5  （1．3B9♯位）   

院痺豪雨昧短順入   
要介＃1  （ a49単位）  

ユ、’トモノ           病院痍ヰ病床短期入 畢介ま2 （959斗位）   
所帯賽介諸雷（   ［）  婁介き3  【1．197ヰ位）   

（ユニット型聾個室〉   

”  
事介穫4（1，298♯拉）  
粟介a5（1．389■也）  
蓼介護1  く 84日■也）  

（）ユニット型病院榛套病床糧過型  
短押入所編殊介護♯（1）  豊介a3   （1，109単位）  

（ユ＝ソトざと個室－  辛介護4  （1、200■位）  
事介諷5   く1．291単性）  
曇介護1  （ 849斗拉）  

（二）ユニット型柄隈榛養病床ほ過型  

短期入所籍璽介護費（Ⅶ）  

〈1二ソト聖霊個室）   

書介護3  （1．109■性）  
零介護4  （1．2（氾■也）  
畢介＃5  （1．291事拉）   

（一）3簿Ⅶ以上4時間末篇   （ 650上位）  

、．   

‾    ■’  
・●il・盲  

（＝］につき 23単1立を皿寧）  

F竺竺竺葦妄靂妄  

．．．j 特定診療費は、支給限度唇管理の対等外の算定1負目  

※ 医師の人乳配薗減算を適用する場合には、医師繹過措置減算を適用しない 
〆 夜勤勤務条件減算左適用する場合には、夜間勤務等看護加算を適用しない【  
㌢緊急短期入所ネソト「トウカ膵を算定する場合は、超過定員減算の適用について雲〃の緩拙庵膏う  

介護 7   



ハ診療所における短期入所療養介護費  

利用者の数及び入  
院患者の数の合言十  
数が入院患者の定  
員を超える場合  基本部分  

要介護1   （696単位）  

a診療所短期入所療箋介  
護費（i）  要介護3   （800単位）  

（－）診療所短  要介護4   （851単位）  
期入所療養介護  要介護5   （903単位）  
費（Ⅰ）  

看護く6ニ1〉介  要介護ト   （827単位）  
護く6二1〉  

護費（Ll）  要介護3   （931単位）  
〈多床室〉  

（1）診療所  
要介護4   （982単位）  

短期入所療養  要介護5   （1，034単位）  
介護費  要介護1   （ 606単位）  
（1日につき）  a診療所短期入所療養介  

諸費（l）  要介護3  （698単位）  
（二）診療所短  要介護4   （744単位）  
期入所療養介護  要介護5   （790単位）  
費（□）  

看護▲介護  要介護1   （7∂7単位）  

く3：1）  b診療所短期入所療養介  
諸費（†り  要介護3   （ 829単位）  
く多床室）  要介護4   く 875単位）  

要介護5   （921単位）   
要介護1   （830単位）  

（－）ユニット型診療所短期入所療養介護  
費（Ⅰ）  要介護3   （934単位）  

（2）ユニット 型診療所短期  要介護4   （ 985単位）  

要介護5   （1，037単位）  
入所療養介護  
費  要介護1   （B30単位）  

（1日につき）  

費（Ⅱ）  要介護3   （934単位）  
くユニット型準個室〉  要介護4   （985単位）  

要介護5   （1，037単位）   
（一）3時間以上4時間未満  （650単位）   

（3）定扇橋詑 入 l（－）射詩間以上6時間未満  （900単位）   

l（三）6時間以上8時間未満  （1・250単位）   

（4）療養食加算  

緊急短期入所ネットワーク加算  
（1日につき 50単位を加算）  

■▲‾▼  
〒（訂宿衰富豪衰  

＝ 特定診療費は、支給隙度額管理の対象外の算定項目   

※緊急短期入所ネットワーク加算を算定する場合は、超過定員減算の適用について要件の緩和を行うり  

介護 8   



二 老人性認知症疾患療養病棟を有する病院における短期入所療養介護費  

僻地の医師確保  
計画を届出たもの  
以外で、医師の数  
が基準に定められ  
た医師の員数に  
60／100を乗じて  
得た敦夫満である  
場合  

常勤のユニット  
リーダーをユニット  
毎に配置していな  
い等ユニットケア  
における体制が未  
整備である場合  

利用者に対して  
送迎を行う場合  

僻地の医師確保 たの  
計画を届出も  
で、医師の数が基  
準に定められた医  
師の員数に  
60／100を乗じて  
得た数未満である  
場合  

定められた看護  
職員の員数に  
20／／100を乗じて  

得た数未満の場  
看護師が基準に     A  

利用者の敬及び  
入院患者の数の  
合計数が入院患  
者の定員を超える  
場合  

看護・介護職員の  
員数が基準に満  
たない場合  

（＝）認知症  
疾患型短期  
入所療養介  
三璽費（Ⅰ）  

看護く31〉  

介護く61〉  

（ニ）認知症  
疾患型短期  
入所療養介  
護費（Ⅵ）  

看護く41）  
介護く41〉  

（1）認知症疾  
患型短期入所  
療養介護費  
（1日につき）  

（四）認知症  
疾患型短期  
入所療養介  
護費（Ⅳ）  

看護く41）  
介護く61ノ  

片道につき 十184   

単位   （五）認知症  
疾患型短期  
入所療養介  
護費（∨）   

竃過措置型  

6時間未満   （  900単位）   
8時間未満  （1，250単位）   

（）認知症挽雲型経過甲短期入所療  
（2）認知症疾  

患型綬過型短  
期入所療養介  

諸費  
く多瑳空〉   

aユニット型認知症  

（）ユニット   疾患型短期入所療  

大 芋  

（3）ユニットヤ」  病  
認知症疾患型  くユニット型準個室  
短期入所療養  
介護費  aユニット型認知症   
（二）ユニット    （1日につき）    疾患型短期入所療  

禦認知症候  養介護費（1）    型  

般  くユニット型個室）  

短期入所療       bユニット型認久口先E  

病  
（ユニット型準個室  
〉   

（4）特定認知症  

疾患型短期入所療  
妻介護賞  （三）6時間以上  

（1日につき12単位を加算）  

（8）サービス提供   

体制強化加算   （1日につき 6単位を加算）  

（三）サービス提供体制蘭化加算（Ⅲ）  
（1日につき 6単位を加算）   

（－）サービス提供体制強化加算（Ⅰ）      （二）サービス提供体制強化加算（Ⅱ）  

…一＿一＿＿＿＿＿＿…＿＿」 粕定診療費は 支給限度額電工竺の対一毀外の芦定項目   

：ち 緊急短期入所ネソトワク加算を算定する鳩禽は、通過定員減算の滴尉二ついて要件の精細を行う 

介護 9  



10特定施設入居者生活介護賓  

委託先である指定居宅サービス事業者により居宅サービスが行われる場合  
員数が基準  
に満たない場  介護職員の  

身体介護 所要時剛5分乗濃の場合99単位  
所要時間15分以上〇0分乗凛の場合198豊丘  

所要時間ミ柑分以上1拷問分未満の場合2叩単位に所稟陪  
即0分から計算して新妻時間机5分■すごとに90単位電場  
所憂時間1時耶岬以卓の積善ち77単極こ所さ時即時闘  
30分か紳鄭ノて所蔓時簡がほぬ1すこ占こ37単位を加算した  

生活援助 所要時間15分兼濃の癒合、50単位  
所要時附5分以上1時間未満の船99羊鱒に所望時附5  
分から計算して所要時間がほ分場すご也こ58単位を加算した単  
所要時間l時間堺上1陪削5分乗満の場合225単位∵  
所憂時即時間15分以上の場合〉27（】単位  

伽州1回につき 90単位  
他の訪問系サービス及び適所系サ⊥ビス  

通≠の各サービスの基本部分の報酬単位の90／100  

福祉用異質与  
通常の福祉用具食与と同様  

※ただし、基本部分も含めて要介護度別に定める限度喜上限とすも   

※限度観 要介護1 17．358単位  
要介護2  19．486単位  
要介護3  21，614鵠塩  
辛介護4  23．712単位  
葉介凛5  25．870単位  

11福祉用具貸与責  

中山間地域等こ居住する者への  
サービス提供姐■  

山間地域ギにおけ引、親機  特別地域福祉用具貸与加算  

交通書に相当する耀の1／3に相当  遷責に相当する♯の2／3に  
する領主事事所の所在地に適用さ  する綴喜事業所の所在地に適  

他に適用きれる1農事塵の単価で  

して得た里1立数を加算  
の掴で凱て得た単位数  されるl♯位の羊■で験して  

里拉数を加井  
個々の用具二とに貸与芦の100  （個々の用1ご出こ貸与暮の1／3  

限度）  

個々の用具こ出こ貸与1の2／  

特別地域福祉用具貸与加算、中山問地域等における小柳菓事業別口芳、中山問地域等に居住する者へのサビス提供加腰は・支給限度額  
管理の対象外となる算定項目  

※要介護1の着については、車いす、幸いす付属臥特殊寝台＼持株曝台付属臥床ずれ防止用具、倒立変換器、認知症老人排網悠知1頴器、キ多勤用リフトを算  
定しないl（ただし、別に厚生労働大臣が定める状阻二ある薫を除くt）  

介護10  



Ⅲ 指定居宅介護支援介護給付費単位数の算定構造  

居宅介護支援費  

】 

ヽ1i  

（運営基準減算の場  
合）  

×70／100   

（運営基準減算が2月  
以上継続している場合）  
×50／100  

※居宅介護支援費（Ⅲ）（皿）については、介護支援専門員1人当たりの取扱件数が40件及び60件を超えた場合＼40件を違えた部分について減算  
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Ⅲ 指定施設サービス等介護給付費単位数の算定綿造  
1介護福祉施設サービス  

注   

＝  t・，   

入所定A3†  入所宝13l   
人以上58人  人以上50人   

以下  以下 
6単位  13▼拉 

入所定■30  入所雇■30   
人又！ま51人  人又l壬51人   

以上  以上 
4■些ゝ  8■拉   

■介■l   （ 5さ9■愴）  

a什雄Ⅶ祉施鰍サ→  

ス■（】）  暮介書3   （ 730■拉）  

城薫製甘主）  

）】廿日  ‡■軋掩汝  －            ；   ・▼  

サビス暮  ■介ト1   （ 名51■虚）  

■l、一  
ス暮（‡）  

多度吏 
事介撫古    く  7g2■せ）  

（1）介餞  書介暮ヰ   （ 鵬3■拉）  

娼l止應汁  サビス書  ●     －▼  

（1日につ  ■介■1   （ 753■位）  

さ 
・・二∴二・  
サービスt（1）  

従来型偲稟ゝ  
介 tl 福  ■介汝5   （†．822●位）  

祉 施 汐  
事介攣l．  （ 815■仕）  

b小規穫介性鳩址應設  

サ  サビス書（Ⅱ）  

夢床王 ■介■4’． （l．017事位）  

■介■占 ■ （1，塊一事位）  

a日檜甘入所書介捜福  

■介▲ト5 （ニ氾6事拉）  

（2）旧糟  

l－）旧譜 1入所者介 こ・ サービスt   軋施設サビス■＝＝ ‘機業型髄重）   

l血沈サービスt川）  

t入所者  介講禰址  車床重 ●｛蟻ヰ，も  （ 898畿位）  

鬼没サート  ス書（1日  

つき 
∂小楔惰l引射■入所者介  

（二）小環 樗旧汗■入  

薪書介は事i  ■示比▲・5  （ 錦8■位）  

祉躯沙サ ビス■  
濾檀址礼鰻サービス↑（Ⅱ） （多良￥ゝ   

仙      ■－－ ■・   

事介■1   （ 669♯憧）  

a二Lニュト型介護橿祉確  

！食サビスt＝＝  

ッー型tヨ王〉  

ユニ  
1          ；こ  ∴■▼  

ト型介【l沌  暮イナ麟5    （、≦鵬l斗憧）  

施滑サビ  事介血1  （ 鴎9■位）  ■  
b1二ノト型介扶植址凛  

泣サビス暮＝＝  

（1）ユ  ユニソト望■個室 事介護斗   （ 881■仕）  

エソト型介  拉鳩址撫  事介甘5    （ 941事位）  

ト 型  
r「  81ニノト型小環樽介ヨ 福祉罷沖サビスt 山 ビュニソト型領空ノ  

は モ 人 絹 l！止     斡サービス 暮（1E】に つき） ‖   

」＿   
◆ 設  亡介≡5   

亡介≡5 ■介鰊】（82Dt位）      事介護2    く  887■位）  

よ  過払施曹サビスt 岨  

も  （1ニノト型■旬璽〉  

十  ｛  ■介慎ヰ   （1．022■性）      攣介鯵5    （l．089単位）   
福  址  ∂ユニソト暫旧譜正入所  

葛∩濃福祉膿汁サビ  ■小農2・3  （ 789十位〕  

サ 三舎 サ u   

lコ）ユ  

二ノト型旧  
橋t入所   

ユー「l】）  暮介は2■3  （ 769単位）  
lユ小型攣琶雷）   

址施曾 サビス井  
（1Bl＝つ 十‡   

ト型小規構旧 簿オ入所舌  
介出場祉應  
沖サビス曽   

一入所書介護福心欄闇 ljビス■（コ）  

r：1二ノト型♯琶き〉   

入所者がホ障又は診1所への入陳奄蓼し．たサ合及び入所書に対して居宅における外泊を昆めた場合・1月に6日喜限度として断定1他社に代えて1日につき246単色を■吏  

相談援勒力6  

（2）退肺時相談援助加声  （40【）  

退所時事  十  tl）適所椚乱訪阻榔裾引削鋸 l入所中1回（又は2回＝」臥所強1【司を円引事■＝46（」＃色を江         （3）退所荊i隻娩加算           （50り   

主 人所名題し【モ♂）電怪事J圧て長か打）和。絹計本行し、た、〕市町杵隻リモ人什は盲祷ヒントr77して必要L◆書稀を淫丑＝ノ＝峰舎  

（1）経口総柄加算〔11  

2）雉口糧持加算＝＝  

介護12   



2 介護保健施設サービス  

員の勤務条件    入所定員を超    1．介鶴■   

夜tわを行う犠    入所者の麹が    医輌、■kt            基準を薦たさ    える土l合  又 は  ■、毒筆書法  ない場合     士．作相法 士、書富韓覚 士又は介撫支 濃書M貞の■ ■が暮攣に雷 たない1■A   
注  

X9／／100   ※ソ0／100   メ70／100   

精勤のユニッ  
トリダを  
ユニット毎に  
配1していな  

い等ユニット  
ケアにおけも  
体制が束髪情  
である場合  

（）介護保健施設1   

＜従来型個室＞  

（1）介護保健施設  
サ¶ビス費（l）  

（二）介護保健施設t   

く多床室＞  

ト）介護保健施設t   

イ介護保健施  
サビス井（Ⅱ）  

設サービス賛 （1日につき）  

職員を配覆＞  

く多床宰＞  

ト）介護保健施設t   

（3）二7凛保健施設  

サビス費（Ⅲ）  

く横着聖者醍‘看護  
オン＝】ル体制＞  

＜多床宰＞   

（）ユニット型介護t  
サビス斉（り  
＜ユニット型偶憧＞  

（1）1ニット型介護  

保健施設サビス費   
＝）  

（二）ユニット型介護†  

サーービス甘（l）  

＜コニット型華健室二ゝ  

（）ユニット型介請イ  
サビス費（l）  

ロ ユニット型介                  （2）1ニット聖介護 保隠施設サビス費    ＜1ニット型個室＞   

喜蔓保ゼ漣施設サ1一  

ビス費 （1ヨにつき）   ‖＝ く療姜聖壱健：看護 職員を配遜＞   

（二）ユこツト型介護†  
サ▼ビス景（lり  

くユニット型準個箸ノ  

（）ユニット琴介占筆イ  

サービス丈〔）  

（3）ユニット型介護    くユニット聖侶」室＞   

一■介汁1（ 73ヰ重他）  
∈健施設サービス井  

粟介護3（ 836単位）  
竪＞  妻介1ヰ（ 890豊位）  

賽介躊5（ 943単位〉   
葉介機1（ 813単位）  

と償施設サビス費      圭介】■2（ B62農地）  
婁介旛3（ 915蓋位）  
葉介繍ヰ（ 969単位）  
圭介旛5（1．022蔓性）   
璽介繍l（ 735蓋世）  

已健施設サービス費  
墨介護3（ 933単位）  

個室＞  婁介訂ヰ（1．00g、単位）  
手介汁5（′1＿085単位）   
畢介汁l（ 81ヰ単位）  

保健施設t  
壬介害暮3（l．012蔓性〉  
蔓介翼■ヰ（1．088里位）  
要介護5（1．164単位）   
要介＃1（ 735単位）  

た健施設サ、ビス書  

婁イ一議3（ 906単位）  
個室＞  要介簿ヰ（ 982単位）  

要介護5（1．058単位）   
要介護1（ a14単位）  

保健施設1  

辛介王暮3（ 985卓也）  
圭介≡■ヰ（1．061単位）  
圭介汀5（1．137単位）   
妻介旛l（ 816里は）  

ト聖介護保健施設  
り  翼介篭暮3（ 918、単位）  
個亨＞  蚤介t暮ヰ（ g72単位）  

妻介護5（1．025単位）   
要介a‖（ 816単位）  

ト型介護保健施設   
要介旛3〔 918単位）  

華健室 要介！■4（ 972単位）  
要介護5（1．025単位）   

ト聖介請保健施設   
要介護3（1．Og4里位）  

個室＞   妻介護ヰ（1．170豊1立）  
要介護5（†．2ヰ6単位）   
要介護1く  896単l立）  

ト型介護憬鯉施設  
塁介護3（1．Og4単位）  

準個箸 要介：暮4（1．170単位）  

要介凛5（1．246単位）   
婁介護1（ 896単位）  

ト琴介護保健旅題   
要介護3（1．067単位）  

侶」室＞  円   畢介躊1（ 896単位）   要介護2（ g7g卓也）            lり ノ       要介護2（ 979豊位）            可       姜介護2（ 973単位）    妻介書暮4（1．143里1立）  
∪』ヒ』UUUU U  
入所者lこ対して居宅における外泊を認めた場合、1月に6日を限度として所定単位数l二代えて1日につき362単位を算定  

（l）在宅復帰支援機鑑加算（Ⅰ）  
（1日につき15塵l立を加井）  

ヌ 在宅復帰支援機純血算  

（2）在宅復帰支ま機鴬加算（皿）  

（1日lこつき 5単位を加井）  

詳 PT OT STl＝よる人員配置減算を頭用する場合には、，5期集中IJハビリラーーニ／ヨン実施加算、諺幻症短期集中リハビリテーション実施加算を適用しない。  

介護13   



3 介護療養施設サービス  
イ療養病床を有する病院における介護療養施設サービス  

一寸函を届出たもの  
で、医師の勤が暮  

肇ニ定わら九た医  

儀I他の医師確保    師の■触に 60′′10〔1を奏して 得た蝕兼蔦てある 場合  

l十画を饉出たも 以外で、医師の か墓攣に定めら  

暮介書1（  683単位）  

a療薯型介孟蔓療暮施  
（）療養   設サーセ■ス費（＝  

里介i隻痍  

手施設サ▼  要介ま5（1  
ビス費（1 畢介薫l（  79ヰ皇位）  

著吉事く6l〉   

（多床室 
要介護5 し1  
羊介強1（、  623蔓性）  

a療養型介凛■養施  
（‾－）療養   設サービス費（り  

で十JI■  

糞施設サ 壬1†l■5こ（l  ．090単位）  
ビス費（〕）  妻介穫1（  ノ734単位）  

看i璽（61′   

く多度室 
壬介護5、（  

葦介旛1（  593単拉）  

a療羞型介喜集積憂施  
（＝）療養   設サービス費（】）  

型介芸事環  
嚢施設サー  要介護5（1  ．053単拉）  
ビス貪（Ⅲ 要介護1 し  704単位）  

青言蔓く61〉   

く草餅壬 要介誰4 （1  ．123厳拉）  
羊介護5（1  ．164単位）  

3療薫型経過型介岩葦  

（）環糞   

療養施設サ 
畢介雉5∵（1  ＿125単位）  

介邑響く41）   礁設サピ ス費（1） 看⊆葺く6い   

く多床夏 要介謙4fl  ．145単位）  
蔓介護5 く1  ，236単位）   

∂療養型埋過型介言蓼 療養施設サ 
二）療養   ーヒス費   

要介護3 
要介護5 （1  ．083単位1  

施設サビ ス脅‖＝  

看‡書く∂1）   

要介i13 （1  ，012単位）  

く多岸重 要介護ぐ（1  ．103畢他）  
要介護S（1  ．†9ヰ単位）  
要介護1 f  797単位）  

ソト型額重厚介清規妻康         要介護2・（  907単性）   

設◆′｝ビス芦（Ⅰ  要介護3 （1  ．1ヰ5単拉）  
しL二ソト型個奄 要介護4 （1  ．2ヰ6塑性）  

要介舌15 （1  ，337単位）   
要介護l′（  797単位）  

（二1ユニット型静養型介蒲療善雄         要介護2 （  907単位）   

設り一 ビスき（Ⅲ 要介護3・（  1．145単位）   
/i/ 

帖用  要介護5 （1，337単位）  
要介護1（ 797単性 

rト聖療養型捲渦製介言篭  

ヒス芽（l：  

透室〉  要介護4 （1．148蔓性）  
要介護5 （l＿239単位 
要介護1（ 797単位）  
要介護2 （ 907単位）   要介護3 （1 

，057単位）  

要介護ヰ 【1．148単位）  
盟LL239単位）   巨†鯵1∃！）          〕   要介護2 （ 907蔓性）   要介護3 （1，057塑性）        1  

トミ垂車重吏二I亘三重至車重吏二二ニコ  
1月に6日を阻まとして所定輩拉致lこ代えて1訓こつき362里也を算定  

法 外泊時兼用 ′主 試行的遅犠サビス費  場合1月につき6日を朽良度として1日につきBOO単化を首葦（L21及びL4ノの凰東壁価に限る  

専門的な診如｛必要になり、他医療機間において診■が行われた場合．1月に4日を限度として所定皇位数に代えて1日につき362里1立を算定  

巨廼亘二二 （1日につき十30矧  

…  ＝ －  ＝一 一 童・  （入院中1回（又が詞）、退院j臭1恒】を防   

単位を算定ノ  
b退院時指導加算  

（400孝1壬、  

亡妻院鱗情報提供加筆  
（500軍1寸〕  

d退院前i璽携加算  

（500尊王H  

（）老人訪問舌言蔓指示加算  

（入環悪書1．Lにつき1罰を娘庸として   300里付篭：ぎ1   
（6）退院  〔一〕退院  a退院前後訪郡旨増力巳軍             加算  加東  

入院患者及びその家族等に珂」て退院後の療養上の指導左hった場合  

′主 計官介ほ曳援事業者と退院前から躍娩L†電報穏供とり  

し1巳に三重 2B単†皇互担旦L  

※ 医師の人員配置減算を適用する場合には、医師綬過指遷ノ成育を適用しない  
※ 夜勤勤務条件減算を適用する頚含には、夜間勤務等看…璽加算を適用Lない   

介護14  



□療養病床を有する診療所における介護療養施設サービス  

l肘竹り■一一 

－－－  

要介護1（ 664単位）  

a診療所型介護療養施設  

サービス費（i）  要介護3（ 768単位）  
（一）診療所型介護  要介護4（819単位）  
療養施設サービス費  
（Ⅰ）  

要介護5（871単位）  

看護く6：1〉  
要介護1（ 775単位）  

介護く6：1〉  b．診療所型介護療養施設  
サービス費（ii）  要介護3（879単位）  

（1）診療所型介  く多床室〉  要介護4（930単位）  

護療養施設サービ  要介護5’（982単位）  

ス費  要介護1（574単位）  
（1日につき）  a．診療所型介護療養施設  

サービス賓（i）  葉介讃3 く 666単位）  
（二）診療所型介護  要介護4（712単位）  

療養施設サービス費  要介護5（ 758単位）  

（Ⅰ）  要介護1（685単位）  
看護・介護く3二1〉  

サービス費（ii）  要介護3（ 777単位）  
く多床室〉  要介護4（823単位）  

要介護5・（869単位）   
重力・譲1（ 778単位）  

要介護2（、830単位）  
介護療養施設サービス費（Ⅰ）  要介護3（882単位）  

（2）ユニット型診  くユニット型個室〉  要介護4（、933単位）  

療所型介護療養施  要介護5（、985単位）  
設サビス費  要介護1（J778単位）  
（1日につき）   要介護2（830単位）  

介護療養施設サービス費（］）  要介護3（882単位）  
くユニット型準個室〉  

（一）ユニット型診療所型                             （二）ユニット型診療所型  

要介護4（933単位）  
要介護5（985単位）  

介護15   



ハ老人性認知症疾患療養病棟を有する病院における介護療養施設サービス  

介護16   



［コ〔護報酬の算定構造（案） 

l＋ l   介隻予防サーヒス   

「 l‥平成21年度見直し案箇所  

Ⅰ指定介護予防サービス介護給付費単位数の算定構造  

■1介護予防訪問介護費  

2 介護予防訪問入浴介護費  

3 介護予防訪問看護費  

4 介護予防訪問リハビリテーション費  

5 介護予防居宅療養管理指導費  

6 介護予防通所介護費  

■7 介護予防通所リハビリテーション費  

8 介護予防短期入所生活介護費  

9 介護予防短期入所療養介護費   

イ 介護老人保健施設における介護予防短期入所療養介護費  

口 療養病床を有する病院における介護予防短期入所療養介護費  

ハ 診療所における介護予防短期入所療養介護費   

二 老人性認知症疾患療養病棟を有する病院における介護予防短期入所療養介護費  

10 介護予防特定施設入居者生活介護費  

11介護予防福祉用具貸与費   

Ⅱ 指定介護予防支援介護給付費単位数の算定構造  

介護予防支援費   



Ⅰ指定介護予防サービス介護給付費単位数の算定構造  

1介護予防訪問介護費  

＝二二＝二  葺 注  一   注   ＿＿＿＿＿＿＿＿＿…． ‾‾ 
顧価頭芥諸事1：前面勉強論議七仲山間地域等に居：  
防訪問介護加算：：ける小規模事業所：：任する者へのサー：  

．：加算  ：：ビス提供加算  
l ＿＿＿＿－＿＿－＿＿＿＿＿＿＿＿－＿」 し＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿．  

3級訪問介護員に  
より行われる場合  
（※）  

要支援  

イ 介護予防訪問介護費（1）   週 が  

要支援  

□ 介護予防訪問介護費（Ⅱ）   週 が  

要支援  

ハ 介護予防訪問介護費（Ⅲ）   週 訪  

1・2  

1回程度の介護予防訪問介護  
必要とされた者  
月につき し234単位）  

1・2  

2回程度の介護予防訪問介護  
必要とされた者  
月につき 2，468単位）  

＋15／100；：十10／100：  ＋5／100  ×80／100  

f2 

2回を超える程度の介護予防  
間介護が必要とされた者  
月につき 4．010単位）  

（1回につき 十200単位）  

－－－－－…－ 
：特別地域介護予防訪問介護加算、中山間地域等における小規模事業所加算、中山間地域等に居住する者へのサービス提供加算  
】ま、支給限度額管理の対象外の算定項目  

※平成21年3月31日時点で3級訪問介護員が指定介護予防訪問介護事業所に雇用されている場合であって、当該者が指定介護予防訪問介護を  
行う場合は、平成22年3月31日までの問、所定単位数の100分の80に相当する単位数を算定する。  

2 介護予防訪問入浴介護費  

二‾‾‥ 二二．‖‾二．＿＿＿＿∴  
注  注  注  ‾‾  

前幅衝こ護亨て 博打両地頭葡三お：「中元蘭画成季だ畠「 入浴介：ける：するへのサ 

防訪問護：小規模事業所也者ー：  
加算  ：ニ加算  ：：ビス提供加算  

介護職員2人が  
行った場合  

全身入浴が困難  
で、清拭又は部分  
浴を実施した場合  

十15／100 喜： 十10／100：  ＋5／100  イ 介護予防訪問入浴介護費 （1回につき 854単位）  

ロ サービス提供体制強化加算  
（1回につき 十24単位）  

’特別地域介護予防訪問入浴介護加算、中山間地域等における小規模事業所加算、中山間地域等に居住する者へのサービス提供加算は、支給限度額  
管理の対象外の算定項目  

［脚注］   

1．単イ立教算定記号の説明  
＋00単位  ∋  
－00単イ立  ∋  
×00／100 ＝⇒  
＋OC）／100 コ  

所定単位数 ＋（⊃（⊃単1立  
所定単位数  00単位  
所定里t立教 ×00／100  
所定里†立劫寸 所定堂位数×（⊃（⊃／100  

予防1   



3 介護予防訪問看護費  

山間地ヰ尊 貴任する著へ  

サービス提供  
2人以上による  

介義子防坊間  
■隷妄市う場合  

（1）20分乗満（夜間、早朝、深夜♂  

イ指定介護予  
肪訪問者講ス  
テーションの場  

（4）1時間以上1時間30分未満  

（り 20分未満（夜間・深夜■早朝¢  

（2）30分未満  

口病院又は診  
療所の場合         （3）30分以上1時間未満  

（4）1時間以上1時間30分乗満   

30分乗iの   
壇含  
＋254皐1立  

30分以上の   

場合  
十ヰ02斗位  

1トービス濃供体制強化和算  
（1国につき ＋6単位）  

－－一一…－－－－－【一－1：特別地域介護予防訪問看護加算、中山間地域等における小柳蔓草業所加算、中山間地域等に居住する者へのサビス提供加算は、支給限度額管理の対象外の算定項目  

※医療機器等を使用する者等特別な管理が必要な状態の者への月2回目以降の緊急的訪問については・夜間、早朝・深夜の加算を算定できるものとするD   

4 介護予防訪問リハビリテーション費  

テーション実施加  
短期集中リハビリ  算  

退院（所）日又は新  
たに雲支援認定を  
受けた日から3月  
以内   
＋200単怯  

ロサービス提供体制強化加井  
（1回につき ＋6単位）  

」二中山間地域等に居住する考へのサービス掛共加計ま・支給限度額管理の対象外の算定項目  
．＿▼1▼】＿…＿＿＿＿＿  

5 介護予防居宅療養管理指導費  

二  l   
‾  ▲「  

（1）介護予防居宅横養育哩指導費（1） （（2）以外）                 〔500苧 

1立）  

（2）介護予防居宅療養管嘩指導焚（U）  
〔‡【宅時医学総合菅‡望料又は特定施設入居時等医学  
総合菅瑠料を算定する場合）  

（290単位）  

注  
特別な薬剤の投薬が行われている在宅  
の利用者又は居住系施設入居者等に対  
して、当該藁剤の使用に関する必要な藁  
学的管理指導を行った場合  

＋100単位  

（－）在宅の利用者に対して行う場          （550単位）  

（1）病院又は診療所 の‘撃剤師が行うi島台 （月2回を限度）  

菜剤師が行  
う場合  

の  
場合   

（フ）獲局の轟剤師       〔月4桓］を限度）  

ハ管堰禁裏士  く530単位）  
が行う場合（月フ  

阿を限度〕   

（450単位）   

（1）在宅の利用者に対して行う場合      （2）居住系施設入居者等に対して行う場合  

（1）在宅の利用者に対して行う場合             （350単位）  

（2）居住系施設入居者等に対して行う場合              （300単位）  

ホ 保健師、看護師が行う場合  

※口（1）（二）及び（2）（二）について、がん末期の悪者及び中心静脈栄養桑名二ついては、週2匝】かつ月8回算定できる。  
※居イ‡系施設ス居着等とは、養護老人ホーム、椎茸老人ホーム・有料老人ホーム、高齢者専用賃貸住宅・介護予防小規模多様雛居宅介護、介護予防認知症対応型共同生活介護を受けている者をいう。  

予防 2   



6 介護予防通所介護費  

注   

利用定員を超  の員数が基準   
利用者の数が  看護・介護職員      える場合  又忘満たない場  は口  

×70／100×70／100   

亘二：：：三回  
：ヰ正面地境専1 ：  

に虚位する者：  

：へのサービス堤：  

；供加算  

l‾■ ‾ ‾ ‾ ‾ ‾ ‾ ■ ■ ●ヽ  

利用者受入加  
若年性認知症  算  基本部分  

1月につき  

＋240単位  
＋5／100  

ロアクティビティ実施加算  （1月につき 53単位を加算）  

ハ運動器機能向上加算  （1月につき 225単位を加算）  

二．栄養改善加算  （1月につき150単位を加算）  

算 （1月につき150単位を加算）  

吉＿…－＿＿＿＿＿＿＿＿…＿…＿＿＿j：中山間地域等に居住する者へのサービス提供加算は、支給限度額管理の対象外の算定項目  

7 介護予防適所リハピノテーション費  

「 
］L 注 l  注  

：中山間地域等  

：に居住する者  

：へのサービス提  

：供加算∵  

若年性認知症  
利用者受入加  
算  

1月につき  

＋240単位  
＋5／100  

ロ 運動器機能向上加算  （1月につき 225単位を加算二）  

ハ 栄養改善加算  （1月につき150単位を加算）  

ニ 口腔機能向上加算  （1月につき150単位を加算）  

ホ 事業所評価加算  （1月につき100単位を加算）  

■‾‾‾‾‾‾‾仙‾‾■…‾‾‾‾ 

；7‥中山間地域等に居住する者へのサ鵬ビス提供加算は、支給限度額管理の対象外の算定項目  

予防 3   



8 介護予防短期入所生活介護費  

l分   注    夜勤を行う職    利用者の数及  l  介護・看護職    員の勤務条件   び入所者の数   長の員数が基    基準を満たさ   の合計数が入   準に満たない    ない場合   所定員を超え る場合   場合   

l予防短期入   要支援1（492単位）   
Ⅰ）  

要支欄2（611単位）   

l予防短期入   要支援1（536単位）  
ロ）  

要支援2（667単位）   

蔓予防短期入   要支援1（4糾単位）  
Ⅰ）   

要声援軍（577単位）   

璽予防短期入   雲支援1（514単位）  
u）  

要支援2（63：】単位）   

×97／100   ×70／100   ×70／100  
介護費（l）   

要支援2（695単位）   

＝ツト製介言‡子  

介書隻譜（Ⅲ）  

套〉   要支鱒2（卵声単位）   

ニット型介三隻予  
ー介三雲費（l）  

〉  要支援2（671単位）   

ニット型介護予  
〔介護費（Ⅱ）  

室〉   要支援2（671単位）   

認知症行勧・  
心理症減緊急  
対応加算  

常勤のユニット  
リーダーをユニッ  
ト毎に配置してい  
ない等ユニットケ  
アにおける体制  
が未整備である  
場合  

（－）単独型介護予防裏  

（1）単独   所生活介護費（  
型介喜隻予  
防短期入  

イ介護予  
姐  

所生活介  く多床室〉  
諸費  （－）併設型介護予防策   

山  
き）  型介護予  
防短期入  
所生活介   
諸費  所生活介護費（  
く多床室〉   

ニット型介 
（り」単独   

型ユニット  
型介護予  
防短期入  ロ ユニット  

型介護予  諸費  防短期入所生活介喜隻譜   
防短期入  くユニット型準個室〉  
所生活介  
諸費  （－）併設型ユニット型   
（2）併設    （1日につ   防短期入所生活介三雲費   

コ   
型介護予  
防短期入 所生活介   
護賛  防短期入所生活介護費  
くユニット型準個室〉   

1日につき  

＋200単位  
（7日間を限   

度））  

1日につき  

＋120単位  
片道につき  
＋184皇位   

1日につき  

十12単位  

（1E引こつき 23単位を加算）  

予防 4  



9 介護予防短期入所療養介護費  
イ介護老人保健施設における介護予防短期入所療養介護費  

の勤務条件墓  入所者の数の合   貫、介霹■■、   
準を満たきない  計数が入所定   
場合   烏麦超える上島合   霊■法士又は  

は   夜勤を行う職員  利用者の数及び    医師、■護■             又   理学■法も作        書曙1覚士の 劃蜘犠測こ遍 たなt、場合   
注  

X70／100    ×70／100   

介護予防短期入所措  
葺介護費（i）  

（－）介凛老人保健  

施設介護予防短期入  
所療養介護費（1）   

介護予防短期入所療  
養介護費（】i）  

＜多床室＞  a．介護老人保健施設   ＜従来型個室＞    b，介護老人保健施設  
∂，介護老人保健施設  
介書手予防短期入所療  

（1）介護                   （「）介謹老人保健    養介護費（l）  老人保健施 設介護予防  

短期入所療  
く療養型老僧こ看護   

養介護費（† 日につき）   

＜多床室＞  

a．介護老人保健施設  
介護予防短期入所療  

（三）介護老人保健    葉介諸費（i）  
施設介護予防短期入  
所療養介護費（m）  
＜療養型毛健こ看護   
オンコール体制＞  介護予防短期入所諌  

養介護費（il）  
＜多床室＞   

aユニット型介護老人  

保健施設介護予防短  
期入所横暴介護費  

（）ユニ∴ソト型介護  
老人保健施設介護予  
防短期入所療養介護   
費（l）   保健施設介護予防短  

期入所療養介護費  
（り  
＜ユニット型準個室＞  

aユニット型介護老人  
保健施設介護予防短  

（2）ユニソ  

介護予肪鳶  
ト型介護毛  老人保憾施設介護予  （i）  人保イ建施設  防短期入所療養介護  ＜ユニット型個室＞  

期入所療養  費（［）   bユニット型介護老人  
く頼盃型芝健：看三豊  保健施設介護予征矢雪   

介護費（1日 につき）  職昌を配信ウ  期入所療養介護芦 （り  
くユニット型準侶悸＞   

婁支捜1（572単位）  

婁支援2（712単位）  

要支援1（631単位）  

婁支援2（785単位）  

要支援1（572単位）  

婁支捜2（712単位）  

要支援1（631単位）  

要支援2（785単位）  

婁支撞1（572単位）  

裳支援2（712単位）  

婁支援1（631単位）  

草支援2（785単位）  

要支撞1（638単位）  

婁支援2（794単位）  

墾支援1（638単位）  

要支撞2（794単位）  

要支援1（638単位）  

要支援2（794単位）  

要支援1（63B単位）  

要支援2（794単位）  

］』剋］］］］］］］  

保健施設介護予防短  
期入所療護介護者  

dユニット型介護者人   （り ＜ユニット型個室ン  

要支捷1（638単位）  

老人保健施設介護予  
防短期入所療養介護  

（三）ユニット型介護   費（Ⅶ） く療養型老壁看護 オンコール体制＞  

要支援2（794単位）  

保健施設介護予防短  
期入所療養介護費  bユニット型介護老人   ，－－ くユニット型ノ隼個聾＞  

要支援1（638単位）  

要支控2（794単位）  

‾‾‾‾’－＋▼ 
盲：特別療養費と緊急時施設療養費は、支給限度額管理の対象外の算定項目  

※PT OT STによる人員配置減算を適用する場合には、リハビリテーション憤能弓削ヒ加算は算定しない〔  

予防 5   



口療養病床を有する病院における介護予防短期入所療養介護費  

僻地の應師汀 線！†面を届出  

たもの以外で、  
医師の教が事  
華に定〝〉ら九  
た医師のÅ妙  
に60／1〔旧を彙  
して得た数未  
満である場合  

t護師が養鶏  

に定められた  
看護■1のえ  

軌二20／100を  

兼して得た勤  
禾嬬の場合  

僻地の医師石I  

保t†凰を届出  

たもので、医師  

の熱が暮準に  
定めら九た医  
師の■勤に  
68／100を桑し  

て縄た艶束潤  
である場合  

利用蕃の数及  
び入幌泉毒の  
数の合‡十惣が  
入院患者の定  
入を掩える場  
合  

り肘枕痍雷■床介櫨千防甥岬  
ホ鏑三■  

t★洋介h予  
l防I豆郷入所■  ・・     一三 ▲▼  
霊介u■（l）  
雪甘く6い  

介麹（4い  

夢床壬 i支撫2（∴7岳古事位）  

り那加‖＝印介n予断短期  
tl）ホ院書   

t■籍十b  予防短期入  ≠支撫2－仁1泊む単位）  

所1‖■介出 ●  

＝日につき   

享床王 畢章雄2て（741単位）  

り肘翳撫1ホ床介Il事防類蝉  
（三）痍保糠  

貴所床介払子  ■≡・  暮衰撫2（ミ、6q5単蝕  
1介け¶＝コ 
） 雪江‘モい  

介膣く61ゝ  

手康圭 辛支撫2レフio 

一郎東鶉  
t 嚢ホ床織過型  

介量1手柄坦糊  i支援2てぐ・681単性）  
入所糧蓼介護  
■‡I‡  

（2）ホ院靡  

1病床欄り  望介独予隅  軍吏撞2（ワ86単位）  

ね押入月用 ■十It■  

（1E〕Jこつき：   

（墟予既牒沌  垂支援2．（68†単位）  
入所■■介即  
●‡1‡  

書抜く昌ト  
介護‘41）   妻支醸2‥（7鱒単位）   

（コ）ユニソ  

卜聖職陳■  
■■叶＋止  手支橿2（∴795単位）  
手筋短期入  
サ●■・、鵠  
■  
1日つき）   要事援2ニ（∴79早単位）   

4Jユニノ  
型鎮院靡  
濃銃床確遺  要支援2（7由単位）  
型介護予防  
短期人頭書  
一介遭雷  

ヒ1こつ亨〉   畢支援2（795単位）  

特定診療育は、支給隕摩葡管理の対象外の算定項目  

メ【兵師の人員配逓減算を適用する場合には、医師経過措置減算を適用しない 
㌢ 夜勤勤務条作′成男を適用する場合には、夜間勤務等看三攣仙骨を適用しないp  

予防 6   



ハ 診療所における介護予防短期入所療養介護費  

認知痘行動・心  
理症状緊急対  
応加算  

廊下幅が設備  
基準を満たさな  
い場合  

利用者受入加  
若年性認知症  算  

利用者の数及  
び入院患者の  
数の合計数が  
入院患者の定  
員を超える場合  

常勤のユニット  
リーダーをユニッ  
ト毎に配置して  
いない等ユニット  
ケアにおける体  
制が未整備であ  
る場合  

利用者に対して  
送迎を行う場合  

基本部分  

介  
．所   

（従来型個室〉   

（Ⅰ）  b．診療所介護予防 

所療養介護費（ii 

護予防短期入  く多床室〉   
所療養介護費  

介  
、所   
く従来型個室〉   

（Ⅱ）  b．診療所介護予防 

く3：1〉   所療養介護費（i 
く多床室〉   

型診療所介護予防短期 
（2）ユニット型   

室〉   
防短期入所療  

型診療所介護予防短期 
Ⅱ）  

個室〉   

所療養介護費（り  
（従来型個室〉  要支疫2（660単位）  

短期入  
）  

く多床室〉  要支援？（ 765単位）  

診療所介護予防短期入  
a． 所療養介護費（i）  
入所  要支援2 （573単位）  

短期入  
）  

く多床室〉  a．診療所介護予防短期入    妻妾援1（531単位）           要支援1（615単位）              要支援1（≡461単位）            要支援1．．（ 550単位）    要支援2（684単位）   
入所   要支援1（622塵位）  

Ⅰ）   

個室〉  要支援2（774単位）  

入所   要支援1（＝622単位）  

（Ⅱ）  要支援2（ 774単位）  

診療所設備基   
準減算   
－60単位  

1日につき  
十200単位  
（7日間を限度）  

1日につき  
十120単位  

片道につき  
＋184単位   

（3）療養食加算  
（1日につき 23単位を加算）  

：（4）特定診療費  

特定診療費は、支給限度額管王里の対象外の算定項目  

予防 7  



二老人性認知症疾患療養病棟を有する病院における介護予防短期入所療養介護費  

利用者に対して送  
迎左行う場合  

常勤のユニツドノー  
ターをユニット毎に  
配置していない等  
ユニットケアにおけ  
る体制が未整備で  
ある場合  

僻地の医師確保  
計画を届出たも  
の以外で、医師  
の数が基準に定  
められた医師の  
員数に60／100  
を乗じて得た数  
未満である場合  

僻地の医師確保  
計画値届出たも  
ので、医師の数  
が基準に定めら  
れた医師の員数  
に60／100を乗じ  
て得た敦夫満で  
ある場合  

定められた有言嚢  
職員の員数に  
20／100を乗じて  

得た数未満の場  看護師が基準に  

a．認知症疾患型介言隻守  

入所療養介護費（）  
く従来型個室〉  要支緩2 （1．007単位）   

b．認知症疾患型介岩蔓∃  

入所療養介護手（）  
く多床室〉  要支援2≡（1．112風位）   

a．認知症疾患型介岩隻う  

入所療養介護費（i）  
く従来型個室〉  畢支捷2 （ 948単位）   

b．認知症疾患型介護コ  

入所療養介護費（1り  
く多床室）  要支援2 （1．053単位）   

a．認知症疾患型介昌隻二  

入所療養介喜蔓費（）   
く従来型個室〉   要支珪2 （ 920単位）   

b認知症疾患型介護二   

入所療養介言隻費（）  
く多床室〉  栗支援2 （1．025単位）   

∂．認知症疾患型介喜彗・  

入所療養介護費（り  
く従来型個室〉  要支援2．．（ 904単位）   

b．認知症疾患型介乙隻  

入所療養介護費（）  
く多床室〉  要支援2 （1．009単位）   

a．認知症疾患準介護  

入所療養介護費（〕  
短  辛支操2 （ 842単位）   

b．認知症疾患型介護  

入所療養介護費（1i  
く多床室〉   要支援2 （ 947単位）   

経過型介護予防短期入  

要支援2 く  744単位）   

経過型介言隻予防短期入  

（一）認知症疾  

大  
苧  
病  院  
介護く6：1〉  

多床室〉   

（二）認知症疾  

患型介護予防短  
期入所療養介三隻  
貴（Ⅱ）  

く一般病院〉  
看言隻イ4：1〉  

介護・こ4て1〉  

（三）認知症探  
（1）認知症  
疾患型介護    期入所療養介護  

予防短期入       所療養介護   費（Ⅲ） く一姫病院〉    費  

（1日につき）   看亘葺く4：1〉      介護く5：l〉  

く多床室〉   
般  
病 院  
患型介護予防短  
期入所療養介護  
費（Ⅳ）  

く一般病院〉  
看護く4：1〉  

介護く6：1〉  

（五）認知症疾  

患型介護予防  
期入所療養介護  
費（V） 〈一般病院〉  

経過措置型   
く多床室〉   

（2）認知症   

護 

（二）認知症疾患型  
（－）認知症疾患型   費（l〉    く従来型個嘗）  

×90／100  ×70／100  

片道につき  
＋184単位   

×90／100   ×7〕／100  

（1日につき）  ふ隻貫し山ノ く多床軍〉   

と認知江疾患 
入所療養介護 
辿個室）   

型認知痔疾蕎 
入所療養介護 

型認知症疾  茎り漫侶畢〉   
憑型介護予  
防短期入所  
療養介喜章煮  ’・■●  

入所療養介護 
般  

型個宴）   

型認知症疾患 
∃入所療養介護 
型準個室〉   

要支援2 （ 849単位）   

型介護  
費（）  

ト型個室）  要支援2 （1．115単位）   

汽り介護  
費（r）  

ト彗り漫侶畢〉  要支援2 （1．115単位）  

‾■∫  
費（）  

ト型個宴）  要支援2 （1，062単位）   

型介喜彗  
費（）  

ト型準個室〉   要支援2 （1．062単位）  

」特定診療費は・支給限度額管理の対象外の算定項目  
＿＿＿【＿＿＿＿＿＿▼  

予防 8  



10介護予防特定施設入居者生活介護費  

委託先である指定介護予防サービス事業者により介護予防サービスが  
行われる場合  

11介護予防福祉用具貸与費  

中山同地域琴における小規摸事業所  
加算  

特別埴域介護予防福祉梢具貸与加  
算  

通費に相当する頼の2／3に相当す  通さに相当する傾の1／3に相当す  通草に相当する頼長事業所の所在  
に適用される1単イ立の単価で除して  
た単イ立教を加算  

】抗を事業所の所在地に適用される1  
額を事業所の所在地に適用きれる1  

位の単価で徐Lて得た単位数を加  位の単価で除して得た単位数を加算  
個々の用具ごとに貸与費の1／3を限  個々の用具ごとに貸与賢の1DO／1  

0を限度）  
個々の用具ごとに貸与責の2／3を  

」＝特別地域介護予防福祉用異貸与加算・中山間地域等における小規模事業所加算、中山間地域等に居住する者へのサービス提供加算は、支給限度  
＿＿＿＿▼＿、一▲＿＿  

額管理の対象外となる算定項目  
※要支援1又は要支援2の者については、車いす、車いす付属品、特殊寝台、特殊寝台付属品、床ずれ防止用異、体位変換器、認知症老人排個感知機器＼移動  
用リフトを算定しないハ（たたし、別に厚生労働大臣が定める状態にある者を除く。）  

予防 9   



Ⅰ指定介護予防支援介護給付費単位数の算定構造  

介護予防支援費  

基本部分  

イ 介護予防支援費（1月につき）  

（412単位）  

口初回加算  （＋300単位）  

ハ介護予防小規模多機能型居宅介護事業所連携加算             （＋300単位）  

予防10   



介 護 報 酬 の 算 定‘構 造（案）  

［二  
地 域 密 着 型 サ ー ビ ス  

＝‥平成21年度見直し案箇所   

Ⅰ指定地域密着型サービス介護給付費単位数の算定構造  

1夜間対応型訪問介護費  

2 認知症対応型通所介護責  

3 小規模多機能型居宅介護費  

4 認知症対応型共同生活介護費  

5 地域密着型特定施設入居者生活介護費  

6 地域密着型介護老人福祉施設サービス  

Ⅱ 指定地域密着型介護予防サービス介護給付費単位数の算定構造  

1介護予防認知症対応型通所介護費  

2 介護予防小規模多機能型居宅介護費  

3 介護予防認知症対応型共同生活介護費   



Ⅰ指定地域密着型サービス介護給付費単位数の算定構造   

1夜間対応型訪問介護費  

24時間通報対 応加算  3級訪問介護  

員により行われ  
る場合（※）  

基本部分  

1月につき rr 610単位   

×70／100  

※平成21年3月31日時点で、3級訪問介護員が指定夜間対応型訪問介護事業所に雇用されている場合であっ  
て、当該者が指定夜間対応型訪問介護を行う場合は、平成22年3月31日までの間、所定単位数の100分の70  
に相当する単位数を算定する。  

［脚注］   

1．単位数算定記号の説明  
＋00単位  ＝〉  
－00単位  ＝〉  
×00／100 ＝〉  
＋00／100 ＝〉  

所定単位数 ＋ 00単位  
所定単位数 － 00単イ立  
所定単位数 × 00／100  
所定単位数 ＋ 所定単位数×00／100  

地域1  



2 認知症対応型適所介護費  

基本部分      注    2時帯 時間〕 認知石 型通戸 行う堰          看言隻・介護職 艮の員数が 基準に満たな い場合   

要介護1  （ 526 甲l立）  

（一）  

（ 578単位）  

3時間以上  （ 630単位）  

4時間未満  （ 682単位）  

×7（  

要介   （ 735単位）  

要介   （ 715単位）  

（1）認知症  
（ 789単位）  

対応型適所  （ 864単位）  

介護費（り  （ 938単位）  

要介   （1013単位）  

要介   （ 967単位）  

（1071単位）  
（三）  

6時間以上  （1．175単位）  

8時間未満  （1280単位）  

イ認知症  
対応型通  要介   （1．384単位）  

所介護費  要介   （ 477単位）  
（Ⅰ）  

（－）  

（ 523単位）  

3時間以上  （ 570単位）  

（ 617単位）  

要介．．隻5  （ 663単位）  

要介護1  （ 645単位）  

（2）認知症  要介】隻2  （ 711単位）  

対応型適所  ×70／100  ×70／′100  

介護費（ij）  （ 844単伍）  

×7  

要   （ 911単何）  

要  隻1  （ 869単位）  

（三）  
彗2  （ 962単位）  

6時間以上  （1055単位）  

B時間未満  （し148判立）  

要介護5  

4時間未満                          要介護4                 （二） 4時間以上 6時間未満            〉く                （ 778 単位）                                               要介護3        要介護4            （1241中位）    （1）3時間以上 4時間未満   要  （ 235 肇位）       （ 243単位）       〔 252 蝉杭）       （ 260単位）       （ 269 軍位）   

入浴介助を  
行った場合  

6時間以上8時  
間未満の認知症  
対応型適所介護  
の前後に日常生  
活上の世話を行  
う場合  

＋150単位  
1回につき  （月2回を  限度）   

要介  
要介  

（1）3時間以上  
4時間未満  要介  

要介  
要介  
要介  

口乙君餌症  要弟  
対応型通  〔2）4時間以上    要余  
所介護費  6時間未満  

‡∵‡  要弟  
要の  
要弟  
せ十  

（3）6時間以上    要で  
矧持間未満  

要イ  
要イ  

護1  （ 335単位）  

護2  （ 34巳学位）  

護3  （ 360 別音）  

p隻4  r 372単位）  

護5  （ 384 甲佐）  

護1  （ 469単位）  

・謹2  （ 4B6単位）  

、護3  （ 503 剰、1）  

＼謹4  （ 520尊位）  

＼護5  （ 537 単位）  

地域 2  



3 小規模多機能型居宅介護費  

＋        ＋ ＋ ＋  ＋   ＋   ＋  ∴   

二丁‾‾一昔三≡  

過少サービス に対する減算  

釘亨葉蘭蔭蒔青海元首川一師：事業開始時支援加算（け                     （1月につき500単位を加算）  

糎薄覇師鱒鱒郡町て＝「二丁－一  
（1月につき’300単位を加算）、 ＿＿＿＿－＿－＿＿＿▼＿＿＿＿＿二＿＿－－－一一…－ユーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー…－－－－一－－－－－－－－－－一－－－－－－－－－I  

‾‾‾‾…‾‾‾‾‾一－‾‾‾‾■‾‖‾‾‾叫‾ 
7 ＝ 事業所間始時支援加算は、支給限度額管理の対象外の算定項目  

4認知症対応型共同生活介護費  

基本部分  

症利用者受  
若年性認知  入加算  

認知症行動・  
心理症状緊急  
対応加算  

「「  「「  
（  831単位）   

1日につき  ＋80単位 （死亡己以前  

30日を限度）   

848単位）  

介護費（1日こつき）    3  
4  

要介  5   

要介  
2  

ロ 短期利用共同生活介護  
賛（1日につき）  

4  

要介  5  
コ          3  

（   882単位）  
・1日につき  

＋120単位  
1日につき  

＋25単位  
（   900単位）  

×97／100  
（   861単位）  

（  878単位）  

（   895単位）  

（  912単位）  

（  930単位）  

地域 3  



5 地域密着型特定施設入居者生活介護費  

≡≡  
看護・介護職員の  
員数が基準に満  

たない場合  
基本部分  

F恒   ×70／100  

口 夜間看護体制加算  
（1日につき10単位を加算）  

地域 4  



6 地域密着型介護福祉施設サービス  
注   

■丘体■加嘉 山  ■■陣●加膚 （l）   

＋12■位  ＋23■位   

＋ヰ蝿拉  ＋8■也   

地域 5   



Ⅰ指定地域密着型介護予防サービス介護給付費単位数の算定構造  

1介護予防認知症対応型通所介護費  

注   

琶  ニーモーⅠ三も二・j■二三   

t  

Xフロノ／100     ×70／ノ′100   

入浴介助を 行った場合  
6時間以上8時間未  
満の介護予防認知  
症対応型適所介護 の前後に自常生活  

上の世話を行う場合   

2時間以上3時  

間未満の介護  
予防認知症対  
応型適所介護  
を行う場合  

嬰5  

3時間以上  
4時間未満   要ラ  

（1）介護予   要：  

防認知症対応  4時間以上  

要：  

（i）（旧単独  

製）   

（三）  

要：  

6時間以上  

8晴間未満  要：  

イ介護予防認知  
症対応型適所介護  
費（＝  （【）  誓：  

3時間以上  
菅  

（2）介喜雪子  贋  
防認知症対応  4時間以上  

ご要  
（lり（旧併設  
型）   

（三）  

詮  

6時間以上  
已時間未満  

（1）3時間以上   撃  

要   4時間未満  

〔2）4時間以上   要  
ロ介言隻予防認知  聾   6時間未満  
症対応型適所介護  
費（［）  

要  

（3）6時間以上    要   8時間未満   

8時間以上  

9時間未満の場合  
十50単位   
9時間以上  

10時間未満の場合   
＋100単位   

支援1（ 835単位）  

支援2（ 934単位）  

1月につき  
＋150単位   

1月につき  
十150単位  

1日につき  
ト50単位  

8晴間以上  
9晴間未満の場合  
十50単位   
9晴間以上  
川時間未満の場合   
ト100学位   

支援1（ 751単位）  

要                                         支援2（ 839単位）  

支援1（ 21日単位）  

支援2 r 230申1売）  

支援1（ 311単イ壬）  

支援2（ 329剰立）  

8時間以上  
9時間未満の場合  
十50単位   
9け与間以上  

10時間未満の場合   
十100卑怯  

支援l（ 435利、ン）  

支撰2（ 460単位）  

（1）サービス提供体制強化加算（り  

ハサービス提供  （1日引＝つき12単位を加算）  

体制強化加算        （2）サービス提供体制強化加算（Ⅱ）  
（1回につき 6単位を加算）  

地域 6  



2 介護予防小規模多機能型居宅介護費  

ミ＿；∴† ∵∴‘‥                                                                                       ⊥   ⊥．＿＿  
過少サービスに  
対する減算  

3 介護予防認知症対応型共同生活介護費  

×70／100     ×70／100   注  1日につき  

＋120単位   
1日につき  

＋25単位  
1日につき   

＋200単位  
（7日間を限度）  

（1日につき 30単位を加算）  

二 二還居持相談課劫加算  
（400単位を加算（利用者1人につき1回を限度）  

地域7  



（別紙1）  

介護給付費算定に係る体制等状況一覧表（案）（居宅サービス・施設サービス・居宅介護支援）  

提供サビス  施設等の区分   人員配置区分   そ   の   他   該   当   す    る   体   制   等  割引   

各サービス共通  地域区分  l 特別区 2 特甲地 3 甲地 4 乙地 5 その他  

特別地域加算  1 なし 2 あり  1 なし 2 あリ  

1身体介護  1 なし 2 あリ  

訪問介言隻  2生活援助  1 なし 2 加算Ⅰ 3 加算Ⅲ 4 加算Ⅶ  

3通院等乗降介勤  

問回数200垣］超 2 廷訪問回数200回以下   
1 なし 2 あリ  

訪問入浴ナ譲  る小規軍事菓所加虜（圭       訪問回数20回以下  
サ     化加算  1 なし 2 あリ  

特別納域加算  1 なし 2 あリ  

中山間地域筆における小よ  
1訪問看護ステション  1 延訪問回数100回超 2 延訪問瓦数100回以下  

訪問看護  2病院又は診療所  緊急時訪問看護加算  1 なし 2 あリ  

特別管堰休制  1 対応不可 2 対応可  

ターニナルケア体制  1 なし 2 あリ  

サビス提供体制強化加算  1 なし 2 あリ   

1病院又は診療所  サビス提供体制強化加算  1 なし 2 あリ  
14  訪問リハビリテーション  

フ介護老人保健施設  
時貞の欠員「‾よる：成算の状況  1 なし 2 看護職旦 3 介護職員  1 なし 2 あリ  

1 対応不可 2 対応可  

3小規模型事業所  入浴介助体制  1 なし 2 あリ  

4通常規模梨事業所  個別機能訓練体制  】 なL 2 加算1 3 加算u  
適所介護  6大規模型事業所（Ⅰ  1 なし 2 あリ  

7大規模製革某所＝l）  栄養改善体制  1 なし 2 あり  

5ぬ養通辞介護季菓所  口腔機能句」仏剛  1 なし 2 あり  

サビス提棋体制強化加算  1 なし 2 加算Ⅰ 3 加算n 4 加算Ⅶ   

1なし2医師3看護職員4介護職員5理学療法±6作業般法士  
職員の欠員による品質の状況  

7言語聴貰士  

津田日延長サ㌦ビス休告  1 対応不可 2 対応可  

4i阜革メ見楳の事業所  メニ′＼介助休静  1 なし 2 あリ  

16  語漢－症短期集中リハビリ；二－ ヨン椿制  1 なし 2 あリ  

6大規積の事業所＝＝  ≠年性認知症利用者押入イ  1 なし 2 あリ  

1 なし 2 あり  

栄養改益体判  
サビス提供体恥強化加算  1 なし 2 加算】 3 加算口  

特別地鰯加算  
福祉用見違与  

1 なし 2 あリ                                  る小規模事業所加算り     1 実利用者数15人超 2 実利用者数15人以下  



」          J   1 なし 2 あり  

′、       口 3 介護碓渓  

士1    ＝T      ⊥1  ■  

十＋        ∵  

一ト         ト  
1、        し  

四  
石丁  

′■          し  
哀  

1なし 2 加算1 3 加算n 4 加算Ⅲ  

司  
□   介≡袖口 5 理学療法± 6 作業療法士 7 ＝＝五聴覚士  

1対応不可 2 対応可  
一■■■■■－－一－－－－－－一一－－－－一－－－－－－－＝－－－－叫－一一－…一一－－－－－－－－－－－－－－－－－一一－－－－－＝－－－－－－－－－－－－－－－－一一－－－－－－－－－－－一一－－－－－－－－－－－－－－－－一－－－－－－－一一－－■－‾‾‾‾  

4 併設型一空言聖コニット型  若年性認知■  
送迎体制  
椴委食加算  
緊急受入休  
サビス提   
夜間勤務条件基準  
こよる減算の状況  

ユニットケア体制  
1なし2あリ  
ーーーーーーーー◆－■－－－－－－一一－－一－－－－－－－一－－－－－＝－－－一一－－一－－－－－－－－－…－－－－－－－－－…－－－－－－－－－－－－－…－－－－－－一－－－－＝－－一一－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－■‾‾‾‾‾  

m  
・1・＝・エ   作業療法 3 その他  
切  

温削管摺指導  

1 十＋  し 2 加算1 3 加算n 4 加算Ⅲ    ↓  

」13加算型n 4刀口算型m5減算型6加算型Ⅳ  
き  凸 4 介護臓□  

司  
49、用  

こ⊥  一こ ． ヒ、†女＝   薬剤管堰指導  3 集琵つこ「二万一÷ノコ、ノ疲法  

4 「算m  
1 攣  学窓法13 作業療法 4 言語聴覚療法 5 精神科作業療法 6 その他  

司  

リ管理指導  3 集匡コニューケーション療法  

Ⅲ  
1；里芋療法13 作業鋸去 4 言語聴覚療法 5 精神科作業鋸去 6 その他  

ロ 4 介‾ 職員  

nt  

1精神科作業療法 2 その他    R  
1 なし 2 あり  

■■▼－…－－－，・－＝＝－－－－一 1なし2あリ  一一－－－一一－－－－－－－－…－－－－－－－一一－－－－…－－一－－－－－－－－－－－－－……＝－－－－－－－－－－－－－－－…－－－－－－－…－－－－－－－－－－＝…－－…－－－－－－一一－－一一叩－－－…－－－－－－一一   

1なし2あリ  
一■＝－－－一一…－－－－－－－－－一－－－－－－一…－－－－－－－－－＝－－－－－－－＝－－－－－－一－－－－－－－一一－－－－－－－－－－－－－－－－－…一－－－－－－…一一一－－－－－－………－－－－－－－－－－－…一－－－－－－－一   

1介護老人保健施設（l）  夜勤職員配置加算  
2ユニット型介護老人保健施設（l）  〕ン機能強化  
5でト護老人保健施設（n）  体制  
6ユニット堅介護老人イま壁施療＝l）  擁養食加算  

短編入所塘秦介護  7介護老人保健施設（m）  認知症ケア加算  
8ユニット型介護老人保健施設Ⅷ）  若年性    用者受入加算  

送迎体制  
特別療養費力こ算項巨  

別加算  

サビス提傍   、休刊強化加筆   

夜間勤務条件基準  
る三成算の状況  
判  

l病院被春型  21聖  

6⊥ニット生病院療養型  3口乙  

A病院程近型  4m型  
Cユニット型病院鰻週型  療養食加算  

利通化加算  
リハヒーノ丁シ］ン提供仏馴  

ユーットケア体制  
ー準  

23  認知症利用者受入加算  
2診療所芸  1一塁  

7ユニット型診療所生  2Il聖  

、1ス提供体制強化加算  

リハビリナシ］ン提供休宥 
職員の欠員r  

3 認知症疾患型   5 1型   ユニットケ  
8 」ニット型認知症疾患聖   6 LI型  送迎体制  
B 喜忍知症経過聖   7111型  

8Ⅳ型  

9V聖   
リハビ   

1 有料老人′トム   職員の欠員による減算の状況  
2■ 軽費老人′トーム  1 枚型  個別機能訓絨体制  

3   
夜間看護体   割  2 外那リビ  

4 高齢者専用賃貸住宅   ス斉．用堅  医療機関連携加算  
障害者等支援加算  



」  3    升f［  

具に関する状況）  1実利用者数20人超 2 実利用音数20人以下  

汽‘′  司   1 なし 2 あり  

護職員 4 介護支援専門員  

し  
切  

つ    しl  

凹  

切  

1なし 2 加算t 3 加算什 4 加算tⅡ  

D 4 ノゝ護砲口 5 埋草療法士 6 作業療法士 7 介護支援専門員  

】し＋■  ▲  

′、      り  

＋ 戸女王 ヒ’  

1 丈、し 2 あリ  

責、 2 力算Ⅰ 3 加算n  

□ 4 力算m  

1リハビリテ  二㌢ヨ．．ン指導管理 2 言語聴吏療法 3 精神科作業療法 4 その他   

3コソト型介護福祉庚遇  51  ケ護老人福祉施設  忘年且認知正人前者  受入左傾  

4ユニット型小規模介護福祉施設  常勤専従医師配置  
養指導  

栄養マネジメント体制  
療養食刀日野  
看取しノ介護体制  
在宝・入所相巨利用体隼  
認知症専門ケア月□算  
サービス提供体制強化加算   
夜間勤務条件基準  
職員の欠員による誠  

ユニットケア体恥  

療養食ノj口琴  

1で「計呆健施設（†）  夜勤職員配蕎加算   
2 ⊥ニット型介護保健施設（Ⅰ  若年竺認知症入所者受入加算  
5 介護者人保健施設（n）  認知症ケア加算  

ケ護老人保健施設  61ニット型介護保健施設（n：  身体拘束廃止取組の有無  

7ナ演者人保健簸設川1）  

8コニット塑介護ノ主催施設（m）  特別療養費加筆項目  
栄養マネジメント仏刹  

療養体制維持特別加算  
認知症専門ケア加算  
サビス提供体制弓  
リハ⊂●り丁シ］ン提供休   



3 加算型n 4 加算型m 5  1 基車型」 2  

なし 2 医師 3  

1 基準型 2  

1 基準 2  

ソト聖ヲ丙院強姦聖  

A 蛎院経過聖  

C ユノト型病院経過型  1 楢院療養型 仁  

なし 2 あり  

1 ′、し 2 あリ  

1 ′、し 2 あリ  

1 なし 2 あリ  

1重症度届潰瘍指導管理 2 薬剤管理指導  3 集団コミュニケーション療法  

1 なし 2 加算I 3 加算口  

1 なし 2 あり  

1 なし 2 加算1 3 加算n 4 加算nl  

埋草療法！3 作業療法 4 言語聴覚療法 5 精神梨作業療法 6 その他  

1 対応不可 2 対応可  

1 基準型 2 減算型  

† むし 2 あリ  

1 ナ、し 2 あリ  

1 ′、し 2 あり  

1 丈、し 2 あり  

1重症度届潰瘍指導管理 2 薬剤管酎旨尊  3 集団コミュニケション療法  

11・し 2 加算I 3 加算［  

1 なし 2 加算1 3 加算口 4 加鼻m  

1 ′、し 2 あリ  

1理学療法T 3 作業療法 4 言語聴覚療法 5 精神科作業鋸去 6 その他  

1 ′、し 2 医師 3 看護職貞 4 介護職員 5 介護支援専門員  

1 対応不可 2 対応可  

1 ナ、し 2 あリ  

1 ′、し 2 あり  

1 ′、し 2 あリ  

1 ≠・し 2 加算1 3 加算汀 4 加算Ⅲ  

1 なし 2 あリ  

1精神科作業療法 2 その他   

リハヒノTソ］ン謹慎穣旦  

ユニットケア体制  
設備基∠隻  

介護療養型医療施設  若年性主君知症患者受入刀□算  

2診椴所芸  l†聖  

7コニット軋診椴扉巷  2Tl型  

特定診療費項∃  
認知症専門ケア加算  
サ∬ビス提供体制強化加算  

テーション加算  
ノハヒ‘り丁シ］ン提伝体制  

職員の欠員による減算  

51聖  

3 認知症疾患聖  6†1型  
且 ユニット型謹告二症疾居室   7 m聖  療養食加算  
自 認知」症経過型   8 Ⅳ型  栄養マネジメント体制  

サービス提供体制強化加算  
認知症短期集中リハビリテション加算  
Jハトーり十－シ］ン提甥体制  



（別紙1）  

介護給付費算定に係る体制等状況一覧表（案）（主たる事業所の所在地以外の場所で一部実施する場合の出張所等の状況）  

事業所番号  

謹撰サビス  施設等の戻分   人員配置区分  

ビ 共通  篭城区分   
特別地域加虜  

1 身体介護  3級ヘルパー体制  

訪問介護  2 生活援助  特定事業所加算  

3 通院等乗降介助  中山間地域等における小規模事業所加算（炒  

中山闇地域等における小規模事業所加算（卿   

特別把威加鼻  
1 訪問看護ステーション  中山間地域等における小規模事業所加算（地1  

訪問看護  2 病院又は診療所  中山闇地域等における小規模事業所加算（規1  

サビス提供体制強化加算   
職員の欠員による減算の状況  
時間延長サビス仏制  

3 小規模聖事業所  入浴介助体制  
4通常規模型事業所  個別機能訓練体制  

通所介言葦  6大規模型事業所（l）  若年性認知症利用者受入加算  
7大柳美型事業所川）  栄養改益体制  

口腔機首巨向一体制  
サビス提穣体制強化加算  

当   す   る   体   制   等  そ   の   ノっ   該  

1 特別区 2 特甲笥  

し 2 あリ  

し 2 あリ  

1 なし 2 加算Ⅰ 3 加算□ 4 加算m  

1延訪問回数200［司議 2 延訪問回数200回以下  

▼＿＿ヱ＿＿■垂  

当2   

00□、  

1 なし 2 あり  

1なし2あリ  ■▼一－－＝－－－－－－一一－－一－－－－－－－－－－一一一－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－一一－－－－－－－－－－－－－－－－－一－－－－－－－－－－－－一一－－－－－一一一一一－－－－＝－－－－－一一一一一－－－－－－一一－－－－一一－－－一一一一－－－－－－一－－－＝－－－－－一一－－－一一一－－－－－一一一  

1なし2力：算13加算圧4加算m   

備考1二の去は、事業所所在地以外の場所で別幸美を実施する出張所等がある場合について記載する」ととし＼複数出張所等を有する場合は出張所ごとに提出してくださいっ   



（別紙1－2）  
介護給付費算定に係る体制等状況一覧表（案）（介護予防サービス・介護予防支援）  

提供サビス  施設等の区分   人員配置区分   そ   の   他   該   当   す   る   体   制   等  割弓   
各サ、ビス共通  地域区分  1 特別区 2 特甲地 3 甲地 4 乙地 5 その他  

特別地域加算  1 なし 2 あり  1 なし 2 あリ  

3級ヘルパ体   利  1 なし 2 あり  
61  介護予防訪問介護  

「＋1       犬甥）  l 実利用者黎5人窟 2 実利用音数5人以下   
特別地域加算  1 なし 2 あリ  1 なし 2 あり  

中山間地域等における小規模事業所加算（地域に関する状況）  
62  介護予防訪問入浴ナ薙  

佃或等における小頒横寺某所加算（頒様に関する      1 延訪問画数5回超 2 廷訪問回数5回以下  

サー  提供体勘埴化加算  1 なし 2 あり   

特別地域加算  1 なし 2 あリ  

中山腎地域等におけるノ＼真    口算（地域に関する状況）  

1訪問看護ステーシ＿コン  中山間地域等における小規模事業所加眉（規模に関する状況）      1 延訪問回数5垣】超 2 延訪常匡数5瓦以下  

63  分譲予院訪問看言隻  2病撮又は診療所  緊急韓訪問看護尤虜  1 なし 2 あリ  

特別管理体制  1 封応不可 2 封応可  

サ▼，－ビス提供体制強化か口算  1 なし 2 あり   

1病院又は診療所  サ▲－ビス提供休刹強化加憤  1 なし 2 あリ  

64  介護予防訪問リハビリテ「ション  2介護老人保健施設  

職員の欠員による減算の  1 なし 2 看護職員 3 介護識貞  1 なし 2 あリ  

1 なし 2 あリ  

1 なし 2 あリ  

65  介護予防通所介護  1 なし 2 あリ  

十  l なし 2 あり  

手業前評価カロ算〔中山「の有無  1 なし 2 あり  

サード人提供体注強化m算  1 なし フ 加算1 3 加算［  



1 なし 2 あり  

栄養改善仏刹  1 なし 2 あリ  

66  介護予防適所り′＼どリテ円ション  口仔空機首宕向」体削  7 なし 2 あリ  

若年性認知症利用者受入加算  
1 なし 2 あり  

サビス握侠体制強化加算  1 なし 2 加算丁 3 加算汀  

特別  加算  1 なし 2 あリ  

介護予防福な用具貸与  口算〔地域に関する状況）  

／  

中山  郵或等における小規模事業所加算（規模に関する状況）   7 実利用音数5人超 2 実利用者数5人以下   

夜間勤務条件基準  1 基準型 2   算型  1 なし 2 あリ  

職員の欠員による減算の状況  
1単独型  ユニットケア休利  ヌTJ心イ＼口＿  ∠ メ、頼む口」  

2誓設型・空沫型  

2q   
機能訓練指導体制  1 なし 2 あリ  

3単独型」ニット聖  若年性認知症和声1者受人加算  1 なし 2 あリ  

4併設型・空沫聖ユソト聖   送迎牒昔  
療養食加筆  1 なし 2 あリ  

サ【ビス諾壌徳和強化月コ箪  1 なし 2 ′り口算Ⅰ 3 加算n 4 月：算Il   

攻問勤務条件基登  1 基薄型 2 減算型  

1 なし 2 医師 3     臓員 4 介護職員 5 理学療法士 6 作業療法士 7 言語聴覚±  

コニットケ′体制  
旋施設（1）  惹加夢  1 なし 2 あり  

介護孝ノし保隻施設′I：  1 なし 2 あリ  

健康設＝＝  若年性認知庄ネ用者受入刀二算  1 なし 2 あリ  

25  介護予防短親入斎強暴介言     介護老人保健施改＝7  送迎体馴  

髄液設川【）  特別療養費加筆項目  1 重症度届潰瘍指導管主      団コミュニケーーション療法  

〈譲老人採態兼謹〔m〕  なし 2 あリ  

1 なし 2 あり  

偵体制硝化加筆  1 なし 2 加筆l     ：真一1 4 加算m  

シヲ  空軍  



」    j13 加算型I1 4 加算型m 5 減算型 6 加算型Ⅳ  

た、  2  自  3  

1：粗草療法† 3 作    業態法 4 言語聴覚療法 5 精神科作業療法 6 その他  

声質王  2   団コニュニケーソヨン療法    1Ⅰ 4 力算m                    1対応不可 2 対応可 ■■■■－＝－－－－－－－一＝－－－－一一－■・▼－－－－－－－－一一■＋■・－－－－－－…＝－－－－－一一－－一一日－－－－－一…一一一－－－－－－－…－－－－－－一一一一一＝－－－－－一一－－－－－－－－－－－－－－一一＝＝－－－－－－一一－－‾   

26  介護予防短期入所椴養介護   設備量埜  
若年性認知症斉し声】者受入m策  

フ診赦所彗 11聖  

7ユニット鞋診療所型  211斗  

り強化刀：算  

リハヒリ丁シ］ン提供体㌢  

5†型  
3 認矢：症疾患生  6［型   

8 ユニット型認知症玖患妄   7 1門聖  送迎体幕j  

B 認知症経過塑   8Ⅳ型  

9V型   
リハヒーリテション提供   勘   

1有精老人′トーム  職員の欠員によ   道草の状フエ  
2豊里章老人′l＼ム  1一般型  

35  介言璧予防特定ち壱設入居者生活介護    3養護老人）t、ム  2外苫円lナーヒ  

4高齢者専用賃貸住宅  ス利用型                              障害名等支援加算  

t一  刀         」  

、ヒ，出－   ‡管那ヒ導 3 集Eコニュケンヨン療法  

ロ 4 加算m  
1理学療法13 作美療法 4 言語聴覚療法 5 精神科作美漁法 6 その他  

4 介護塩見  

⊥＋    言「     ⊥  

広  
m  

1精神科作美療法 2 その他  
1 なし 2 あリ  

m  



（別紙1▼2）  
介護給付費算定に係る体制等状況－覧表（案）（主たる事業所の所在地以外の場所で一部実施する場合の出張所等の状況）  

辛  山間地域等にお什る小柳羊車掌痛加豊（翻引：二関する状況）  1 実  利用者数5人超 2 実利用着払5人以下   

特別地域加算  1 なし 2 あリ  

1訪問看護ステション  中山闇地域等における′い規模事業所加算（地域に管する状況）  
63  介護予防訪問看護  

串」間地域等における／】＼規模事業所加算（郷里に関する状況）  2病院又は診椴所  

サービス提供体制強化加算  1 なし 2 あリ   

職員の欠員「‾よる減算の状況  1 なし 2 看護職員 3 介護職員  

】生性認知症利用者受入加算  
旬上体制   1 なし 2 あリ  

65  介護予訪適所介護  朱・   1 なし 2 あり  

卜体制   1 なし 2 あリ  

▲薫所評価ガロ算 r申出jの有無   】 なし 2 あり  

備考1この衷は、事業所所在地以外の場所で一言晒実を実施する上張所掌がある場合について記載することとL、複数上¶張所掌を有する堪合は出張所ごとに接し←してください〉   



（別紙1－3）  

介護給付費算定に係る体制等状況一覧表（案）（地域密着型サービス・地域密着型介護予防サービス）  

事業所番号  

蓬供サービス  施設等の区分   人員配置区分   そ   の   他   該   当   す   る   休   刊   等  割引   

各サービス共通  地域区分  
11型  3級ヘルパー体制  † なし 2 あリ  1 なし 2 あリ  

71  夜間対応型訪問介護  2Ⅱ型  24時間通韓対応加算  1対応不可 2 対応可  

サービス提供体制強化加算  1 なし 2 加算1 3 加算8   
職員の欠員による減算の状況  】 なし 2 看護職貞 3 介護職員  1 なし 2 あリ  

時間延長サービス体制   1 対応不可 2 対応可  
1単独型  入浴介助体制  1 なし 2 あリ  

認知症打芯型退所介護  2併設型  体制   1 なし 2 あリ  

3グループホーム等活用型  若年性認知症利用者受入加算  1 なし 2 あり  

栄養改善体制   1 なし 2 あリ  
口腔機能向上体制  1 なし 2 あリ  

サービス提供体制強化加算  † なし 2 加算J 3 加算ロ   
職員の欠員による減算の状況  1 なし 2 看護職員 3 介護職員  1 なし 2 あり  

73  小規模多機能型居宅介護  看護職員配置加算  
サービス提供体制強化加算  1 なし 2 加算Ⅰ 3 加算□ 4 加算Ⅲ   
職員の欠員による減算の状況  1 なし 2  従業者   1 なし 2 あり  

夜間勤務条件基準  
夜間ケア加算  1 なし 2 あリ  

認知症対応型共同生活介護  若年性認知症利用者受入加算   1 なし 2 あリ  
医療連携体制  1 対応不可 2 対応可  

認知症専門ケア加算  1 なし 2 加算Ⅰ 3 加算［  

サービス提供体制強化加雛  1 なし 2 加算1 3 加算Ⅱ 4 加算Ⅲ  
職員の欠員によるフ成算ロ）状況  1 なし 2 っ  従業者   1なし 2 あリ  

基準  
夜間ケア加算  †なし2あ  

38                                                                                                    認知症対応型共同生活介護  

（短期禾」用型）  
若年性認知症利厚着受入刀口算  1なし2あ   

1 対応不可 2 対応可  
加算  

サービス提供体制強化加算  1 なし 2 加算1 3 加算Ⅱ 4 カ日算皿   
1有料老人ホーム  職員の欠員による減算の状況  1 なし 2 看護職貞 3 介護職員  1 なし 2 あリ  

2軽費老人ホ岬ム  個別磯能訓頴体制   1 なし 2 あり  
3養護老人ホーム  夜間看三豊体制   1 対応不可 2 対応可  
4高齢者専用賃貸住宅  

地域密着型特定施設入居者生活介護  医療機関連携加算   1 なし 2 あリ  
5サテライト型有料老人ホーム  

6サテライト型軽費老人ホーム  

7サテライト型養護老人ホ岬ム  

8サテライト型高齢者専用賃貸住宅  



1 なし 2 あリ  1 基準型 2  

1 なし 2 看護職昌 3  職員の欠員による  
トケア体制  

1 なし 2 あリ  

1 なし 2 あリ  

1 なし 2 あり  

1 なし 2 あり  夜勤職員配置加算  
2 対応可  1 地域密義塾介護福祉施設  

2 サテライト型介護福祉施設  

3 ユニット型地域密着型介護福祉施設  

1 なし 2 あリ  1 経過的   
施設以外  1 なし 2 あリ  

域電着戸介葦毛人言▼祉施設  54  地域密着型介護者人福祉巧言貨  ■ －－－、 たサ▲ニノノトヂいじ†空■も丁生井  「   ぴしご月「ゾ†  「音義毒謹直自薦程  置  
介護福祉施設   施設  精神科医師定期的療養指導  

障害者生活支援体制  
栄養マネジメント体制  
療養食加算  

小規模拠点集合  体制  

認知症専門ケア  加筆  

サービス提供イ本  制強化加ぎ   

芽鼓員の欠員によ  る減算の箋〕  

ス休刊  
1単独型  胤伸那㍊凋洒  制  

2併設型  
74  介護予防認知拝対応型通所介三隻  

入浴介助休刊  
3グループホーム草詫用型  用者受入刀  

栄養改善体制  
口腔機能向上体  制  
サービス提供体  制強化加葦   

職員の欠員によ  る減算の」：  

75  サービス提供体  剖強化加害  
職員の欠員による減算の弓：  

夜間勤務条件基準  

介護予防認知症対応型共同生活介護  
夜間ケア加算  

認知症専門ケア  加算  

サービス提供体  制強化加筆  

職員の欠員によ  る減算の1：  

夜間勤務条件基準  

39   夜間ケアカロ算  
（短期利用型）  若年性認知症禾  

認知症専門ケア  

サービス提供体   

1 なし 2 あリ  

1基準型 2 減算型  



（別紙1－3）  

介護給付費算定に係る体制等状況一覧表（案）（主たる事業所の所在地以外の場所で一部実施する場合の出張所等の状況）  

事業所番号  

そ  の  他  該  当  す  る  体  制  等  提供サービス  
特別区 2 特甲地 3 甲地 4 乙地 5 その他  各サービス共通  
1 なし 2 あリ  

l】  皿  攻守対ノ芯塾訪剛†護  l  ∠ u三＝ヒ   u  24籍習通報対   l  

一一■■■▼▼▼▼◆－■－－－－－－－一一－－－一一－－－－－－一－－一一－－－－－－－一－一一－－－－－－－－一－－－一一－－－－一一一一－－一一－－－－－－－－－一－－－－一一－－－－－－－－▲▲‾‾‾‾‾‾▼▼  一‖＿…＿…＿－＿＿－＿＿＿＿＿＿＿＿＿…＿＿＿＿＿＿▼＿＿▼…」   

ース日供体   lなし2加算13加算［   

ロの昌ー‾よる減算の状況  1なし 2 看護職員 3 介護職員   ＿＿＿＿＿…＿＿＿＿▼＿．．．．‖＿＿＿＿▼▼＿＿…＿‖＿＿＿＿＿＿＿＿－…＿＿＿＿＿▼▼－＿＿＿‖＿＿＿＿＿＿＿＿…．＿＿＿▼＿＿＿＿＿＿▼＿．叩－－－－－－－－…－－…－－－－－－一…  

、口  2 ・応ロ  
1単独型  
2併設型  

認矢：症対応型適所介護  3グループホーム等活用型  

十1日供体  制強化加封   1 ′、し 2 加算1 3 加算Ⅲ   

⊂コト‾よ   1なし2看護職員3介護職員  …＿＿＿＿＿＿＿＿＿▼＿▼一叩＿，＿＿＿＿＿＿－－＿＿…＿＿＿…－…■－＿■＿＿＿＿．．．．＿＿－叩＿＿＿＿＿＿◆＿＿＿＿＿＿＿＿＿▼＿＿…－＿－－－－一一一－－－－－－  

73  小規項多機能型居宅介護  王、 2 力算Ⅰ 3 加算］  
、’提供イ‘  制強化加算   1なし 2 加算Ⅰ 3 加算n 4 加算Ⅲ   

ロ ロ‾よ  減の状況   1なし 2 看護職員 3 介言隻職員      ＿＿＿叩＿＿＿＿＿＿＿…＿＿＿＿＿＿▼▼▼▼▼－＿－＿＿＿＿＿＿＿＿＿■＿‖＿＿＿＿＿＿＿▼－．．．．．＿＿＿＿＿＿…－＿＿＿＿＿＿＿▼＿＿＿＿…－－－－－－…－－…－－－－  

1単独型  

2併設型  
74  介護予防謡粟症対応型適所介護  3グループホーム等活用型  

サービス提供体  制強化加算   1なし 2 加算Ⅰ 3 加算］   

職員の欠員による減算の状況  
75  介護予防小規模多機能型居宅介護  サービス提供体制強化加算  1なし2加算Ⅰ3加算Ⅱ4加算m   

備考1この表は、事業所所在地以外の場所で一部事業を実施する出張所等がある雛について記載することとし、複数出張所等を射る場合は出張所ごとに提出して〈ださい0   



介護サービス算定実績（居宅サービス・地域密着型サービス）  

介護給イ十紆実態調査平成20年・b月審査分  

総数   
4952680   
2120897  

1  

74915  
21516   

京7嘉す1  

百万言雨1  
2748  
1778   

→  

二二  
二二…二  

，       1  

∵1  

L堕旦越野介護迦鼻  

看言蔓・介護職員  

」桓剋塑旦那勇人浴介護迦簑  

訪問看護ステーション  

⊥夜昼量題体㈲憮項  特別地域訪問着譲加算  
緊急時訪問看護（ステーション：  566981居宅介言  

居宅介護真窪山  ト特定事業所集中減算（再掲）  

腐急時訪問看護（医療機関）  

＝㌍翳票加算  
満面ラフこ盲ケテニ；右フ一ん  

初回加算  

病院ヌ接診療所 一＿＿▼▼一一．．＿．一．  
性ナ巳垣＝±享∠了ネ±Å吐塾鼻上重畳）  

介護老人保健施設  
夜間対応型訪問介護1（基本）  

（定期巡回）  

（随時訪問）  師て百中テニラ三テ斥ア斉芥加  
し竪現象中ソ′耳要二とヨ∠弛鼻  44555 

そ！坦軋星些」  

三塁………喜引  
117251 

320   

6956  

軍旦狙旦呈斗  

認知症対応型適所介護（Ⅰ）  小規模型事業所  
通常規模型事業所  

個別機能訓練加算  
入浴介助加算  
栄養マネノメント加算  
旦塵塵取担皇祖募  

個別機能訓練加算  
入浴介助加算  
若年性認知症ケア加算  
栄養マネジメント加算  

】▼∃二  旦歴嘩選良土力目鼻  
リ／＼ヒリテーション  

二 ］  
948439認知症   通常規模の医痺機関  

′ト規模診療所  認知症対応型共同生活介護  82 999 
1 602 889 

114去3；】遽豊窪豪 胆迦鼻」，．＿▼  
入浴介助加算  
守方問指導等加算（老健のみ）  

協鎧実施加算  
㌻若年性認知症ケア加算  
三栄養マネジメント加算  

1日【墜麹阻向上迦鼻一一〟  

52041地域密  
地域密着型特定施設入居者生活介言蔓  

夜間看護体制加算  

福祉用具  

」蜃艶塑些彊匙旦星貸与祖睾  

13 579 

単独型  
併設型  
単独型ユニット型  
併設型ユニット型  

一
3
 
6
 
q
）
 
7
 
0
 
5
4
 
5
 
 

8
 
 
 
1
 
4
 
6
 
 
 
3
 
〔
む
 
 

4
 
2
 
 
 

7
 
 
 
バ
「
－
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
△
 
 

身体拘束廃止未実施減算 重度化対応加算 準ユニットケア加算  
常勤医師配置加算  
個別機能訓練加算  精神科医療養指導加算 障害者生活支援体制加算  
外泊時費用  
初期加算  
退所前後訪問相談援助加算  
退所時相談援助加算  

退所前連携加算 管理栄養士配置加算 士配置加算  
栄養  

士配置加算  
贋造聖霊 牒壌土配置加算  
贋要害竃芙 

所ネットワ＿ク加算  

貨  一
O
 
1
 
2
 
2
 
8
 
5
 
4
 
7
 
8
一
 
l
 

6
 
5
 
0
 
 
 
1
 
「
〇
 
1
 
 

7
 
4
 
6
 
 
 
 
 
 
2
 
 

介護老人保健施設（Ⅰ）  
介護老人保健施設（打）  
介護老人保健施設（Ⅲ）  
ユニット型介言草老人保健施設（Ⅰ）  

ユニット型介護老人保健施設（Ⅲ）  
ユニット型介護老人保健施設（Ⅲ）  
特定介護老人保健施設  
病院療養病床  
病院療養病床経過型  
ユニット型病院療養病床経過型  
ユニット型病院療養病床  
特定病院療養病床  
診療所療養病床  
ユニット型診療所療養病床  
特定診療所療養病床  
認知症疾患型  
認知症疾患型経過型  

ユニット型認知症疾患型  
特定認知症対応型  
基準適合診療所  

栄養マネジメント加算  
1経口移行加算  

算  

卜看取り介護加算  
讐腎温  

止盟模拠点集合型重畳迦鼻  

。。8…喜】   
⊥  

注
 
 
 

3
一
2
 
6
8
 
2
一
 
 
一
っ
〕
5
 
 

ワ
】
 
 
 
6
 
 

1
 
 
 
 
 
1
 
 
 
1
 
8
 
 

り
レ
 
 

6
 
 
 
 
 
4
 
 

1事業所からの請求時点の数値を集計している。  
2 太枠内は基本算定項目である。 3 短入療養介護には 
期所、「特定治療」「特定診療費」を含まない。  

4 介護保健施設サービス及び介護療養施設サービスには、  

「特定治療」「特定診療費」を含まない。  
5総数には、月の途中で要介護から要支援に変更となった者を含む。   

緊急時治療管理（老健のみ）  
療養体制維持特別加算（老健のみ）  
病院療養病床療養環境減算（病院のみ）  
病院療養病床療養環境減眉（皿）（病院のみ）  
医師配置減算（病院のみ）  

診療所療養病床設備基準減算（診療所のみ） 診療所療養病床療養環境減算（Ⅱ）（診療所のみ）  

△ 160   

△ 2∃  

△11  

△ 74   

18176   
5018  
201   

1537  

送迎加算  
加算  

療養食加算  
麿急短製本所皇2上旦二之迦屋  



介護サービス算定実績（施設サービス）  

介護給付費実態調査平成20年8月審査分  
J単位二王単位）  

l  「  

．∴…奏  
3419852  

塵数  
11067938l  

療養型  
療養型経過型  
ユニット型療養型  
ユニット型療養型経過型  

診療所型  
ユニット型診療所型  
認知症疾患型  
認知症疾患型経過型  

7083847  

109 550 

2 100 642 

31 980 

1 134 022 

15672   

60 523 

小規模介護福祉施設  
ユニット型介護福祉施設  
ユニット型小規模介護福祉施設  

旧措置介護福祉施設  
／ト規模旧措置介護福祉施設  
ユニット型旧措置介護福祉施設  
ユニット型小規模旧措置介護福祉施設  

23741   

7085  

126407  

114 347 
9
 
6
 
9
 
0
 
4
 
5
 
4
 
 

6
 
9
 
8
 
4
 
2
 
 

身体拘束廃止未実施減算  
重度化対応加算  
準ユニットケア加算  
個別機能訓練加算  
常勤医師配置加算  
精神科医療養指導加算 加 
障害者生活支援体制算  
外泊時費用   

退所前後訪問相談援助加算  
退所時相談援助加算  

退直前連携加算  初期加算  
管理業表土配置加算  

栄養士配置加算 栄養マネジメント加算 経口移行加算  
経口維持加算 療養食加算  
看取り介護加算  

△
9
1
 
7
3
6
1
8
1
3
2
8
 
 

㌔雪害害引  
身体拘束廃止未実施減算  胃   
病院療養病床療養環境減算（媚  
病院療養病床療養環境減算叫  

医師配置減算（病院のみ）  

外泊時費用  
一  

初期加算  

導加算  

7
 
3
 
4
 
9
 
9
 
 

l
 
1
 
6
 
4
 
3
 
 

5
 
0
 
8
 
 

8
 
2
 
7
 
 

一
 
〇
 
〇
〇
 
7
 
6
 
6
 
4
 
0
 
1
 
 

1
 
7
 
6
 
3
 
0
 
4
 
8
 
1
 
 

4
 
5
 
2
 
 
 
1
 
1
 
 

2
 
1
 
 

退院時指導加算  
退院時情報提供加算  
退院前連携加算  
老人訪問看護指示加算  
管理栄養士配置加算  
栄養士配置加算  
栄養マネジメント加算  
経口移行加算  
経口維持加算  
療養食加算  

帰支援機能加算  
△所相互利用吐乳  
サービス  

帰支援機塵加筆  介護保健施設（Ⅰ）  

介護保健施設（Ⅲ）  
介護保健施設（Ⅲ）  
ユニット型介護保健施設（Ⅰ）  

ユニット型介護保健施設（Ⅲ）  

注：1事業所からの請求時点の数値を集計している。  
2 太枠内は基本算定項目である。  
3 短期入所療養介護には、「特定治療」「特定診療費」を含まない。  
4 介護保健施設サービス及び介護療養施設サービスには、  

「特定治療」「特定診療費」を含まない。  
5 総数には、月の途中で要介護から要支援に変更となった者を含む。   

身体拘束廃止未実施減算  
リハヒ◆リテーションマネゾルト加算  
い短期集中リハビリテーション実施加算  
認知症短期集中リハビリテーション実施加算  
認知症専門病棟加算 外泊時費用  

試行的退所費用  
ターミナルケア加算  
療養体制維持特別加算   
初期加算  
退所前後訪問指導加算  
退所時指導加算  
退所時情報提供加算  

退所前連携加募 老人訪問看護指示加算  
管理栄養士配置加算  
栄養士配置加算  
栄養マネジメント加算  
経口移行加算  
経口維持加算  

1512と  

32！  
103 936 

2
 
1
 
8
 
6
 
 

4
 
0
 
6
 
5
 
 

r
．
．
 
 

O
 
 

食加算  
復帰支援機能加算  
塾堕施設療養  



介護予防サービス算定実績  

介護綻経費塞襲調査乎鎧20隼旦且審査分  
単位数  単位数  

（単位三千単位）」  

糸痩  
→      751627  

748369  

3 258 

し与？到  

1568  

lし－  

65737  

58680  

2716  

L58 

3305  
彗雷  
1796 

（単位＝千単位） 
桓数 
18434  

5904  

4766  

256  

2  

4765  

11  

83  

⊇璽旦  
212511  

204890  

1469  

7621  

308892  

108 R92 

介護予防居宅療養管理指導  介護予防訪問介護  
医師又は歯科医師（Ⅰ）  
医師又喧嘩草し堅単上旦1一〟【【  

介言章子防訪問介言  
特別地域介護予防訪問介護加算チ章  

（Ⅰ）医療機関  

（Ⅰ）医療機関・特別薬剤加算  
（Ⅲ）薬局  

（Ⅲ）薬局・特別薬剤加算  

薬  

剤  
師  

介護予防訪問入浴介護  

介護予防訪問看護  

管理栄養士 歯科衛生士等  二」  訪問者譲ステーション  
病院又は診療所   
特別地域訪問看護加算  
緊急時訪問看護加算（ステーーション）  

緊急時訪問者譲加算（医療機関）  

堕型星空迦星 
】－，「▼  

ゝR七≡七EヨIJハドりう＝－㌧／ヨン＊  

特定施設入居者生活介護＊＊  個別機能訓練加算（再掲）＊＊  

用 型特定施設入居者生活介言章＊＊  外部サーヒ◆ス利   
予防支援＊＊  

介護予防支援＊＊   

初回加算（再掲）＊＊  
病院又は診療所＊  し牡些処三阜とをと姐竪上頁郵 ＊  ＿7▼堅旦」  

亭巨弓7  

33   

125  

35  

0   

乙； 16197j  

15 981 

塁旦  
▼ 2蔓t写1j  

2204射   

10て  

66  

介護予防認知症対応型適所介護  

介護考ム埋嘩垂翠竺．  リハヒリテーションマネゾメント加算  介護予防認知症対応型適所介護（Ⅰ）  
介護予防認知症対応型適所介護（Ⅲ）  

（再掲）＊  67  

166  

1100768  

短期集中リハビけ－ション加算＊  

入浴介助加算＊ 個別機能訓練加算＊ 栄養改善加算  

介護予防適所介護＊＊  
i－6畠す石il   

●＼   

6…≡  

介護予防適所介護＊＊  
アクティビティ実施加算＊＊  

運動器機能向上加算＊＊  
栄養改善加算＊＊  
口腔機能向上加算＊＊  

卜事業所評価加算＊＊  

口腔機首巨蓮土塑簑  
介護予防小規模  機能型居宅介言章＊＊  

1初期塑鼻ヱ▲川 介護予防認知症対応型共同  生活介護＊  介護予防適所リハビリ  7一－ン′ヨン＊＊  

介護予防認知症対応型共同生活介言蔓＊  

介護予防短期利用共同生活介言隻＊  連動器機能向上加算＊＊  
栄養改善加算＊＊  
口腔機能向上加算＊＊  
事業所評価加算＊＊  

Lを〕遡迦簑L一，▼，  
注：1事業所からの請求時点の数値を集計している。  

2太枠内は基本算定項目である。  
3回数、目数、件数の各サービスの計は、基本算定項目（太枠内）を計上した   
値である。  
4＊は日数、＊＊は件数を集計している。  
5介護予防短期入所療養介護には、「特定治療」「特定診療費」を含まない。  
6総数には、月の途中で要支援から要介護に変更となった者を含む。   

介護予防福祉用具  
介言章子防福祉用具  
準則塑域彊塾坦具里皇迦筆空  
∵R玉置r‡出1市庁仕テ壬イトミ甚＊  

単独型＊  

併設型＊  
単独型ユニット型＊  

併設型三三ヱト聖上ー＿【   
機能訓練体制加  算部分（再掲）＊  

送迎加算  
管理栄養士配置加算＊  
栄養士配置加算＊  
療養食加算＊  

介護者人保健施設（Ⅰ）＊  
介護老人保健施設（Ⅲ）＊  
介護者人保健施設（Ⅲ）＊  
ユニソト型介護老人保健施設（Ⅰ）＊  
ユニソト型介護老人保健施設（Ⅱ）＊  

ユニソト型介護者人保健施設（Ⅲ）＊  

病院療養病床＊  
病院療養病床経過型＊  
ユニット型病院療養病床＊  
ユニノト型病院療養病床経過型＊  

93  診療所療養病床＊  
ユニット型診療所療養病床＊  
認知症疾患型＊  
認知症疾患型経過型＊  
ユニット型認知症疾患型＊  
基準適合診療所＊  2
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み）＊  

医師配置減算（病院のみ）＊   

－－－・－－－ 
：：．． 
送迎加算  
管理栄養士配置加算＊  

算＊  

み）＊  



「調査実施委員会（仮称）」の設置について（案）  

1 目的  

平成21年度介護報酬改定に関する審議報告（平成20年12月12日社   
会保障審議会介護給付責分科会）を踏まえ、介護報酬改定の結果の検証及び   
介護報酬改定の基礎資料としている介護事業経営実態調査等について検討を   
行い、次期介護報酬改定へ向けての議論へ繋げていくことを目的として、社   
会保障審議会介護給付費分科会に調査実施委員会（仮称）を設置する。   

2 検討内容   

（1）介護報酬改定の結果の検証について  
平成21年度介護報酬改定については、「介護従事者等の人材確保のた   
めの介護従事者等の処遇改善に関する法律（平成20年法律第44号）」   
を踏まえ、今回の介護報酬改定が介護従事者の処遇改善に反映されている   
かを検証することとし、その検証に必要な調査手法や分析方法等について  
検討を行う。  
（2）介護事業経営実態調査等について  
介護報酬改定に必要な基礎資料を得るための調査設計及び集計、分析方  
法等について検討を行う。  

（3）その他  

介護給付費分科会が必要と認めた事項について検討を行う。   

3 構成  

介護給付糞分科会の学識経験者等による6人で構成することとする。  
メンバーについては、下記参照。  

○ メンバー（案）  

池田 省三（龍谷大学教授）  

■ 田中 滋（慶応大学大学教授）  

一 村川 浩一（日本社会事業大学教授）   

・堀田 聴子（東京大学特任准教授）  

藤井 賢一郎（日本社会事業大学准教授）   

・千葉 正展（独立行政法人福祉医療機構経営支援室経営企画課長）   

4 運営  

調査実施委員会（仮称）の議事は公開とし、調査結果については介護給付   

費分科会に報告することとする。   




